
No. 銘柄名 規格単位 会社名 成分名 承認区分 算定薬価 算定方式 補正加算等

1 インヴェガ錠3mg
インヴェガ錠6mg
インヴェガ錠9mg

3mg1錠
6mg1錠
9mg1錠

ヤンセン　ファー
マ

パリペリドン 新有効成分
医薬品

246.20円
452.80円
574.00円

類似薬効比較方式
（Ⅰ）

有用性加算（Ⅱ）
（A＝10（％））
外国平均価格調整
（引き上げ）

内117 精神神経用剤（統合失調症用薬）

2 サムスカ錠15mg 15mg1錠 大塚製薬 トルバプタン 新有効成分
医薬品

2,525.70円 原価計算方式 平均営業利益率
×130％（25.0％）

内213 利尿剤（ループ利尿薬等の他の利尿薬で
効果不十分な心不全における体液貯留用
薬）

3 レボレード錠12.5mg
レボレード錠25mg

12.5mg1錠
25mg1錠

グラクソ・スミスク
ライン

エルトロンボパグ　オラミ
ン

新有効成分
医薬品

2,610.00円
5,141.80円

原価計算方式 平均営業利益率
×120％（23.0％）

内339 その他の血液・体液用薬（慢性特発性血
小板減少性紫斑病用薬）
（希少疾病用医薬品）

4 ザイザル錠5mg 5mg1錠 グラクソ・スミスク
ライン

レボセチリジン塩酸塩 新有効成分
医薬品

121.90円 類似薬効比較方式
（Ⅰ）

小児加算
（A＝5（％））

内449 その他のアレルギー用薬（アレルギー性鼻
炎等用薬）

5 ミンクリア内用散布液0.8% 20mL1筒 日本製薬 ｌ －メントール 新効能・新用
量・剤形追加
医薬品

858.00円 原価計算方式 平均営業利益率×
95％（18.2％）

内799 他に分類されない治療を主目的としない医
薬品（上部消化管内視鏡検査における胃
蠕動運動の抑制用薬）

6 マキュエイド硝子体内注用40mg 40mg1瓶 わかもと製薬 トリアムシノロンアセトニ 新投与経路 8 066円 原価計算方式 平均営業利益率× 注131 眼科用剤（硝子体手術時の硝子体可視化

薬効分類

新医薬品一覧表（平成２２年１２月10日収載予定）

中医協 総－１

２２．１１．２６

6 マキュエイド硝子体内注用40mg 40mg1瓶 わかもと製薬 トリアムシノロンアセトニ
ド

新投与経路
医薬品

8,066円 原価計算方式 平均営業利益率×
95％（18.2％）

注131 眼科用剤（硝子体手術時の硝子体可視化
用薬）

7 バイエッタ皮下注5μgペン300
バイエッタ皮下注10μgペン300

300μg1キット（5μg）
300μg1キット（10μg）

日本イーライリ
リー

エキセナチド 新有効成分
医薬品

9,661円
9,661円

類似薬効比較方式
（Ⅰ）

注249 その他のホルモン剤（抗ホルモン剤を含
む。）（２型糖尿病用薬）

8 トレアキシン点滴静注用100mg 100mg1瓶 シンバイオ製薬 ベンダムスチン塩酸塩 新有効成分
医薬品

92,356円 類似薬効比較方式
（Ⅰ）

有用性加算（Ⅱ）
（A＝15（％））
市場性加算（Ⅰ）
（Ａ＝10（％））

注429 その他の腫瘍用薬（再発又は難治性の低
悪性度Ｂ細胞性ホジキンリンパ腫及び再
発又は難治性のマントル細胞リンパ腫用
薬）
（希少疾病用医薬品）

9 クラビット点滴静注バッグ500mg/100mL
クラビット点滴静注500mg/20mL

500mg100mL1キット
500mg20mL1瓶

第一三共 レボフロキサシン水和物 新投与経路
医薬品

5,326円
5,222円

類似薬効比較方式
（Ⅰ）

注624 合成抗菌剤（肺炎、慢性呼吸器病変の二
次感染等用薬）

10 ジクアス点眼液3% 3%5mL1瓶 参天製薬 ジクアホソルナトリウム 新有効成分
医薬品

623.40円 原価計算方式 平均営業利益率
×100％（19.2％）

外131 眼科用剤（ドライアイ用薬）

11 ネバナック懸濁性点眼液0.1% 0.1%1mL 日本アルコン ネパフェナク 新有効成分
医薬品

186.20円 類似薬効比較方式
（Ⅰ）

外国平均価格調整
（引き上げ）

外131 眼科用剤（内眼部手術における術後炎症
用薬）

12 ワンデュロパッチ0.84mg
ワンデュロパッチ1.7mg
ワンデュロパッチ3.4mg
ワンデュロパッチ5mg
ワンデュロパッチ6.7mg

0.84mg1枚
1.7mg1枚
3.4mg1枚
5mg1枚
6.7mg1枚

ヤンセン　ファー
マ

フェンタニル 新剤形医薬
品

564.60円
1,063.60円
1,982.50円
2,803.30円
3,646.30円

類似薬効比較方式
（Ⅰ）

外821 合成麻薬（中等度から高度の疼痛を伴う
各種癌における鎮痛用薬）

              　　　  成分数    　        品目数
内用薬          　５       　　８
注射薬          　４         　６
外用薬          　３           ７
　 計　　  　   １２　       ２１
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新医薬品の薬価算定について  

 整理番号  １０－１２－内－１  

 薬 効 分 類   １１７ 精神神経用剤（内用薬） 

 成 分 名    パリペリドン 

 新薬収載希望者 ヤンセン ファーマ（株） 

 販 売 名  
 （規格単位） 

 インヴェガ錠３ｍｇ   （３ｍｇ１錠） 

 インヴェガ錠６ｍｇ   （６ｍｇ１錠） 

インヴェガ錠９ｍｇ   （９ｍｇ１錠） 
 効 能 ・ 効 果 統合失調症 

主な用法・用量 
通常、成人には６ｍｇを１日１回朝食後に経口投与。 

なお、年齢、症状により１日１２ｍｇを超えない範囲で適宜増減するが、増量は５日

間以上の間隔をあけて１日量として３ｍｇずつ行う。 

 
 
 
 
 算 
 
 
 
 定 

算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ） 

比 較 薬 

  成分名：リスペリドン 
会社名：ヤンセン ファーマ（株） 

 販売名（規格単位）          薬価（１日薬価） 
リスパダール錠２ｍｇ（２ｍｇ１錠） ６８．６０円（２０５．８０円） 

規格間比 
 リスパダール錠２ｍｇと同錠１ｍｇの規格間比：０．８７９０ 

 （ただし、本剤９ｍｇ錠は、通常最大用量を超える用量に対応する規格のため、 

９ｍｇ錠の算定には、規格間比０．５８５０を用いた。） 

補正加算 

有用性加算（Ⅱ）（Ａ＝１０（％）） 

        （加算前）         （加算後） 

６ｍｇ１錠  ２０５．８０円   →   ２２６．４０円 

外国調整 （調整前）         （調整後） 

６ｍｇ１錠  ２２６．４０円   →   ４５２．８０円 

算定薬価 
３ｍｇ１錠  ２４６．２０円  

 ６ｍｇ１錠  ４５２．８０円 （１日薬価 ４５２．８０円） 

９ｍｇ１錠  ５７４．００円 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

３ｍｇ１錠 

米国 １４．３０８ドル １，２８７．７０円 

英国  ３．４７４ﾎﾟﾝﾄﾞ   ４８９．８０円 

 外国平均価格       ８８８．８０円 

 ６ｍｇ１錠 

米国 １４．３０８ドル １，２８７．７０円 

英国  ３．４７４ﾎﾟﾝﾄﾞ   ４８９．８０円 

 外国平均価格       ８８８．８０円 

最初に承認された国（年月）： 

米国（２００６年１２月） 

 予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 
  初年度   １．２万人     ６億円 
 （ﾋﾟｰｸ時） 
  １０年度    ２０万人  ３０４億円 

９ｍｇ１錠 

米国 ２１．４６１ドル １，９３１．５０円 

英国  ５．２１１ﾎﾟﾝﾄﾞ   ７３４．８０円 

 外国平均価格     １，３３３．２０円 

（注）為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月の平均 
 

 製造販売承認日  平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日 平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ  
 算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ）  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
 最 
 類 
 似 
 薬 
 選 
 定 
 の 
 妥 
 当 
 性 

 新薬 最類似薬 

   成分名 パリペリドン リスペリドン 

 イ．効能・効果 統合失調症 左に同じ 

 ロ．薬理作用 抗セロトニン作用／ 
抗ドパミン作用 左に同じ 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

 
及び鏡像異性体  

 
 
 

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

 内用 
錠剤 

 １回６ｍｇ、１日１回 

 左に同じ 
左に同じ 
初期用量：１回１ｍｇ、１日２回より

始め、徐々に増量 
維持用量：１日２～６ｍｇ、１日２回  

  
 
 
 補 
 
 正 
 
 加 
 
 算 

画期性加算 
（７０～１２０％）  該当しない 

有用性加算（Ⅰ） 
（３５～６０％） 

 該当しない 

有用性加算（Ⅱ） 
（５～３０％） 

該当する（Ａ＝１０（％）） 

これまでの類似薬では効果が現れる用量まで数週間かけて増量する

必要があったところ、本剤は、製剤上の工夫により、投与開始時から

効果が現れる用量での治療を可能としたことから治療方法の改善が

認められる。 

ただし、既存品と薬理作用や化学構造が類似しており、同系統の薬

剤は既に数成分あることから、限定的な評価とした。 

 市場性加算（Ⅰ） 
 （１０～２０％）  該当しない 

 市場性加算（Ⅱ） 
 （５％） 

 該当しない 

 小児加算 
 （５～２０％） 

 該当しない 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

 

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 
 

 整理番号  １０－１２－内－２  

 薬 効 分 類   ２１３ 利尿剤（内用薬） 

 成 分 名   トルバプタン 

 新薬収載希望者   大塚製薬（株） 

 販 売 名 
 （規格単位） 

  サムスカ錠１５ｍｇ （１５ｍｇ１錠） 

 効能・効果 ループ利尿薬等の他の利尿薬で効果不十分な心不全における体液貯留 

主な用法・用量 １５ｍｇを１日１回経口投与する。 

算 
 
 
 
定 

算定方式   原価計算方式 

原
 
価
 
計
 
算 

製品総原価        １，６６６．９０円 

営業利益            ５５５．７０円 
（流通経費を除く価格の２５．０％） 

流通経費 
          １８２．８０円 
    （消費税を除く価格の７．６％） 
     出典：「医薬品産業実態調査報告書」（厚生労働省医政局経済課） 

消費税             １２０．３０円 

外国調整  なし 

 算定薬価 １５ｍｇ１錠    ２，５２５．７０円 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

１５ｍｇ１錠 
米国 ３００．００ドル   ２７，０００．００円

英国  ７４．６８ポンド  １０，５２９．９０円

独国 １１５．２９７ユーロ １４，１８１．５０円

外国平均価格        １７，２３７．１０円

（注）為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月の平均

※海外と使用実態が異なるため、外国平均価格調整

の対象外 

 

最初に承認された国（年月）： 

米国（２００９年５月）

  予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 
 
  初年度   ０．２万人   ０．５億円 
 
 （ﾋﾟｰｸ時） 
 １０年度    １１万人    ２７億円 

 製造販売承認日 平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日  平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式 原価計算方式  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
原
価
計
算
方
式
を
採
用
す
る
妥
当
性 

  新薬  類似薬がない根拠 

   成分名 トルバプタン 同様の効能・効果、薬理作用等を
持つ類似薬はない。 

  
 

 イ．効能・効果 

ループ系利尿薬等の他の利尿薬
で効果不十分な心不全における
体液貯留 

 ロ．薬理作用 バソプレシンV2-受容体拮抗作用 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

CH3

N
H

O N

O

OH
H

Cl

CH3

 
及び鏡像異性体

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

 内用 
 錠剤 
 １日１回 

営業利益率 

 

 

平均的な営業利益率（１９．２％）（注）×１３０％＝２５．０％ 

（注）出典：「産業別財務データハンドブック」（日本政策投資銀行）

心不全における体液貯留を有する患者に対して、既存の治療法では困

難であった、塩類の排出を伴わない「水のみの利尿」を可能とした新規

の作用機序を有すること等、本剤は既存治療に対する革新性等があると

判断し、加算率を３０％とした。 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

  

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 
 

 整理番号  １０－１２－内－３  

 薬 効 分 類   ３９９ 他に分類されない代謝性医薬品（内用薬） 

 成 分 名   エルトロンボパグ オラミン 

 新薬収載希望者   グラクソ・スミスクライン（株） 

 販 売 名 
 （規格単位） 

  レボレード錠１２．５ｍｇ（１２．５ｍｇ１錠） 

レボレード錠２５ｍｇ（２５ｍｇ１錠） 

 効能・効果 慢性特発性血小板減少性紫斑病 

主な用法・用量 
通常、成人には、初回投与量１２．５ｍｇを１日１回、食事の前後２時間を避け 

て空腹時に経口投与。なお、血小板数、症状に応じて適宜増減。１日最大投与量 

は５０ｍｇ。 

算 
 
 
 
定 

算定方式   原価計算方式 

原
 
価
 
計
 
算 

製品総原価 １，７６８．５０円 ３，４８４．１０円 

営業利益 ５２８．３０円 
（流通経費を除く価格の２３．０％） 

１，０４０．７０円 
（流通経費を除く価格の２３．０％） 

流通経費 

１８８．９０円 
 （消費税を除く価格の７．６％） 

 出典：「医薬品産業実態調査報告書」 

   （厚生労働省医政局経済課） 

３７２．２０円 
 （消費税を除く価格の７．６％） 

 出典：「医薬品産業実態調査報告書」 

   （厚生労働省医政局経済課） 

消費税 １２４．３０円 ２４４．８０円 

外国調整 なし なし      

 算定薬価 
１２．５ｍｇ１錠 

２，６１０．００円 
２５ｍｇ１錠 
５，１４１．８０円 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

２５ｍｇ１錠 

米国 ７１．９４ドル  ６，４７４．６０円

 英国 ２７．５０ポンド ３，８７７．５０円

 独国 ４８．１１ユーロ ５，９１７．５０円

 外国平均価格      ５，４２３．２０円

（注）為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月の平均 

 
※１２．５ｍｇ製剤は、外国で販売されていな
い 
 
 
最初に承認された国（年月）： 

米国（２００８年１１月） 

  予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 
 
  初年度     ４０人    ０．１億円 
 
 （ﾋﾟｰｸ時） 
  ６年度  １，４００人     １５億円 

 製造販売承認日  平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日  平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式 原価計算方式  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
 最 
 類 
 似 
 薬 
 選 
 定 
 の 
 妥 
 当 
 性 

  新薬  最類似薬 

   成分名 エルトロンボパグ オラミン 同様の効能・効果等を持つ類似薬
はない。 

 イ．効能・効果 慢性特発性血小板減少性紫斑病 

 ロ．薬理作用 トロンボポエチン受容体刺激作用 

 ハ．組成及び 
   化学構造 N

N

CO2H

OH

N
H

N
CH3

O

CH3

CH3

NH2

OH
・2

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

 内用 
 錠剤 
 １日１回空腹時 

営業利益率 

 

 

平均的な営業利益率（１９．２％）（注）×１２０％＝２３．０％ 

（注）出典：「産業別財務データハンドブック」（日本政策投資銀行）

本剤については、新規作用機序であるトロンボポエチン受容体作動
による血小板数増加作用を有していることから革新性が認められるこ
とに加え、既存治療に対し抵抗性又は不耐容を示す患者への有効性が
国内臨床試験で認められた。 
ただし、国内臨床試験の症例数が限られているため、限定的な評価と

した。 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

  

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 
 

 整理番号  １０－１２－内－４  

 薬 効 分 類   ４４９ その他のアレルギー用薬（内用薬） 

 成 分 名   レボセチリジン塩酸塩 

 新薬収載希望者 グラクソ・スミスクライン（株） 

 販 売 名 
 （規格単位） 

 ザイザル錠５ｍｇ   （５ｍｇ１錠） 

 効能・効果 
［成人］アレルギー性鼻炎、蕁麻疹、湿疹・皮膚炎、痒疹、皮膚そう痒症、 
［小児］アレルギー性鼻炎、蕁麻疹、皮膚疾患（湿疹・皮膚炎、皮膚そう痒症）

に伴うそう痒 

主な用法・用量

［成人］通常、成人には５ｍｇを１日１回、就寝前に経口投与。 
    なお、年齢、症状により適宜増減するが、最高投与量は１日１０ｍｇ。 
［小児］通常、７歳以上１５歳未満の小児には２．５ｍｇ１日２回、朝食後及び

就寝前に経口投与。 

 
 
 
 
 算 
 
 
 
 定 

算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ） 

比 較 薬 

  成分名：ロラタジン 
会社名：ＭＳＤ（株） 

 販売名（規格単位）          薬価（１日薬価） 
クラリチン錠１０ｍｇ（１０ｍｇ１錠） １１６．１０円（１１６．１０円）
クラリチンレディタブ錠１０ｍｇ（１０ｍｇ１錠） 

１１６．１０円（１１６．１０円）

補正加算 

小児加算（Ａ＝５（％）） 

        （加算前）         （加算後） 

５ｍｇ１錠  １１６．１０円   →   １２１．９０円 

外国調整  なし 

算定薬価  ５ｍｇ１錠  １２１．９０円 （１日薬価 １２１．９０円） 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

 ５ｍｇ１錠 

米国  ３．４１９ドル  ３０７．７０円

英国  ０．１４６ﾎﾟﾝﾄﾞ   ２０．６０円 

独国  １．１７２ユーロ １４４．２０円

仏国  ０．３４６ユーロ  ４２．６０円

外国平均価格       １２８．８０円

（注）為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月の平均 

 

最初に承認された国（年月） 

   独国（２００１年１月） 

 予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 

  初年度    ５０万人   ８．５億円 

 （ﾋﾟｰｸ時） 
  ９年度   ４４１万人 ３０８．０億円 

 製造販売承認日  平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日 平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ）  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
 最 
 類 
 似 
 薬 
 選 
 定 
 の 
 妥 
 当 
 性 

 新薬 最類似薬 

   成分名 レボセチリジン塩酸塩 ロラタジン 

 イ．効能・効果 

［成人］アレルギー性鼻炎、蕁麻疹

湿疹・皮膚炎、痒疹、皮膚そう

痒症、 
［小児］アレルギー性鼻炎、蕁麻

疹、皮膚疾患（湿疹・皮膚炎、
皮膚そう痒症）に伴うそう痒 

アレルギー性鼻炎、蕁麻疹、皮
膚疾患（湿疹・皮膚炎、皮膚そ
う痒症）に伴うそう痒 

 ロ．薬理作用 抗ヒスタミン作用 左に同じ 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

 

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

 内用 
錠剤 

 １日１回就寝前 

 左に同じ 
左に同じ 
１日１回食後 

  
 
 
 補 
 
 正 
 
 加 
 
 算 

画期性加算 
（７０～１２０％）  該当しない 

有用性加算（Ⅰ） 
（３５～６０％） 

 該当しない 

有用性加算（Ⅱ） 
（５～３０％） 

該当しない 

 市場性加算（Ⅰ） 
 （１０～２０％）  該当しない 

 市場性加算（Ⅱ） 
 （５％） 

 該当しない 

 小児加算 
 （５～２０％） 

該当する（Ａ＝５（％）） 

 最類似薬は小児加算を受けておらず、加算の要件に合致する。しか

しながら、小児の効能を取得している類薬が複数あることから限定的

な評価とした。 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

 

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 
 

 整理番号  １０－１２－内－５  

 薬 効 分 類   ７９９ 他に分類されない治療を主目的としない医薬品（内用薬） 

 成 分 名   l-メントール 

 新薬収載希望者   日本製薬（株） 

販 売 名

（規格単位） 
  ミンクリア内用散布液０．８％ 

（２０ｍL１筒） 

 効能・効果 上部消化管内視鏡検査における胃蠕動運動の抑制 

主な用法・用量 
本剤２０ｍL（l-メントールとして１６０ｍｇ）を内視鏡の鉗子口より胃幽門前庭部に行きわ 

たるように散布。 

算 
 
 
 
定 

算定方式   原価計算方式 

原
 
価
 
計
 
算 

製品総原価    ６１７．６０円 

営業利益 １３７．４０円 
（流通経費を除く価格の１８．２％） 

流通経費 
６２．１０円 

    （消費税を除く価格の７．６％） 
     出典：「医薬品産業実態調査報告書」（厚生労働省医政局経済課） 

消費税       ４０．９０円 

外国調整  なし 

 算定薬価 ２０ｍL１筒 ８５８．００円 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

なし 

 

最初に承認された国（年月）： 日本 

  予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 
 
  初年度    １０万人  ０．９億円 
 
 （ﾋﾟｰｸ時） 
  １０年度  ５８７万人   ５０億円 

同
一
成
分
既
収
載
品 

品目名（投与形態） l-メントール（内用薬） 

薬価 １ｇ １６．１０円 

効能・効果／用法・用量 芳香・嬌臭・嬌味の目的で調剤に用いる。 

1日薬価比 
調剤時の添加物として用いられており、用法・用量が明らかではないため、１日薬価及び本剤との１日

薬価比は算出できない。 

含量単位薬価比 ３３３倍 

 製造販売承認日 平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日  平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式 原価計算方式  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
原
価
計
算
方
式
を
採
用
す
る
妥
当
性 

 
新薬 類似薬がない根拠 

   成分名 l-メントール 同様の効能・効果等を持
つ類似薬はない。 

  
 

 イ．効能・効果 上部消化管内視鏡検査における胃蠕動運動
の抑制 

 ロ．薬理作用 胃の蠕動運動抑制作用 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

 

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

 内用 
 液剤 
内視鏡の鉗子口より胃幽門前庭部に行きわた
るように散布。 

営業利益率 

 

 

平均的な営業利益率（１９．２％）（注）×９５％＝１８．２％ 

（注）出典：「産業別財務データハンドブック」（日本政策投資銀行）

従来、院内製剤として調製されていた液剤を製剤化したものであり、
革新性が高いとは言えない。 
しかし、開発に当たっては、種々の製剤的検討を行い、澄明性、長

期間の安定性等を実現したものであることから、減算率を５％にとど
めることとした。 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

  

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 
 

整理番号 １０－１２－注－１  

薬 効 分 類   １３１ 眼科用剤（注射薬） 

成 分 名   トリアムシノロンアセトニド 

新薬収載希望者   わかもと製薬（株） 

販 売 名 
（規格単位） 

  マキュエイド硝子体内注用４０ｍｇ （４０ｍｇ １瓶） 

効能・効果  硝子体手術時の硝子体可視化 

主な用法・用量 0.5～4mg（懸濁液として0.05～0.4mL）を硝子体内に注入。 

算 
 
 
 
定 

算定方式   原価計算方式 

原
 
価
 
計
 
算 

製品総原価 ５，８０６円 

営業利益 １，２９２円 
（流通経費を除く価格の１８．２％） 

流通経費 
５８４円 

    （消費税を除く価格の７．６％） 

出典：「医薬品産業実態調査報告書」（厚生労働省医政局経済課） 

消費税 ３８４円 

外国調整  なし 

 算定薬価 ４０ｍｇ１瓶  ８，０６６円 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

なし 

 

【参考】 

米国において、本剤と同一成分の眼科用製剤

(販売名：Triesence)があるが、「硝子体手術

時の可視化」に適応を有するのに加え、交感性

眼炎、ブドウ膜炎等の眼炎症性疾患の適応を有

しているため、本剤とは使用実態が異なる。 

40ｍｇ/ｍL 1ｍL 
米国  １４８．８０ドル  １３，３９２円 

(注)為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月

の平均 

 

最初に承認された国（年月）：日本 

 予測年度   予測本剤投与患者数    予測販売金額 
 
  初年度    ０．９万人    ０．７億円 
 
（ﾋﾟｰｸ時） 
２年度    ６．１万人    ４．９億円 

 同 
 一 
成 
分 
既 
収 
載 
品 

 品目名(投与形態) ケナコルト-A筋注用関節腔内用水懸注40mg/1mL(注射剤) (1965年12月承認)

薬  価 40mg１瓶  ８７２円 

主な効能・効果  各種炎症 

通常最大用量 40mg 

1日薬価比 9.25倍 

含量単位薬価比 9.25倍 

製造販売承認日 平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日 平成２２年１２月１０日
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式 原価計算方式  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
原
価
計
算
方
式
を
採
用
す
る
妥
当
性 

 
新 薬 類似薬がない根拠 

成分名 トリアムシノロンアセトニド 同様の効能・効果等を持つ類似
薬はない。 

イ．効能・効果  硝子体手術時の硝子体可視化 

 ロ．薬理作用 難水溶性等の物理学的性質に基づく
硝子体可視化作用 

 ハ．組成及び 
化学構造 

  

 ニ．投与形態 
剤形 

   用法 

 注射 
 注射剤 
硝子体内に注入 

営業利益率 

 

平均的な営業利益率（１９．２％）（注）×９５％＝１８．２％ 
（注）出典：「産業別財務データハンドブック」（日本政策投資銀行）

従来、院内製剤として調製されていた眼科用注射剤を製剤化したもの

であり、革新性が高いとは言えない。 
しかし、開発に当たっては、種々の製剤的検討を行い、眼組織への影

響を避けるため添加剤を含有しない製剤としたものであることから、

減算率を５％にとどめることとした。 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

  

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 
 

整理番号 １０－１２－注－２  

薬 効 分 類   ２４９ その他のホルモン剤（注射薬） 

成 分 名   エキセナチド 

新薬収載希望者 日本イーライリリー（株） 

販 売 名 
（規格単位） 

 バイエッタ皮下注5μgペン300 （300μg1キット（5μg）） 

バイエッタ皮下注10μgペン300 （300μg1キット（10μg）） 

効能・効果 

２型糖尿病 

ただし、食事療法・運動療法に加えてスルホニルウレア剤（ビグアナイド系薬剤又

はチアゾリジン系薬剤との併用を含む）を使用しても十分な効果が得られない場合

に限る。 

主な用法・用量 
成人には、エキセナチドとして、1 回 5μg を 1 日 2 回朝夕食前に皮下注射する。投

与開始から 1ヶ月以上の経過観察後、患者の状態に応じて 1回 10μg、1日 2回投与

に増量できる。 

 
 
 
 
 算 
 
 
 
 
 定 

算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ） 

比 較 薬 

成分名：リラグルチド（遺伝子組換え） 
会社名：ノボ ノルディスク ファーマ（株） 

 販売名（規格単位）           薬価 
ビクトーザ皮下注１８ｍｇ       ９，９６０円 

（１８ｍｇ３ｍＬ １キット） 
  

用法・用量：0.9mgを1日1回朝又は夕に皮下注。ただし、1日1回0.3mgから開始し、 

1週間以上の間隔で0.3mgずつ増量。 

補正加算 なし 

外国調整 なし 

算定薬価 

３００μｇ１キット（5μg）  ９，６６１円 

３００μｇ１キット（10μg）  ９，６６１円 
 

※同時に製造販売承認を受けた、「６００μｇ１キット（10μg）」を汎用規格として

算定。 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

３００μg1キット（５μg） 

米国       ２６５．９３ドル        ２３，９３４円 

英国        ６８．２４ポンド       ９，６２２円 

独国       １２４．６２ユーロ       １５，３２８円 

仏国      １１０．０４ユーロ       １３，５３５円 

外国平均価格                 １５，６０５円 

 

※３００μg1キット（１０μg）   なし 

 

（参考） 

６００μg1キット（１０μg） 

米国       ２８８．９６ドル        ２６，００６円 

英国        ６８．２４ポンド       ９，６２２円 

独国       １２４．６２ユーロ       １５，３２８円 

仏国      １１０．０４ユーロ       １３，５３５円 

外国平均価格                 １６，１２３円 

 

（注）為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月の平均

最初に承認された国(年月)： 米国（２００５年４月）

予測年度  予測本剤投与患者数   予測販売金額 
  
  初年度    ０．３万人    １．１億円 
  
 （ﾋﾟｰｸ時） 
   ４年度    ７．１万人    １５６億円 

製造販売承認日 平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日 平成２２年１２月１０日
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ）  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
 最 
 類 
 似 
 薬 
 選 
 定 
 の 
 妥 
 当 
 性 

 新 薬 最類似薬 

   成分名  エキセナチド リラグルチド（遺伝子組換え） 

 イ．効能・効果 

２型糖尿病 

ただし、食事療法・運動療法に加えてスルホ

ニルウレア剤（ビグアナイド系薬剤又はチア

ゾリジン系薬剤との併用を含む）を使用して

も十分な効果が得られない場合に限る。 

２型糖尿病 

ただし、下記のいずれかの治療で十分な効果が

得られない場合に限る。 

① 食事療法・運動療法のみ 

② 食事療法・運動療法に加えてスルホニルウレ

ア剤を使用 

 ロ．薬理作用 グルカゴン様ペプチド-1（GLP-1）
アゴニスト 

グルカゴン様ペプチド-1（GLP-1） 

アゴニスト 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

 H-His-Gly-Glu-Gly-Thr-Phe-Thr-Ser-Asp-Leu-Ser-Lys-Gln-Met-Glu-Glu-Glu-Ala-

1              5 10 15 

Val-Arg-Leu-Phe-Ile-Glu-Trp-Leu-Lys-Asn-Gly-Gly-Pro-Ser-Ser-Gly-Ala-Pro-Pro-

20                25 30 35 

Pro-Ser-NH2 

39 

 

 

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

注射 
注射剤（キット製品） 
１日２回 

左に同じ 
左に同じ 
１日１回 

  
 
 
 補 
 
 正 
 
 加 
 
 算 

画期性加算 
（７０～１２０％）  該当しない 

有用性加算（Ⅰ） 
（３５～６０％） 

 該当しない 

有用性加算（Ⅱ） 
（５～３０％） 

 該当しない 

 市場性加算（Ⅰ） 
 （１０～２０％）  該当しない 

 市場性加算（Ⅱ） 
 （５％） 

 該当しない 

 小児加算 
 （５～２０％） 

 該当しない 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点   

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 

 

 整理番号  １０－１２－注－３  

 薬 効 分 類   ４２１ アルキル化剤（注射薬） 

 成 分 名    ベンダムスチン塩酸塩 

 新薬収載希望者   シンバイオ製薬（株） 

 販 売 名  
 （規格単位） トレアキシン点滴静注用１００㎎（１００ｍｇ１瓶） 

 効 能 ・ 効 果 
 再発又は難治性の下記疾患 

低悪性度B細胞性非ホジキンリンパ腫 
マントル細胞リンパ腫 

主な用法・用量

通常、成人には、１２０ｍｇ/ｍ２（体表面積）を１日１回１時間かけて点滴

静注。投与を２日間連日行い、１９日間休薬。これを１サイクルとして、投

与を繰り返す。なお、患者の状態により適宜減量。 

 
 
 
 
 
 算 
 
 定 

 算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ） 

 
 比 較 薬 

  成分名：クラドリビン     会社名：ヤンセン ファーマ（株） 

     販売名（規格単位）              薬価（１日薬価） 
 ロイスタチン注８ｍｇ（８ｍｇ８ｍＬ１瓶）  ８４，１０２円（１３，４２６円）

注）新薬創出・適応外薬解消等促進加算の対象品目 

 補正加算 

  有用性加算（Ⅱ）（Ａ＝１５（％）） 
  市場性加算（Ⅰ）（Ａ＝１０（％）） 
                        （加算前）             （加算後） 
  １００ｍｇ１瓶    ７３，８８５円  →  ９２，３５６円 

 外国調整 なし 

  算定薬価 
   １００ｍｇ１瓶  ９２，３５６円（１日薬価１６，７８２円） 

※本剤及び比較薬の１日薬価は、国内の臨床試験成績の加重平均使用量を基に算
出している。 

 外 国 価 格  新薬収載希望者による市場規模予測 

１００ｍｇ１バイアル 
米国  ２１６０ドル    １９４，４００円 

英国  ２７５．８１ポンド ３８，８８９円 
 独国  ３３８．６０ユーロ ４１，６４８円 
  外国平均価格        ９１，６４６円 
（注）為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月の平均

 

最初に承認された国（年月）： 
独国（旧東ドイツ）（１９７１年）
独国再審査承認（２００５年７月）

  予測年度   予測本剤投与患者数  予測販売金額 
 
  初年度      ４４人    ０．９億円
 
 （ﾋﾟｰｸ時） 
 １０年度   １，０３６人   ２２．２億円

 製造販売承認日  平成２２年１０月２７日  薬価基準収載予定日  平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ）  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 最 
 類 
 似 
 薬 
 選 
 定 
 の 
 妥 
 当 
 性 

  新薬  最類似薬 

   成分名  ベンダムスチン塩酸塩  クラドリビン 

 イ．効能・効果 

再発又は難治性の下記疾患 
低悪性度Ｂ細胞性非ホジキン
リンパ腫 
マントル細胞リンパ腫 

① ヘアリーセル白血病 
② 再発・再燃又は治療抵抗性

の次の疾患 低悪性度Ｂ細
胞性非ホジキンリンパ腫、
マントル細胞リンパ腫 

 ロ．薬理作用  ＤＮＡアルキル化/架橋形成作用
核酸合成過程の代謝阻害 
（アデノシンデアミナーゼ阻害
作用） 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

 

 
 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 
 
 

  
注射 
注射剤 
１日１回、２日間連日投与し、
１９日間休薬 
 

左に同じ 
左に同じ 
１日１回、５日間連日投与し、
２３日間休薬 

 
 
 
 
 
 
 補 
 
 正 
 
 加 
 
 算 

 画期性加算 
 （７０～１２０％）  該当しない 

 有用性加算（Ⅰ）
 （３５～６０％）

 該当しない 

 有用性加算（Ⅱ） 
 （５～３０％） 
 
  

 該当する（Ａ＝１５（％）） 

本剤は、国内臨床試験において高い奏効率及び１年無増悪生存率がみ
られたこと、既存薬の奏功率が低いマントル細胞リンパ腫に対して高い
奏功率が認められた等から、治療方法の改善が認められる。 
しかしながら、既存薬との比較試験は行われていないこと等から、限

定的な評価とした。 

 市場性加算（Ⅰ） 
 （１０～２０％） 

該当する（Ａ＝１０（％）） 

本剤は希少疾病用医薬品である。既に同様の作用機序、効能を有する
医薬品が薬価収載されていることから限定的な評価とした。 

 市場性加算（Ⅱ） 
 （５％）  該当しない 

 小児加算 
 （５～２０％） 該当しない 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

 

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 

 

 

HCl
N

N

N
Cl

Cl

CH3

・

CO2H
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新医薬品の薬価算定について 
 

 整理番号  １０－１２－注－４  

 薬 効 分 類  ６２４ 合成抗菌剤（注射薬） 

 成 分 名   レボフロキサシン水和物 

 新薬収載希望者 第一三共(株) 

 販 売 名 
 （規格単位） 

クラビット点滴静注５００ｍｇ／２０ｍＬ           （５００ｍｇ２０ｍＬ１瓶）

クラビット点滴静注バッグ５００ｍｇ／１００ｍＬ 

（５００ｍｇ１００ｍＬ１キット）

 効能・効果 

＜適応菌種＞  
レボフロキサシンに感性のブドウ球菌属、レンサ球菌属，肺炎球菌，モラクセラ（ブランハメラ）・

カタラーリス、炭疽菌、大腸菌、チフス菌、パラチフス菌、クレブシエラ属、エンテロバクター属、

セラチア属、ペスト菌、インフルエンザ菌、緑膿菌、アシネトバクター属、レジオネラ属、ブルセラ

属、野兎病菌、Q熱リケッチア（コクシエラ・ブルネティ）、肺炎クラミジア（クラミジア・ニュー

モニエ）、肺炎マイコプラズマ（マイコプラズマ・ニューモニエ） 
＜適応症＞ 
肺炎、慢性呼吸器病変の二次感染、腸チフス、パラチフス、炭疽、ブルセラ症、ペスト、野兎病、Q
熱 

主な用法・用量 通常、１回５００ｍｇを１日１回、点滴静注 

 
算 
 
 
 
定 

算定方式 類似薬効比較方式（Ⅰ） 

 
 
 比 較 薬 

成分名：パズフロキサシンメシル酸塩 
会社名：①富山化学(株)、②田辺三菱製薬(株) 

販売名（規格単位）                      薬価（１日薬価） 
①パシル点滴静注液1000mg（1,000mg200mL1ｷｯﾄ）    ２，７５０円（５，５００円）
②パズクロス点滴静注液1000mg（1,000mg200mL1ｷｯﾄ） ２，７５０円（５，５００円）

ｷｯﾄ特徴部分

の原材料費 ５００ｍｇ／１００ｍＬ１キット  ５，２２２円  →  ５，３２６円 

外国調整 なし 

算定薬価 

（１日薬価） 

５００ｍｇ／２０ｍＬ１瓶            ５，２２２円  

５００ｍｇ／１００ｍＬ１キット       ５，３２６円 （５，３２６円） 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

５００ｍｇ２０ｍＬ１瓶 
米国  ４３．８２ドル       ３，９４４円

英国  ２６．４０ポンド      ３，７２２円

独国  ５９．５８ユーロ      ７，３２８円

外国平均価格             ４，９９８円

 

５００ｍｇ１００ｍＬ１キット 
米国  ４３．８２ドル       ３，９４４円

（注）為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月の平均

 

最初に承認された国（年月）： 

米国（１９９６年１２月）

  予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 
   

初年度  ４．３万人     ６．５億円     
 （ﾋﾟｰｸ時） 
  ７年度    ５６万人       ７１億円 

 製造販売承認日  平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日 平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ）  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
 最 
 類 
 似 
 薬 
 選 
 定 
 の 
 妥 
 当 
 性 

 新薬 最類似薬 

   成分名  レボフロキサシン水和物 パズフロキサシンメシル酸塩 

 イ．効能・効果 

＜適応菌種＞ 
レボフロキサシンに感性のブドウ球菌

属、レンサ球菌属，肺炎球菌，モラク

セラ（ブランハメラ）・カタラーリス、

炭疽菌、大腸菌、チフス菌、パラチフ

ス菌、クレブシエラ属、エンテロバク

ター属、セラチア属、ペスト菌、イン

フルエンザ菌、緑膿菌、アシネトバク

ター属、レジオネラ属、ブルセラ属、

野兎病菌、Q熱リケッチア（コクシエ

ラ・ブルネティ）、肺炎クラミジア（ク

ラミジア・ニューモニエ）、肺炎マイ

コプラズマ（マイコプラズマ・ニュー

モニエ） 
＜適応症＞ 
肺炎、慢性呼吸器病変の二次感染、腸

チフス、パラチフス、炭疽、ブルセラ

症、ペスト、野兎病、Q熱 

＜適応菌種＞ 
パズフロキサシンに感性のブドウ球菌

属、レンサ球菌属、肺炎球菌、腸球菌属、

モラクセラ（ブランハメラ）・カタラー

リス、大腸菌、シトロバクター属、クレ

ブシエラ属、エンテロバクター属、セラ

チア属、プロテウス属、モルガネラ・モ

ルガニー、プロビデンシア属、インフル

エンザ菌、緑膿菌、アシネトバクター属、

レジオネラ属、バクテロイデス属、プレ

ボテラ属 
＜適応症＞ 
敗血症、外傷・熱傷及び手術創等の二次

感染、肺炎、肺膿瘍、慢性呼吸器病変の二

次感染、複雑性膀胱炎、腎盂腎炎、前立腺

炎（急性症、慢性症）、腹膜炎、腹腔内膿

瘍、胆嚢炎、胆管炎、肝膿瘍、子宮付属器

炎、子宮旁結合織炎 

 ロ．薬理作用  核酸（DNA）複製阻害作用 左に同じ 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

  

N

CO2H

O

F

O

CH3

H

N

N
H3C

1/2H2O・

 

 ニ．投与形態 
   剤形 
    

用法 

 注射 
注射剤（キット製品でないもの）、
注射剤（キット製品） 

 1日1回 

 左に同じ 
注射剤（キット製品） 
 
1日2回 

  
 
 
 補 
 
 正 
 
 加 
 
 算 

画期性加算 

（７０～１２０％）  該当しない 

有用性加算（Ⅰ） 

（３５～６０％） 
 該当しない 

有用性加算（Ⅱ） 

（５～３０％） 
該当しない 

 市場性加算（Ⅰ） 

 （１０～２０％）  該当しない 

 市場性加算（Ⅱ） 

 （５％） 
 該当しない 

 小児加算 

 （５～２０％） 
 該当しない 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

 

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について  

 整理番号  １０－１２－外－１  

 薬 効 分 類   １３１ 眼科用剤（外用薬） 

 成 分 名   ジクアホソルナトリウム 

 新薬収載希望者   参天製薬（株） 

 販 売 名 
 （規格単位） 

 ジクアス点眼液３％ （３％５ｍＬ１瓶） 

 効能・効果 ドライアイ 

主な用法・用量 １回１滴、１日６回点眼 

算 
 
 
 
定 

算定方式   原価計算方式 

原
 
価
 
計
 
算 

製品総原価           ４４３．３０円 

営業利益             １０５．３０円 
（流通経費を除く価格の１９．２％） 

流通経費 
            ４５．１０円 
         （消費税を除く価格の７．６％） 

    出典：「医薬品産業実態調査報告書」（厚生労働省医政局経済課） 

消費税               ２９．７０円 

外国調整  なし 

 算定薬価 ３％５ｍＬ１瓶  ６２３．４０円 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

なし 

 

最初に承認された国（年月）：日本 

  予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 
 
  初年度  ７．５万人     ２．４億円 
 
 （ﾋﾟｰｸ時） 
 １０年度  １６１万人       ５０億円 

 製造販売承認日 

  

平成２２年 ４月１６日 薬価基準収載予定日  平成２２年１２月１０日 

20



薬価算定組織における検討結果のまとめ  

 算定方式 原価計算方式  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
原
価
計
算
方
式
を
採
用
す
る
妥
当
性 

  新薬  類似薬がない根拠 

   成分名 ジクアホソルナトリウム 同様の効能・効果、薬理作用等を
持つ類似薬はない。 

  
 

 イ．効能・効果 ドライアイ 

 ロ．薬理作用 Ｐ２Ｙ２受容体刺激作用 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

  

HH

O

H

OHOH

H

N

NH

O

O

HH

O

NH

N

O

O

H

OHOH

O
P

O
P

O
P

O
P

O

O

NaO
O

NaO
O

NaO
O

NaO

H

 

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

 外用 
 点眼剤 
１回１滴、１日６回点眼 

営業利益率 

 
平均的な営業利益率（１９．２％）（注）×１００％＝１９．２％ 

（注）出典：「産業別財務データハンドブック」（日本政策投資銀行） 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

  

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 
 

 整理番号  １０－１２－外－２  

 薬 効 分 類  １３１ 眼科用剤（外用薬） 

 成 分 名   ネパフェナク 

 新薬収載希望者 日本アルコン（株） 

 販 売 名 
 （規格単位） 

ネバナック懸濁性点眼液０．１％（０．１％１ｍＬ） 

 効能・効果 内眼部手術における術後炎症 

主な用法・用量
通常、手術前日より、用時よく振り混ぜた後、１回１滴、１日３回点眼。但し、手 

術日は術前３回、術後１回点眼。 

 
算 
 
 
 
定 

算定方式 類似薬効比較方式（Ⅰ） 

 
 
 比 較 薬 

成分名：ジクロフェナクナトリウム 
会社名：わかもと製薬（株） 

      販売名（規格単位）           薬価（１日薬価） 
ジクロード点眼液０．１％（０．１％１ｍＬ） ９８．２０円（１４．７０円） 

補正加算 なし 

外国調整            （調整前）     （調整後） 

０．１％１ｍＬ    ９３．１０円 → １８６．２０円 

  算定薬価 ０．１％１ｍＬ   １８６．２０円（１日薬価２７．９０円） 

※本剤の１日薬価は、国内第Ⅲ相臨床試験の平均使用期間を基に算出している。 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 
 
０．１％１ｍＬ 
米国  ３６．４ドル   ３，２７６．００円 

英国  ２．９８ポンド     ４２０．２０円 
  外国平均価格       １，８４８．１０円 

 

（注）為替ﾚｰﾄは平成２１年１１月～平成２２年１０月の平均

 

最初に承認された国（年月）： 
米国（２００５年８月） 

  予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 
  初年度     １３万人    １．２億円     
 （ﾋﾟｰｸ時） 
  ４年度    ３８万人     ３．５億円 

 製造販売承認日  平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日 平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ）  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
 最 
 類 
 似 
 薬 
 選 
 定 
 の 
 妥 
 当 
 性 

 新薬 最類似薬 

   成分名  ネパフェナク ジクロフェナクナトリウム 

 イ．効能・効果 内眼部手術における術後炎症 
白内障手術における下記症状の防止 
術後の炎症症状、術中・術後合併症 

 ロ．薬理作用  プロスタグランジン生合成抑制
作用 

左に同じ 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

  

  

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

 外用 
眼科用剤 
手術前日から１回１滴１日３回

点眼。手術日に限り、術前３回術

後１回点眼。 

 左に同じ 
左に同じ 
眼手術前４回、眼手術後１日３回、１

回１滴点眼 

  
 
 
 補 
 
 正 
 
 加 
 
 算 

画期性加算 

（７０～１２０％）  該当しない 

有用性加算（Ⅰ） 

（３５～６０％） 
 該当しない 

有用性加算（Ⅱ） 

（５～３０％） 
該当しない 

 市場性加算（Ⅰ） 

 （１０～２０％）  該当しない 

 市場性加算（Ⅱ） 

 （５％） 
 該当しない 

 小児加算 

 （５～２０％） 
 該当しない 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

 

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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新医薬品の薬価算定について 
 

 整理番号  １０－１２－外－３  

 薬 効 分 類  ８２１ 合成麻薬（外用薬） 

 成 分 名   フェンタニル 

 新薬収載希望者 ヤンセン ファーマ（株） 

 販 売 名 
 （規格単位） 

ワンデュロパッチ０．８４ｍｇ （０．８４ｍｇ１枚） 

ワンデュロパッチ１．７ｍｇ  （１．７ｍｇ１枚） 

ワンデュロパッチ３．４ｍｇ  （３．４ｍｇ１枚） 

ワンデュロパッチ５ｍｇ    （５ｍｇ１枚） 

ワンデュロパッチ６．７ｍｇ  （６．７ｍｇ１枚） 

 効能・効果 中等度から高度の疼痛を伴う各種癌における鎮痛 

主な用法・用量

胸部、腹部、上腕部、大腿部等に貼付し、１日（約２４時間）毎に貼り替えて使用する。 

初回貼付用量は本剤投与前に使用していたオピオイド鎮痛剤の用法・用量を勘案して、０．

８４ｍｇ、１．７ｍｇ、３．４ｍｇ、５ｍｇのいずれかの用量を選択。 

その後の貼付用量は患者の症状や状態により適宜増減。 

 
算 
 
 
 
定 

算定方式 類似薬効比較方式（Ⅰ）  

 
 
 比 較 薬 

成分名：フェンタニルクエン酸塩 
会社名：久光製薬（株） 

     販売名（規格単位）           薬価（１日薬価） 
フェントステープ２ｍｇ（２ｍｇ１枚） １，０６３．６０円（１，０６３．６０円）

規格間比 フェントステープ２ｍｇと同８ｍｇの規格間比：０．８９８３３ 

補正加算 なし 

外国調整 なし 

  算定薬価 ０．８４ｍｇ１枚    ５６４．６０円 

１．７ｍｇ１枚    １，０６３．６０円 （１日薬価 １，０６３．６０円） 

３．４ｍｇ１枚    １，９８２．５０円 

５ｍｇ１枚        ２，８０３．３０円 

６．７ｍｇ１枚     ３，６４６．３０円 

外 国 価 格 新薬収載希望者による市場規模予測 

なし 
 
最初に承認された国（年月）： 日本 

  予測年度  予測本剤投与患者数  予測販売金額 
  初年度     ０．６万人     ９億円     
 （ﾋﾟｰｸ時） 
  ５年度      ７万人   １０７億円 

 製造販売承認日  平成２２年１０月２７日 薬価基準収載予定日 平成２２年１２月１０日 
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薬価算定組織における検討結果のまとめ 
 

 算定方式   類似薬効比較方式（Ⅰ）  第一回算定組織  平成２２年１０月２８日 

 
 
 
 最 
 類 
 似 
 薬 
 選 
 定 
 の 
 妥 
 当 
 性 

 新薬 最類似薬 

   成分名  フェンタニル フェンタニルクエン酸塩 

 イ．効能・効果 中等度から高度の疼痛を伴う各種
癌における鎮痛 

左に同じ 

 ロ．薬理作用 
 求心性痛覚伝導路抑制作用／下
行性痛覚抑制系賦活による鎮痛
作用 

左に同じ 

 ハ．組成及び 
   化学構造 

   

 ニ．投与形態 
   剤形 
   用法 

 外用 
貼付剤 

 １日毎に１回 

左に同じ 
左に同じ 
左に同じ 

  
 
 
 補 
 
 正 
 
 加 
 
 算 

画期性加算 

（７０～１２０％）  該当しない 

有用性加算（Ⅰ） 

（３５～６０％） 
 該当しない 

有用性加算（Ⅱ） 

（５～３０％） 
該当しない 

 市場性加算（Ⅰ） 

 （１０～２０％）  該当しない 

 市場性加算（Ⅱ） 

 （５％） 
 該当しない 

 小児加算 

 （５～２０％） 
 該当しない 

 当初算定案に対する新 
 薬収載希望者の不服意 
 見の要点 

 

 上記不服意見に対する 
 見解 

 第二回算定組織  平成  年  月  日 
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SEUDQ
楕円



１．医科 （別紙）
新たな保険適用　区分Ａ２（特定包括）（特定の診療報酬項目において包括的に評価されているもの）　保険適用開始年月日：平成22年11月1日

薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 特定診療報酬算定医療機器の区分

220ACBZX00065A01 ＰＥＴ／ＣＴ装置 ＧＥＭＩＮＩ ＬＸＬ 株式会社フィリップスエレクトロニクスジャパン ＣＴ撮影装置

220ACBZX00065A01 ポジトロンＣＴ装置

22200BZX00747000 ワインマン バランス ＪＰ 日本エア・リキード株式会社 在宅人工呼吸器（Ⅲ）

22200BZX00747000 人工呼吸器

22200BZX00796000 Ｉｎｆｉｎｉｔｙ ＡＣＳ ワークステーション ＣＣ ドレーゲル・メディカル ジャパン株式会社 人工呼吸器

22200BZX00798000 Ｍａｓｉｍｏ Ｒａｉｎｂｏｗ ＳＥＴ パルスＣＯオキシメータ ラディカル ７ マシモジャパン株式会社 パルスオキシメータ

22200BZX00799000 Ｍａｓｉｍｏ Ｒａｉｎｂｏｗ ＳＥＴ パルスＣＯオキシメータ Ｒａｄ－８７ マシモジャパン株式会社 パルスオキシメータ

22200BZX00800000 オートケラトレフラクトトノメータ ＴＲＫ－１Ｐ 株式会社トプコン 角膜曲率半径計測装置

22200BZX00800000 眼圧計

222AABZX00178000 イトー ＵＳ－１０１Ｌ 伊藤超短波株式会社 超音波治療器

222AABZX00179000 イトー ＵＳ－１０３Ｓ 伊藤超短波株式会社 超音波治療器

222AABZX00181000 インピーダンスオージオメータ ＲＳ－４１ リオン株式会社 インピーダンスオージオメータ（Ⅱ）

222ABBZX00175000 大腸ビデオスコープ ＯＬＹＭＰＵＳ ＣＦ ＴＹＰＥ Ｙ００２７ オリンパスメディカルシステムズ株式会社 内視鏡

222ABBZX00177000 デジタル式乳房Ｘ線撮影装置 Ｓｅｌｅｎｉａ Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎｓ 株式会社日立メディコ 診断用Ｘ線装置

222ADBZX00100000 ナビゲータープロシステムⅡ 日本光電工業株式会社 ＯＡＥ検査装置

222ADBZX00100000 誘発反応測定装置

222AGBZX00219000 デジタル眼底カメラ ＣＲ－２ キヤノン株式会社 眼底カメラ（Ⅰ）

222AGBZX00220000 ほっとパル β チェスト株式会社 パルスオキシメータ

222AGBZX00227000 Ｖita ＣＲ システム ケアストリームヘルス株式会社 デジタル撮影装置

222AGBZX00235000 デジタルラジオグラフィ ＣＸＤＩ－７０Ｃ Ｗｉｒｅｌｅｓｓ キヤノン株式会社 デジタル撮影装置

222AGBZX00238000 Ｏ２グリーン小春３ＳＰ 株式会社医器研 酸素供給装置（Ⅰ）

222AGBZX00245000 超音波画像診断装置 ＵＤ－１０００ 株式会社トーメーコーポレーション 超音波検査装置（Ⅰ）

222ALBZX00007000 ポータブルＸ線撮影装置 ＮＸ－１００ 株式会社ティーアンドエス 診断用Ｘ線装置

222ALBZX00013000 フィンガーチップ パルスオキシメーター フィンガルリンク株式会社 パルスオキシメータ

1

KYIVY
スタンプ



薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 決定機能区分
償還価格

(円)
21600BZZ00598A01 マイクロカテーテル 株式会社ユー・ティー・エム 010 血管造影用ﾏｲｸﾛｶﾃｰﾃﾙ (1)ｵｰﾊﾞｰｻﾞﾜｲﾔｰ ③ﾃﾞﾀｯﾁｬﾌﾞﾙｺｲﾙ用 ¥63,200

21800BZZ10063A01 オステオトランス・プラス４０ プレート タキロン株式会社 080 合成吸収性骨片接合材料 (3)ｽﾄﾚｰﾄﾌﾟﾚｰﾄ ¥40,200

21800BZZ10063A01 080 合成吸収性骨片接合材料 (4)その他のﾌﾟﾚｰﾄ ¥56,100

22100BZX01091000 Ｌａｍｉｔｒｏｄｅ ８８ リード セント・ジュード・メディカル株式会社 086 脊髄刺激装置用ﾘｰﾄﾞ (1)ﾘｰﾄﾞｾｯﾄ ②16極以上 ¥357,000

22200BZX00699000 Ｎｉｔｉ－Ｓ 胆管用シリコーンカバードステント センチュリーメディカル株式会社 034 胆道ｽﾃﾝﾄｾｯﾄ (2)自動装着ｼｽﾃﾑ付 ①永久留置型 ｱ ｶﾊﾞｰあり ¥239,000

22200BZX00711000 ＨＡＮＡＲＯＳＴＥＮＴ食道用カバー エム・シー・メディカル株式会社 095 食道用ｽﾃﾝﾄ ¥130,000

22200BZX00740000 ラッソー２５１５ナビ ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社 114 体外式ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ用ｶﾃｰﾃﾙ電極 (2)心臓電気生理学的検査機能付加型 ②冠状静脈洞型 ¥111,000

22200BZX00740000 114 体外式ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ用ｶﾃｰﾃﾙ電極 (2)心臓電気生理学的検査機能付加型 ③房室弁輪部型 ¥241,000

22200BZX00762000 橈骨遠位端ロッキングプレートシステム 瑞穂医科工業株式会社 060 固定用内副子(ｽｸﾘｭｰ) (1)一般ｽｸﾘｭｰ(生体用合金Ⅰ) ¥6,790

22200BZX00762000 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (7)骨端用ﾌﾟﾚｰﾄ(生体用合金Ⅰ) ¥89,200

22200BZX00797000 Ｖａｎｇｕａｒｄ ＰＳ インターロックシステム バイオメット・ジャパン株式会社 058 人工膝関節用材料 (1)大腿骨側材料 ②全置換用材料(Ⅱ) ¥306,000

22200BZX00797000 058 人工膝関節用材料 (2)脛骨側材料 ②全置換用材料(Ⅱ) ¥182,000

22200BZX00797000 058 人工膝関節用材料 (4)ｲﾝｻｰﾄ(Ⅰ) ¥67,400

22200BZX00801000 ＰＴＡバルーンカテーテルＲＸ 川澄化学工業株式会社 133 血管内手術用ｶﾃｰﾃﾙ (3)PTAﾊﾞﾙｰﾝｶﾃｰﾃﾙ ①一般型 ｲ 特殊型 ¥108,000

22200BZX00802000 Ｊｏｕｒｎｅｙ ガイドワイヤー ボストン・サイエンティフィック ジャパン株式会社 012 血管造影用ｶﾞｲﾄﾞﾜｲﾔｰ (3)微細血管用 ¥17,600

22200BZX00803000 AO Ｍatrix Ｍidface システム シンセス株式会社 060 固定用内副子(ｽｸﾘｭｰ) (8)その他のｽｸﾘｭｰ ①標準型 ｱ 小型ｽｸﾘｭｰ(頭蓋骨･顔面･上下顎骨用) ¥3,940

22200BZX00803000 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (9)その他のﾌﾟﾚｰﾄ ①標準 ｱ 指骨､頭蓋骨､顔面骨､上下顎骨用 ⅰｽﾄﾚｰ
ﾄ型･異形型

¥15,300

22200BZX00804000 アズニス マイクロ キャニュレイテッドスクリューシステム 日本ストライカー株式会社 060 固定用内副子(ｽｸﾘｭｰ) (4)中空ｽｸﾘｭｰ(生体用合金Ⅰ･S) ¥20,000

22200BZX00804000 063 固定用内副子用ﾜｯｼｬｰ､ﾅｯﾄ類 (1)ﾜｯｼｬｰ(Ⅰ) ¥3,030

22200BZX00805000 小児用骨切りプレート ナカシマメディカル株式会社 060 固定用内副子(ｽｸﾘｭｰ) (5)中空ｽｸﾘｭｰ(生体用合金Ⅰ･L) ¥31,400

22200BZX00805000 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (1)ｽﾄﾚｰﾄﾌﾟﾚｰﾄ(生体用合金Ⅰ･S) ¥22,900

22200BZX00806000 Ｃoncorde ＣＦＲＰ Ｉ／Ｆ ケージ ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社 078 人工骨 (2)専用型 ⑤椎体固定用 ｱ 1椎体用 ¥190,000

22200BZX00807000 アルファテック トレステル プレートシステム 株式会社アルファテック・パシフィック 064 脊椎固定用材料 (2)脊椎ﾌﾟﾚｰﾄ(S) ¥40,700

22200BZX00807000 064 脊椎固定用材料 (5)脊椎ｽｸﾘｭｰ(固定型) ¥82,200

22200BZX00827000 サーモダイリューション・カテーテル・３０００ 日本バイオセンサーズ株式会社 005 ｻｰﾓﾀﾞｲﾘｭｰｼｮﾝ用ｶﾃｰﾃﾙ (1)一般型 ①標準型 ｱ 標準型 ¥18,700

22200BZX00827000 005 ｻｰﾓﾀﾞｲﾘｭｰｼｮﾝ用ｶﾃｰﾃﾙ (1)一般型 ①標準型 ｲ 輸液又はﾍﾟｰｼﾝｸﾞﾘｰﾄﾞ用ﾙｰﾒﾝあり ¥31,800

22200BZX00828000 ＭａｘＦｉｒｅ 半月板縫合システム バイオメット・ジャパン株式会社 060 固定用内副子(ｽｸﾘｭｰ) (8)その他のｽｸﾘｭｰ ②特殊型 ｱ 軟骨及び軟部組織用 ⅰｽｰﾁｬｰｱﾝｶｰ
型

¥34,300

22200BZX00830000 タイレーン メッシュ 株式会社メディカルリーダース 099 組織代用人工繊維布 (2)ﾍﾙﾆｱ修復･胸壁補強用 ①一般 1c㎡当たり\73

22200BZX00830000 099 組織代用人工繊維布 (2)ﾍﾙﾆｱ修復･胸壁補強用 ②形状付加型 ¥19,100

22200BZX00832000 アテイン アビリティプラスリード 日本メドトロニック株式会社 113 埋込式心臓ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ用ﾘｰﾄﾞ (1)ﾘｰﾄﾞ ①経静脈ﾘｰﾄﾞ ｱ 標準型 ¥155,000

22200BZX00833000 アクセント ＳＲ セント・ジュード・メディカル株式会社 112 ﾍﾟｰｽﾒｰｶｰ (1)ｼﾝｸﾞﾙﾁｬﾝﾊﾞ ¥859,000

22200BZX00836000 ＡＣＴＩＹＡＳ人工膝関節 日本メディカルマテリアル株式会社 058 人工膝関節用材料 (1)大腿骨側材料 ②全置換用材料(Ⅱ) ¥306,000

22200BZX00836000 058 人工膝関節用材料 (2)脛骨側材料 ②全置換用材料(Ⅱ) ¥182,000

22200BZX00836000 058 人工膝関節用材料 (3)膝蓋骨材料 ①膝蓋骨置換用材料(Ⅰ) ¥44,700

22200BZX00836000 058 人工膝関節用材料 (4)ｲﾝｻｰﾄ(Ⅰ) ¥67,400

22200BZX00840000 ＤＡＲＣＯ
 ®

 ロッキング プレート システム ライト・メディカル・ジャパン株式会社 060 固定用内副子(ｽｸﾘｭｰ) (1)一般ｽｸﾘｭｰ(生体用合金Ⅰ) ¥6,790

22200BZX00840000 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (7)骨端用ﾌﾟﾚｰﾄ(生体用合金Ⅰ) ¥89,200

222AFBZX00105000 ナイチノールバスケットカテーテル 株式会社パイオラックスメディカルデバイス 136 胆道結石除去用ｶﾃｰﾃﾙｾｯﾄ (3)採石用ﾊﾞｽｹｯﾄｶﾃｰﾃﾙ ¥39,400

22200BZX00712000 リジェネレックス ポーラス ヒップ システム バイオメット・ジャパン株式会社 057 人工股関節用材料 (1)骨盤側材料 ①臼蓋形成用カップ(Ⅰ) ¥165,000

22200BZX00729000 ゴアトリローブバルーンカテーテルⅡ ジャパンゴアテックス株式会社 133 血管内手術用ｶﾃｰﾃﾙ (3)PTAﾊﾞﾙｰﾝｶﾃｰﾃﾙ ④大動脈用ｽﾃﾝﾄｸﾞﾗﾌﾄ用 ｲ 血流非遮断型(胸部及
び腹部)

¥88,700

22200BZX00743000 Ｅ－１ Ｈｉｐ アセタブラーライナー バイオメット・ジャパン株式会社 057 人工股関節用材料 (1)骨盤側材料 ⑤ﾗｲﾅｰ(Ⅲ) ¥77,500

新たな保険適用　区分Ｃ１（新機能）（新たな機能区分が必要で、技術は既に評価されているもの）　保険適用開始年月日：平成22年11月1日

薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 類似機能区分
暫定価格

(円)
22200BZX00698000 ガードワイヤ・プロテクションシステム 日本メドトロニック株式会社 133 血管内手術用ｶﾃｰﾃﾙ (6)ｵｸﾘｭｰｼﾞｮﾝｶﾃｰﾃﾙ ②特殊型 及び 133 血管内手術用ｶﾃｰﾃﾙ (9)血栓

除去用ｶﾃｰﾃﾙ ③経皮的血栓除去用
¥188,900

22200BZX00712000 リジェネレックス ポーラス ヒップ システム バイオメット・ジャパン株式会社 078 人工骨 (2)専用型 ⑥骨盤用 ｲ その他 ¥197,000

新たな保険適用　区分Ｂ（個別評価）（材料価格が個別に設定され評価されているもの）　保険適用開始年月日：平成22年11月1日
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２．歯科
新たな保険適用　区分Ａ２（特定包括）（特定の診療報酬項目において包括的に評価されているもの）　保険適用開始年月日：平成22年11月1日

薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 特定診療報酬算定医療機器の区分

21600BZY00197000 パソラマ 株式会社パノラミックジャパンコーポレーション 歯科エックス線撮影デジタル映像化処理装置

21600BZY00197000 歯科パノラマ断層撮影デジタル映像化処理装置

222AGBZX00227000 Ｖita ＣＲ システム ケアストリームヘルス株式会社 歯科パノラマ断層撮影デジタル映像化処理装置

薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 決定機能区分
償還価格

(円)
222AFBZX00106000 キッズクラウン 株式会社モリタ 056 乳歯金属冠 1本\289

222AKBZX00094000 ＩＰテンプセメント 株式会社松風 047 歯科用合着･接着材料Ⅱ(粉末･液) 1g\103

新たな保険適用　区分Ｂ（個別評価）（材料価格が個別に設定され評価されているもの）　保険適用開始年月日：平成22年11月１日
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臨床検査の保険適用について 
 

 
区分 Ｅ３（新項目）（測定項目が新しい品目） 

測定項目 測定方法 主な測定目的 点数 

肺炎球菌細胞壁抗原 
（定性） 

イムノクロマト法  喀痰又は上咽頭ぬぐい中の肺炎球菌抗原の検出 
（肺炎球菌感染症の補助診断） ２１０点 

 
（参考） 
・ 保険適用希望業者  大塚製薬株式会社 
・ 商品名    ラピラン 肺炎球菌 
・ 参考点数   D012 感染症免疫学的検査 23 尿中肺炎球菌莢膜抗原 210点 
・ 判断料   D026 5 免疫学的検査判断料 144点（月１回に限る） 
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保険適用希望のあった新規の検査項目の概要

【区 分】 Ｅ３（新項目）（測定項目が新しい品目）

【測定項目】 肺炎球菌細胞壁抗原（定性）

【測定方法】 イムノクロマト法

【測定内容】 喀痰又は上咽頭ぬぐい中の肺炎球菌抗原の検出

（肺炎球菌感染症の補助診断）

【主な対象】 肺炎球菌感染が疑われる肺炎又は下気道感染症患者

【有 用 性】 ①既存検査と比較し、感染の早い段階から抗原の検出が可能

②検体の採取が比較的容易

検査試料 疾患名 感度 特異度

喀 痰
成人肺炎 87.5% 92.9%

【本検査の感度・特異度（治験の結果より抜粋、細菌培養と比較）】

②検体の採取が比較的容易

③既存検査と比較し、感度が高い

喀 痰
成人下気道感染症 90.9% 94.7%

上咽頭ぬぐい
肺炎 67.5% 100.0%

下気道感染症 54.5% 100.0%

中耳貯留液・耳漏 中耳炎 50.9% 90.4%

上咽頭ぬぐい 副鼻腔炎 44.3% 96.1%

保険適用と
する範囲

既存検査との比較（添付文書等より）

本品 尿中肺炎球菌莢膜抗原（１例） 髄液又は尿中肺炎球菌抗原（１例）

検体の種類 喀痰・上咽頭ぬぐい 尿 細菌培養後の検体

測定原理 イムノクロマト法 イムノクロマト法 ラテックス凝集法

（参考）

測定原理 イムノクロマト法 イムノクロマト法 ラテックス凝集法

検出抗原 肺炎球菌細胞壁抗原 肺炎球菌莢膜抗原 肺炎連鎖球菌莢膜多糖体抗原

感度・特異度
（肺炎）

感度： 79.8%
特異度：93.9%

感度： 59.5%
特異度：93.9% 培養法の補助的検査

・感染初期では陰性
・治癒後でも1～2ヵ月ほど検出
・乳幼児､小児の採尿が困難

（尿を検体とした迅速診断キットはない）

本品セット

細菌

莢膜

細胞壁
細胞壁抗原

莢膜抗原
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感度・特異度について 
 

 疾患あり 疾患なし 合計 
陽性 a b a+b 
陰性 c d c+d 
合計 a+c b+d a+b+c+d 

  a=真陽性  b=偽陽性  c=偽陰性  d=真陰性 
【感度】 

  疾患をもつ人のうち試験で陽性となった割合：  a/(a+c) 

【特異度】 

  疾患をもたない人のうち試験で陰性となった割合：d/(b+d) 

 
 

感度が高い検査は目的とする疾患をもつ患者を見逃すことが少なく、 
特異度が高い検査は疾患を持たない人を偽陽性とすることが少ない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「ハリソン内科学原著第１５版」「標準臨床検査医学」より抜粋・一部改編 
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平成２２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成２２年度調査） 

 

 １．調査票修正 

○ 救急医療等の充実・強化のための見直しの影響調査 

・ 救急病院施設票(修正前・修正後)・・・・・・・・・・・・・・・・１～ ２頁 

○ 外来管理加算の要件見直し及び地域医療貢献加算創設の影響調査 

・ 病院施設票(修正前・修正後)・・・・・・・・・・・・・・・・・・３～ ４頁 

・ 診療所施設票(修正前・修正後)・・・・・・・・・・・・・・・・・５～ ８頁 

・ 病院患者票(修正前・修正後)・・・・・・・・・・・・・・・・・・９～１０頁 

・ 診療所患者票(地域医療貢献加算届出有：修正前・修正後)・・・・１１～１４頁 

・ 診療所患者票(地域医療貢献加算届出無：修正前・修正後)・・・・１５～１６頁 

○ 明細書無料発行原則義務化に伴う実施状況調査 

・ 病院施設票(修正前・修正後)・・・・・・・・・・・・・・・・・１７～２３頁 

・ 診療所施設票(修正前・修正後)・・・・・・・・・・・・・・・・２４～２９頁 

・ 歯科診療所施設票(修正前・修正後)・・・・・・・・・・・・・・３０～３７頁 

・ 薬局施設票(修正前・修正後)・・・・・・・・・・・・・・・・・３８～４２頁 

・ 訪問看護ステーション施設票(修正前・修正後)・・・・・・・・・４４～５０頁 

 

 ２．患者依頼票 

○ 救急医療等の充実・強化のための見直しの影響調査 

・ 院内トリアージ患者票患者依頼票・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１頁 

○ 外来管理加算の要件見直し及び地域医療貢献加算創設の影響調査 

・ 病院患者票患者依頼票・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５２頁 

・ 診療所患者票患者依頼票(地域医療貢献加算届出有)・・・・・・・・・・５３頁 

・ 診療所患者票患者依頼票(地域医療貢献加算届出有)・・・・・・・・・・５４頁 

○ 明細書無料発行原則義務化に伴う実施状況調査 

・ 病院患者票患者依頼票・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５５頁 

・ 診療所患者票患者依頼票・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５７頁 

・ 歯科診療所患者票患者依頼票・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５９頁 

・ 薬局患者票患者依頼票・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６１頁 

・ 訪問看護ステーション患者票患者依頼票・・・・・・・・・・・・・・・６３頁 

中 医 協  総 － ４  

２ ２ ． １ １ ． ２ ６ 
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問１１ 貴院で雇用している医師および看護職員のうち、平成２２年１２月１日（水）、４日（土）、５日（日）

の午前１０時、午後１０時の時点に救急医療等に従事していた医師及び看護職員（保健師、助産師、

看護師、准看護師）の実人数をご記入ください。 

 午前 10時 午後 10時 

 １ 12月 1日（水） ① 医  師 

従 

事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人

  特 定 集 中 治 療 室 人 人

  ハイケアユニット 人 人

  新生児特定集中治療室 人 人

  母体・胎児集中治療室 人 人

  新生児治療回復室 人 人

 ② 看護職員 救 命 救 急 室 人 人

  特 定 集 中 治 療 室 人 人

  ハイケアユニット 人 人

  新生児特定集中治療室 人 人

  母体・胎児集中治療室 人 人

  新生児治療回復室 人 人

 ２ 12月 4日（土） ① 医  師 

従 
事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人

  特 定 集 中 治 療 室 人 人

  ハイケアユニット 人 人

  新生児特定集中治療室 人 人

  母体・胎児集中治療室 人 人

  新生児治療回復室 人 人

 ② 看護職員 救 命 救 急 室 人 人

  特 定 集 中 治 療 室 人 人

  ハイケアユニット 人 人

  新生児特定集中治療室 人 人

  母体・胎児集中治療室 人 人

  新生児治療回復室 人 人

 ３ 12月 5日（日） ① 医  師 

従 

事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人

  特 定 集 中 治 療 室 人 人

  ハイケアユニット 人 人

  新生児特定集中治療室 人 人

  母体・胎児集中治療室 人 人

  新生児治療回復室 人 人

 ② 看護職員 救 命 救 急 室 人 人

  特 定 集 中 治 療 室 人 人

  ハイケアユニット 人 人

  新生児特定集中治療室 人 人

  母体・胎児集中治療室 人 人

  新生児治療回復室 人 人

 
 
 

 

救急病院票 修正前 
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問１１ 貴院で雇用している医師のうち、平成２２年１２月１日（水）、４日（土）、５日（日）の午前９時、

午前１０時、午前１１時、午後４時、午後５時、午後６時の時点に、各従事部署に従事していた 

医師の実人数をご記入ください。 
 午   前 午   後 

9時 10時 11時 4時 5時 6時 

12 

従 

事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人 人 人 人 人

月 特 定 集 中 治 療 室 人 人 人 人 人 人

1 ハイケアユニット 人 人 人 人 人 人

日 新生児特定集中治療室 人 人 人 人 人 人

（水） 母体・胎児集中治療室 人 人 人 人 人 人

 新生児治療回復室 人 人 人 人 人 人

12 

従 

事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人 人 人 人 人

月 特 定 集 中 治 療 室 人 人 人 人 人 人

4 ハイケアユニット 人 人 人 人 人 人

日 新生児特定集中治療室 人 人 人 人 人 人

（土） 母体・胎児集中治療室 人 人 人 人 人 人

 新生児治療回復室 人 人 人 人 人 人

12 

従 

事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人 人 人 人 人

月 特 定 集 中 治 療 室 人 人 人 人 人 人

5 ハイケアユニット 人 人 人 人 人 人

日 新生児特定集中治療室 人 人 人 人 人 人

（日） 母体・胎児集中治療室 人 人 人 人 人 人

 新生児治療回復室 人 人 人 人 人 人

 

 

問１２ 貴院で雇用している看護職員（保健師、助産師、看護師、准看護師）のうち、平成２２年１２月 

１日（水）、４日（土）、５日（日）の午前１０時、午後６時、午後１０時の時点に、各従事部署 

に従事していた看護職員の実人数をご記入ください。 

 午前 10時 午後 6時 午後 10時

 12月 1日（水） 

従 

事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人 人

 特 定 集 中 治 療 室 人 人 人

 ハイケアユニット 人 人 人

 新生児特定集中治療室 人 人 人

 母体・胎児集中治療室 人 人 人

 新生児治療回復室 人 人 人

 12月 4日（土） 

従 

事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人 人

 特 定 集 中 治 療 室 人 人 人

 ハイケアユニット 人 人 人

 新生児特定集中治療室 人 人 人

 母体・胎児集中治療室 人 人 人

 新生児治療回復室 人 人 人

 12月 5日（日） 

従 

事 

部 

署 

救 命 救 急 室 人 人 人

 特 定 集 中 治 療 室 人 人 人

 ハイケアユニット 人 人 人

 新生児特定集中治療室 人 人 人

 母体・胎児集中治療室 人 人 人

 新生児治療回復室 人 人 人

 
 

 

救急病院票 修正後 
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■外来管理加算の算定状況等（平成 22 年 10 月 31 日現在）についてお伺いします。 

問５ 貴院における｢外来管理加算｣の算定状況について該当するものをお選びください。（○は１つ） 
「02」「03」を選ばれた場合はその理由もご記入ください。 

01．平成 22年 3月以前から算定している  
 次の問６にお進
み下さい。 

02．平成 22年 3月以前は算定していなかったが、現在は算定している 

 現在は算定している理由（                          ） 

03．平成 22年 3月以前は算定していたが、現在は算定していない  
 5頁の問 11にお
進み下さい。 

 現在は算定していない理由（                         ） 

04．平成 22年 3月以前から算定していない 

 
◇問５にて「01」「02」を選ばれた場合は、以下の問６～問 10をご回答の上、引き続き問 11以降について

もご回答ください。 
 

問６ 貴院にて外来管理加算を算定している患者に対して おおむね行っている診療内容について該当するもの
をお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．問診 02．身体診察（視診、聴診、打診及び触診等） 

03．症状・状態についての説明 04．今後の治療方針についての説明 

05．生活上の注意や指導 06．処方する薬についての説明 

07．患者の悩みや不安・疑問への対応  

08．その他 → 具体的に： 
 

 
問７ 貴院にて、処置やリハビリテーション等を行わず計画的な医学管理を行っているものの、外来管理加算を

算定していない患者はいますか。該当するものをお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．外来管理加算を算定しない患者がいる  次の問８にお進み下さい。 
02．外来管理加算を算定しない患者がいない  問９にお進み下さい。 

 
◇問７にて「01」を選ばれた場合は、以下の問８をご回答の上、引き続き問９以降についてもご回答くださ

い。 
 
問８ 貴院にて、処置やリハビリテーション等を行わず計画的な医学管理を行っているものの、外来管理加算を

算定していない患者について、算定しない理由として該当するものをお選びください。（あてはまる番号全
てに○） 

01．簡単な問診、身体診察以外には投薬のみを行っているから 

02．簡単な問診、身体診察以外には注射のみを行っているから 

03．症状や治療方針、処方する薬などに関して、簡単な説明のみを行っているから 

04．算定可能なケースであるかが判然としないから 

05．その他 → 具体的に： 
 

 
問９ 貴院の外来管理加算を算定している患者について、１人当りの直接診察を行っている時間(＊)（平均）は
どのくらいですか。おおよその時間で結構ですので、具体的な数値をご記入ください。 

（＊）「直接診察を行っている時間」とは 
ここでは、便宜的に、患者が診察室に入室した時間を診察開始時間、退室した時
点を診察終了時間とし、その間一貫して医師が患者に対して問診、身体診察、
療養上の指導を行っている場合の時間を指します。 

  約（       ）分 

病院票 修正前 



 4

■外来管理加算の算定状況等（平成 22 年 10 月 31 日現在）についてお伺いします。 

問５ 貴院における｢外来管理加算｣の算定状況について該当するものをお選びください。（○は１つ） 
「02」「03」を選ばれた場合はその理由もご記入ください。 

01．平成 22年 3月以前から算定している  
 次の問６にお進
み下さい。 

02．平成 22年 3月以前は算定していなかったが、現在は算定している 

 現在は算定している理由（                          ） 

03．平成 22年 3月以前は算定していたが、現在は算定していない  
 5頁の問 11にお
進み下さい。 

 現在は算定していない理由（                         ） 

04．平成 22年 3月以前から算定していない 

 
◇問５にて「01」「02」を選ばれた場合は、以下の問６～問 10をご回答の上、引き続き問 11以降について

もご回答ください。 
 

問６ 貴院にて外来管理加算を算定している患者に対して おおむね行っている診療内容について該当するもの
をお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．問診 02．身体診察（視診、聴診、打診及び触診等） 

03．症状・状態についての説明 04．今後の治療方針についての説明 

05．生活上の注意や指導 06．処方する薬についての説明 

07．患者の悩みや不安・疑問への対応  

08．その他 → 具体的に： 
 

 
問７ 貴院にて、処置やリハビリテーション等を行わず計画的な医学管理を行っているものの、外来管理加算を

算定していない患者はいますか。該当するものをお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．外来管理加算を算定しない患者がいる  次の問８にお進み下さい。 
02．外来管理加算を算定しない患者がいない  問９にお進み下さい。 

 
◇問７にて「01」を選ばれた場合は、以下の問８をご回答の上、引き続き問９以降についてもご回答くださ

い。 
 

問８ 貴院にて、外来管理加算を算定していない患者について、5 分要件が廃止されたにも関わらず算定を行っ

ていない理由として該当するものをお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．簡単な問診、身体診察以外には投薬のみを行っているから 

02．簡単な問診、身体診察以外には注射のみを行っているから 

03．症状や治療方針、処方する薬などに関して、簡単な説明のみを行っているから 

04．算定可能なケースであるかが判然としないから 

05．その他 → 具体的に： 
 

 
問９ 貴院の外来管理加算を算定している患者について、１人当りの直接診察を行っている時間(＊)（平均）は
どのくらいですか。おおよその時間で結構ですので、具体的な数値をご記入ください。 

（＊）「直接診察を行っている時間」とは 
ここでは、便宜的に、患者が診察室に入室した時間を診察開始時間、退室した時
点を診察終了時間とし、その間一貫して医師が患者に対して問診、身体診察、
療養上の指導を行っている場合の時間を指します。 

  約（       ）分 

病院票 修正後 
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■外来管理加算の算定状況等（平成 22 年 10 月 31 日現在）についてお伺いします。 

問８ 貴院における｢外来管理加算｣の算定状況について該当するものをお選びください。（○は１つ） 
「02」「03」を選ばれた場合はその理由もご記入ください。 

01．平成 22年 3月以前から算定している  
 次の問９にお進
み下さい。 

02．平成 22年 3月以前は算定していなかったが、現在は算定している 

 現在は算定している理由（                          ） 

03．平成 22年 3月以前は算定していたが、現在は算定していない  
 4頁の問 14にお
進み下さい。 

 現在は算定していない理由（                         ） 

04．平成 22年 3月以前から算定していない 

 
◇問８にて「01」「02」を選ばれた場合は、以下の問９～問 13をご回答の上、引き続き問 14以降について

もご回答ください。 
 

問９ 貴院にて外来管理加算を算定している患者に対して おおむね行っている診療内容について該当するもの
をお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．問診 02．身体診察（視診、聴診、打診及び触診等） 

03．症状・状態についての説明 04．今後の治療方針についての説明 

05．生活上の注意や指導 06．処方する薬についての説明 

07．患者の悩みや不安・疑問への対応  

08．その他 → 具体的に： 
 

 
問 10 貴院にて、処置やリハビリテーション等を行わず計画的な医学管理を行っているものの、外来管理加算

を算定していない患者はいますか。該当するものをお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．外来管理加算を算定しない患者がいる  次の問 11にお進み下さい。 
02．外来管理加算を算定しない患者がいない  問 12にお進み下さい。 

 
◇問 10にて「01」を選ばれた場合は、以下の問 11をご回答の上、引き続き問 12以降についてもご回答く

ださい。 
 
問 11 貴院にて、処置やリハビリテーション等を行わず計画的な医学管理を行っているものの、外来管理加算

を算定していない患者について、算定しない理由として該当するものをお選びください。（あてはまる番号
全てに○） 

01．簡単な問診、身体診察以外には投薬のみを行っているから 

02．簡単な問診、身体診察以外には注射のみを行っているから 

03．症状や治療方針、処方する薬などに関して、簡単な説明のみを行っているから 

04．算定可能なケースであるかが判然としないから 

05．その他 → 具体的に： 
 

 
問 12 貴院の外来管理加算を算定している患者について、１人当りの直接診察を行っている時間(＊)（平均）は
どのくらいですか。おおよその時間で結構ですので、具体的な数値をご記入ください。 

（＊）「直接診察を行っている時間」とは 
ここでは、便宜的に、患者が診察室に入室した時間を診察開始時間、退室した時
点を診察終了時間とし、その間一貫して医師が患者に対して問診、身体診察、
療養上の指導を行っている場合の時間を指します。 

  約（       ）分 

一般診療所票 修正前 
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問 15 平成 22年 4月の診療報酬改定における外来管理加算の算定要件の各見直し事項に関して、あなたの考え
に最も近いものをそれぞれ 1つお選びください。また、その理由についてもご記入ください。 

１ 「5分要件」の廃止 
01．評価する 02．どちらでもない 03．評価しない 

その理由： 
 

２ 「お薬受診」算定対象 
除外の明記 

01．評価する 02．どちらでもない 03．評価しない 

その理由： 
 

３ 「懇切丁寧な説明」を 
満たす条件の変更 

01．評価する 02．どちらでもない 03．評価しない 

その理由： 
 

 

■地域医療貢献加算に関する施設基準の届出状況等についてお伺いします。 
 

問 16 貴院の地域医療貢献加算に関する施設基準の届出状況（平成 22 年 10 月 31 日現在）について、その有無
と届出をされている場合は届出の時期についてご記入ください。（○は１つ） 

01．届け出ている 02．届け出ていない 

 → 届出時期：平成 22 年（  ）月（→ 問 17及び問 18へ） （ → 問 19及び問 20へ） 
 
問 17 貴院の地域医療貢献加算に関する施設基準の届出にあたり、時間外対応等について変更を加えた点は
ありますか。以下の項目について該当するものをお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．平成 22年 4月（地域医療貢献加算の新設）より前に既に施設基準を満たしており、特に変更していない 
02．時間外対応に関する周知方法を変更した 
03．時間外対応のために職員配置等の人員体制を変更した 
04．時間外対応のために新たに近隣の医療機関との連携対応を開始した 
05．その他  

→ 具体的に： 
 
問 18 貴院の地域医療貢献加算に関する施設基準の届出の前後で、診療時間外の対応は増えたと感じますか。
該当するものを 1つお選びください。（○は１つ） （→ 問 21へ） 

01．大幅に増えた 02．増えた 03．あまり変わらない 04．減った 05．大幅に減った

 
問 19 貴院で地域医療貢献加算に関する施設基準の届出を行わない理由として、該当するものをお選びくだ
さい。（あてはまる番号全てに○） 

01．時間外の電話対応の負担が大きい 02．緊急対応の負担が大きい 
03．24時間対応を行うための体制確保等に不安がある 04．休日・夜間等の問合せがもともと少ない 
05．連携する他医療機関との連絡体制に不安がある 06．必要な人件費等に比べ加算点数が少ない 
07．施設基準の要件がよくわからない 08．地域医療貢献加算の存在を知らなかった 
09．その他 

→ 具体的に： 

10．特になし 

 
問 20 貴院で今後、地域医療貢献加算に関する施設基準の届出を行う予定はありますか。該当するものを 1
つお選びください。（○は１つ） （→ 問 21へ） 

01．届出を行う予定がある 02．届出を行う予定はない 

 → 届出予定時期：平成（   ）年（   ）月頃  
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■外来管理加算の算定状況等（平成 22 年 10 月 31 日現在）についてお伺いします。 

問８ 貴院における｢外来管理加算｣の算定状況について該当するものをお選びください。（○は１つ） 
「02」「03」を選ばれた場合はその理由もご記入ください。 

01．平成 22年 3月以前から算定している  
 次の問９にお進
み下さい。 

02．平成 22年 3月以前は算定していなかったが、現在は算定している 

 現在は算定している理由（                          ） 

03．平成 22年 3月以前は算定していたが、現在は算定していない  
 4頁の問 14にお
進み下さい。 

 現在は算定していない理由（                         ） 

04．平成 22年 3月以前から算定していない 

 
◇問８にて「01」「02」を選ばれた場合は、以下の問９～問 13をご回答の上、引き続き問 14以降について

もご回答ください。 
 

問９ 貴院にて外来管理加算を算定している患者に対して おおむね行っている診療内容について該当するもの
をお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．問診 02．身体診察（視診、聴診、打診及び触診等） 

03．症状・状態についての説明 04．今後の治療方針についての説明 

05．生活上の注意や指導 06．処方する薬についての説明 

07．患者の悩みや不安・疑問への対応  

08．その他 → 具体的に： 
 

 
問 10 貴院にて、処置やリハビリテーション等を行わず計画的な医学管理を行っているものの、外来管理加算

を算定していない患者はいますか。該当するものをお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．外来管理加算を算定しない患者がいる  次の問 11にお進み下さい。 
02．外来管理加算を算定しない患者がいない  問 12にお進み下さい。 

 
◇問 10にて「01」を選ばれた場合は、以下の問 11をご回答の上、引き続き問 12以降についてもご回答く

ださい。 
 

問 11 貴院にて、外来管理加算を算定していない患者について、5 分要件が廃止されたにも関わらず算定を行っ

ていない理由として該当するものをお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．簡単な問診、身体診察以外には投薬のみを行っているから 

02．簡単な問診、身体診察以外には注射のみを行っているから 

03．症状や治療方針、処方する薬などに関して、簡単な説明のみを行っているから 

04．算定可能なケースであるかが判然としないから 

05．その他 → 具体的に： 
 

 
問 12 貴院の外来管理加算を算定している患者について、１人当りの直接診察を行っている時間(＊)（平均）は
どのくらいですか。おおよその時間で結構ですので、具体的な数値をご記入ください。 

（＊）「直接診察を行っている時間」とは 
ここでは、便宜的に、患者が診察室に入室した時間を診察開始時間、退室した時
点を診察終了時間とし、その間一貫して医師が患者に対して問診、身体診察、
療養上の指導を行っている場合の時間を指します。 

  約（       ）分 

一般診療所票 修正後 
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問 15 平成 22年 4月の診療報酬改定における外来管理加算の算定要件の各見直し事項に関して、あなたの考え
に最も近いものをそれぞれ 1つお選びください。また、その理由についてもご記入ください。 

１ 「5分要件」の廃止 
01．評価する 02．どちらでもない 03．評価しない 

その理由： 
 

２ 「お薬受診」算定対象 
除外の明記 

01．評価する 02．どちらでもない 03．評価しない 

その理由： 
 

３ 「懇切丁寧な説明」を 
満たす条件の変更 

01．評価する 02．どちらでもない 03．評価しない 

その理由： 
 

 

■地域医療貢献加算に関する施設基準の届出状況等についてお伺いします。 
 

問 16 貴院の地域医療貢献加算に関する施設基準の届出状況（平成 22 年 10 月 31 日現在）について、その有無
と届出をされている場合は届出の時期についてご記入ください。（○は１つ） 

01．届け出ている 02．届け出ていない 

 → 届出時期：平成 22 年（  ）月（→ 問 17及び問 18へ） （ → 問 19及び問 20へ） 
 

問 17 貴院の地域医療貢献加算に関する施設基準の届出にあたり、時間外対応等について変更を加えた点は
ありますか。以下の項目について該当するものをお選びください。（あてはまる番号全てに○） 

01．平成 22年 4月（地域医療貢献加算の新設）より前に既に施設基準を満たしており、特に変更していない 
02．時間外対応に関する周知方法を変更した 
03．時間外対応のために職員配置等の人員体制を変更した 
04．時間外対応のために新たに近隣の医療機関との連携対応を開始した 
05．その他  

→ 具体的に： 
 

問 18 貴院の地域医療貢献加算に関する施設基準の届出の前後で、診療時間外の対応は増えたと感じますか。
該当するものを 1つお選びください。（○は１つ） （→ 問 21へ） 

01．大幅に増えた 02．増えた 03．あまり変わらない 04．減った 05．大幅に減った

 

問 19 貴院で地域医療貢献加算に関する施設基準の届出を行わない理由として、該当するものをお選びくだ
さい。（あてはまる番号全てに○） 

01．時間外の電話対応の負担が大きい 02．緊急対応の負担が大きい 
03．コアは準夜帯の対応が求められているが、夜間の体制確保に不安がある 
04．休日・夜間等の問合せがもともと少ない 
05．連携する他医療機関との連絡体制に不安がある 06．必要な人件費等に比べ加算点数が少ない 
07．施設基準の要件がよくわからない 08．地域医療貢献加算の存在を知らなかった 
09．その他 

→ 具体的に： 

10．特になし 
 

問 20 貴院で今後、地域医療貢献加算に関する施設基準の届出を行う予定はありますか。該当するものを 1
つお選びください。（○は１つ） （→ 問 21へ） 

01．届出を行う予定がある 02．届出を行う予定はない 

 → 届出予定時期：平成（   ）年（   ）月頃  
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 (7) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容は丁寧だったと思いま

すか。                       ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

(8) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容が理解できたと思いま

すか。                      ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

Ⅲ. 外来管理加算についておうかがいします。 

１．  

 ２回目以降の診察（「再診」といいます）のときに、医師が問診・身体診察

などから計画的な医学管理を行った場合、「外来管理加算」（５２０円。医療費

の自己負担が３割の場合、患者負担額は１５６円となります。）として医療機関

が請求できる費用のことです。今までは、その提供される医療サービスの内容

が分かりにくいといった指摘等がありました。そこで、平成２２年４月には、

この「外来管理加算」の意義付けを見直し、医師が必要に応じて「丁寧な問診

と身体診察、症状・病状や療養上の注意点などの懇切丁寧な説明、療養上の疑

問や不安を解消するための取組み」を行った場合に算定するものとされました。

なお、この外来管理加算は、薬の処方だけの受診では算定されません。 

 

(1)処置やリハビリテーション等が行われない場合に、「懇切丁寧（こんせつて

いねい）な説明」の有無で、診療報酬および窓口で支払う額が異なることを

知っていましたか。                  ※○は１つだけ 

１．知っていた           ２．知らなかった 

 

(2)「懇切丁寧（こんせつていねい）な説明」として必ず行ってほしいことは何

ですか。                  ※○はあてはまるものすべて 

１．訴えの確認（例：「昨日から熱が続いて、頭が痛いということですね？」） 

２．診察結果の所見と医学的判断等の説明（例.「のどの腫れもよくなっていま

すので、２～３日休めば問題なく回復します。」） 

３．これまでの治療結果を含めた療養上の注意等の説明・指導（例.「まだ痰（た

ん）があるので、しばらくタバコは控えたほうがよいですよ。」） 

４．疑問や不安を聞く質問をする（例.「不安なことはありますか？」） 

５．その他（具体的に                      ） 

 

外来管理加算とは・・・ 

病院票 修正前 
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 (7) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容は丁寧だったと思いま

すか。                       ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

(8) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容が理解できたと思いま

すか。                      ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

Ⅲ. 外来管理加算についておうかがいします。 

１．  

２回目以降の診察（「再診」といいます）のときに、医師が問診・身体診察な

どから計画的な医学管理を行った場合、「外来管理加算」（５２０円。医療費の

自己負担が３割の場合、患者負担額は１５６円となります。）として医療機関が

請求できる費用のことです。今までは、その提供される医療サービスの内容が

分かりにくいといった指摘等がありました。そこで、平成２２年４月には、こ

の「外来管理加算」の意義付けを見直し、医師が必要に応じて「丁寧な問診と

身体診察、症状・病状や療養上の注意点などの懇切丁寧な説明、療養上の疑問

や不安を解消するための取組み」を行った場合に算定するものとされました。 

 

(1)処置やリハビリテーション等が行われない場合に、「懇切丁寧（こんせつて

いねい）な説明」の有無で、診療報酬および窓口で支払う額が異なることを

知っていましたか。                  ※○は１つだけ 

１．知っていた           ２．知らなかった 

 

(2)「懇切丁寧（こんせつていねい）な説明」として必ず行ってほしいことは何

ですか。                  ※○はあてはまるものすべて 

１．訴えの確認（例：「昨日から熱が続いて、頭が痛いということですね？」） 

２．診察結果の所見と医学的判断等の説明（例.「のどの腫れもよくなっていま

すので、２～３日休めば問題なく回復します。」） 

３．これまでの治療結果を含めた療養上の注意等の説明・指導（例.「まだ痰（た

ん）があるので、しばらくタバコは控えたほうがよいですよ。」） 

４．疑問や不安を聞く質問をする（例.「不安なことはありますか？」） 

５．その他（具体的に                      ） 

 

外来管理加算とは・・・ 

病院票 修正後 
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 (7) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容は丁寧だったと思いま

すか。                       ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

(8) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容が理解できたと思いま

すか。                      ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

Ⅲ. 外来管理加算についておうかがいします。 

１．  

 ２回目以降の診察（「再診」といいます）のときに、医師が問診・身体診察

などから計画的な医学管理を行った場合、「外来管理加算」（５２０円。医療費

の自己負担が３割の場合、患者負担額は１５６円となります。）として医療機関

が請求できる費用のことです。今までは、その提供される医療サービスの内容

が分かりにくいといった指摘等がありました。そこで、平成２２年４月には、

この「外来管理加算」の意義付けを見直し、医師が必要に応じて「丁寧な問診

と身体診察、症状・病状や療養上の注意点などの懇切丁寧な説明、療養上の疑

問や不安を解消するための取組み」を行った場合に算定するものとされました。

なお、この外来管理加算は、薬の処方だけの受診では算定されません。 

 

(1)処置やリハビリテーション等が行われない場合に、「懇切丁寧（こんせつて

いねい）な説明」の有無で、診療報酬および窓口で支払う額が異なることを

知っていましたか。                  ※○は１つだけ 

１．知っていた           ２．知らなかった 

 

(2)「懇切丁寧（こんせつていねい）な説明」として必ず行ってほしいことは何

ですか。                  ※○はあてはまるものすべて 

１．訴えの確認（例：「昨日から熱が続いて、頭が痛いということですね？」） 

２．診察結果の所見と医学的判断等の説明（例.「のどの腫れもよくなっていま

すので、２～３日休めば問題なく回復します。」） 

３．これまでの治療結果を含めた療養上の注意等の説明・指導（例.「まだ痰（た

ん）があるので、しばらくタバコは控えたほうがよいですよ。」） 

４．疑問や不安を聞く質問をする（例.「不安なことはありますか？」） 

５．その他（具体的に                      ） 

外来管理加算とは・・・ 

一般診療所票（加算有り） 修正前 
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Ⅳ. 時間外診療についておうかがいします。 

 

 

 医療機関の標榜時間（医療機関が開院して診察に応じている時間。例.「月曜

日～金曜日 ９：００～１７：００」）以外の時間に、急患などに対応して診察

や必要な処置を行うことです。 

 

(1)時間外診療の体制が整えられていることで、診療報酬および窓口で支払う額

が異なることを知っていましたか。            ※○は１つだけ

 １．知っている   ２．知らない 

 

(2)本調査票を受け取った医療機関は、標榜時間外の診察や電話での対応を行っ

ていることを知っていますか。             ※○は１つだけ 

  １．知っている 

⇒質問(3)(4)(5)へ    

２．知らない 

    ⇒質問(8)へ 

 

(3)調査票を受け取った医療機関が、診察や電話での対応を行っていること及び

時間外の連絡先はどのようにしてお知りになりましたか。  

※○はあてはまるものすべて 

１．院内に時間外対応体制や連絡先について掲示してあった 

２．時間外対応体制や連絡先を記載した文書が配布された 

３．時間外対応体制や連絡先について診察券に記載してあった 

４．その他（具体的に                  ） 

 

(4)時間外の電話対応がなされていることについてどう思いますか。 

※○は１つだけ 

１．とてもよい 

２．よい 

３．どちらともいえない 

４．なくてもよい 

 

(5)本調査票を受け取った医療機関に標榜時間外に来院したり、電話での問い合

わせをしたことがありますか。       ※○はあてはまるものすべて 

１．電話で問い合わせたことがある  ⇒質問(6)へ 

２．来院したことがある            ⇒質問(7)へ  

３．ない               ⇒質問(8)へ 

 

 

 

時間外診療とは・・・ 
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 (7) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容は丁寧だったと思いま

すか。                       ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

(8) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容が理解できたと思いま

すか。                      ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

Ⅲ. 外来管理加算についておうかがいします。 

１．  

２回目以降の診察（「再診」といいます）のときに、医師が問診・身体診察な

どから計画的な医学管理を行った場合、「外来管理加算」（５２０円。医療費の

自己負担が３割の場合、患者負担額は１５６円となります。）として医療機関が

請求できる費用のことです。今までは、その提供される医療サービスの内容が

分かりにくいといった指摘等がありました。そこで、平成２２年４月には、こ

の「外来管理加算」の意義付けを見直し、医師が必要に応じて「丁寧な問診と

身体診察、症状・病状や療養上の注意点などの懇切丁寧な説明、療養上の疑問

や不安を解消するための取組み」を行った場合に算定するものとされました。 

 

(1)処置やリハビリテーション等が行われない場合に、「懇切丁寧（こんせつて

いねい）な説明」の有無で、診療報酬および窓口で支払う額が異なることを

知っていましたか。                  ※○は１つだけ 

１．知っていた           ２．知らなかった 

 

(2)「懇切丁寧（こんせつていねい）な説明」として必ず行ってほしいことは何

ですか。                  ※○はあてはまるものすべて 

１．訴えの確認（例：「昨日から熱が続いて、頭が痛いということですね？」） 

２．診察結果の所見と医学的判断等の説明（例.「のどの腫れもよくなっていま

すので、２～３日休めば問題なく回復します。」） 

３．これまでの治療結果を含めた療養上の注意等の説明・指導（例.「まだ痰（た

ん）があるので、しばらくタバコは控えたほうがよいですよ。」） 

４．疑問や不安を聞く質問をする（例.「不安なことはありますか？」） 

５．その他（具体的に                      ） 

外来管理加算とは・・・ 

一般診療所票（加算有り） 修正後 
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Ⅳ. 時間外診療についておうかがいします。 

 

 

 医療機関の標榜時間（医療機関が開院して診察に応じている時間。例.「月曜

日～金曜日 ９：００～１７：００」）以外の時間に、急患などに対応して診察

や必要な処置を行うことです。こうした時間外診療や患者からの休日・夜間等

の問い合わせなどに対応する体制を整えている場合に、医療機関は「地域医療

貢献加算」（30 円。医療費の自己負担が３割の場合、患者負担額は 9 円となり

ます。）を再診時に請求できます。 

 

(1)本調査票を受け取った医療機関は、標榜時間外の診察や電話での対応を行っ

ていますか。                     ※○は１つだけ 

 １．行っている 

⇒質問(2)(3)(4)へ 

２． 行っていない 

⇒質問(7)へ 

３． 知らない 

⇒質問(7)へ 

 

(2)調査票を受け取った医療機関が、診察や電話での対応を行っていること及び

時間外の連絡先はどのようにしてお知りになりましたか。  

※○はあてはまるものすべて 

１．院内に時間外対応体制や連絡先について掲示してあった 

２．時間外対応体制や連絡先を記載した文書が配布された 

３．時間外対応体制や連絡先について診察券に記載してあった 

４．その他（具体的に                  ） 

 

(3)時間外の電話対応がなされていることについてどう思いますか。 

※○は１つだけ 

１．とてもよい 

２．よい 

３．どちらともいえない 

４．なくてもよい 

 

(4)本調査票を受け取った医療機関に標榜時間外に来院したり、電話での問い合

わせをしたことがありますか。       ※○はあてはまるものすべて 

１．電話で問い合わせたことがある  ⇒質問(5)へ 

２．来院したことがある            ⇒質問(6)へ  

３．ない               ⇒質問(7)へ 

 

時間外診療とは・・・ 
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 (7) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容は丁寧だったと思いま

すか。                       ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

(8) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容が理解できたと思いま

すか。                      ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

Ⅲ. 外来管理加算についておうかがいします。 

１．  

 ２回目以降の診察（「再診」といいます）のときに、医師が問診・身体診察

などから計画的な医学管理を行った場合、「外来管理加算」（５２０円。医療費

の自己負担が３割の場合、患者負担額は１５６円となります。）として医療機関

が請求できる費用のことです。今までは、その提供される医療サービスの内容

が分かりにくいといった指摘等がありました。そこで、平成２２年４月には、

この「外来管理加算」の意義付けを見直し、医師が必要に応じて「丁寧な問診

と身体診察、症状・病状や療養上の注意点などの懇切丁寧な説明、療養上の疑

問や不安を解消するための取組み」を行った場合に算定するものとされました。

なお、この外来管理加算は、薬の処方だけの受診では算定されません。 

 

(1)処置やリハビリテーション等が行われない場合に、「懇切丁寧（こんせつて

いねい）な説明」の有無で、診療報酬および窓口で支払う額が異なることを

知っていましたか。                  ※○は１つだけ 

１．知っていた           ２．知らなかった 

 

(2)「懇切丁寧（こんせつていねい）な説明」として必ず行ってほしいことは何

ですか。                  ※○はあてはまるものすべて 

１．訴えの確認（例：「昨日から熱が続いて、頭が痛いということですね？」） 

２．診察結果の所見と医学的判断等の説明（例.「のどの腫れもよくなっていま

すので、２～３日休めば問題なく回復します。」） 

３．これまでの治療結果を含めた療養上の注意等の説明・指導（例.「まだ痰（た

ん）があるので、しばらくタバコは控えたほうがよいですよ。」） 

４．疑問や不安を聞く質問をする（例.「不安なことはありますか？」） 

５．その他（具体的に                      ） 

 

外来管理加算とは・・・ 

一般診療所票（加算無し） 修正前 



 16

 (7) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容は丁寧だったと思いま

すか。                       ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

(8) 本調査票を受け取った日の診察で、医師の説明内容が理解できたと思いま

すか。                      ※○は１つだけ 

１．とてもそう思う          ２．そう思う 

３．どちらともいえない        ４．あまりそう思わない 

５．まったくそう思わない           

 

Ⅲ. 外来管理加算についておうかがいします。 

１．  

２回目以降の診察（「再診」といいます）のときに、医師が問診・身体診察な

どから計画的な医学管理を行った場合、「外来管理加算」（５２０円。医療費の

自己負担が３割の場合、患者負担額は１５６円となります。）として医療機関が

請求できる費用のことです。今までは、その提供される医療サービスの内容が

分かりにくいといった指摘等がありました。そこで、平成２２年４月には、こ

の「外来管理加算」の意義付けを見直し、医師が必要に応じて「丁寧な問診と

身体診察、症状・病状や療養上の注意点などの懇切丁寧な説明、療養上の疑問

や不安を解消するための取組み」を行った場合に算定するものとされました。 

 

(1)処置やリハビリテーション等が行われない場合に、「懇切丁寧（こんせつて

いねい）な説明」の有無で、診療報酬および窓口で支払う額が異なることを

知っていましたか。                  ※○は１つだけ 

１．知っていた           ２．知らなかった 

 

(2)「懇切丁寧（こんせつていねい）な説明」として必ず行ってほしいことは何

ですか。                  ※○はあてはまるものすべて 

１．訴えの確認（例：「昨日から熱が続いて、頭が痛いということですね？」） 

２．診察結果の所見と医学的判断等の説明（例.「のどの腫れもよくなっていま

すので、２～３日休めば問題なく回復します。」） 

３．これまでの治療結果を含めた療養上の注意等の説明・指導（例.「まだ痰（た

ん）があるので、しばらくタバコは控えたほうがよいですよ。」） 

４．疑問や不安を聞く質問をする（例.「不安なことはありますか？」） 

５．その他（具体的に                      ） 

 

外来管理加算とは・・・ 

一般診療所票（加算無し） 修正後 
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①外来患者数 
※平成 22年**月 1か月間 

1）初診患者数     人 2）再診延べ患者数      人 

②全職員数 
（常勤換算＊） 

※平成 22年**月 
※小数点以下第１位まで 

医師・ 
歯科医師 

看護師等 薬剤師 事務職員 その他の
職員 

計 

． ． ． ． ． ．

＊非常勤職員の「常勤換算」は以下の方法で計算してください。 

■1週間に数回勤務の場合：（非常勤職員の1週間の勤務時間）÷（貴施設が定めている常勤職員の1週間の勤務時間） 

■1か月に数回勤務の場合：（非常勤職員の1か月の勤務時間）÷（貴施設が定めている常勤職員の1週間の勤務時間×4）

③レセプトコンピュータ等によ
る医事会計システムの導入状
況 ※○は１つだけ 

 1. 導入している 2. 導入に向けて具体的に計画中 
 3. 導入するか検討中 4. 導入する計画はない 

④レセプト請求方法 
※最も多いものに○ 

 1. オンライン請求  
 2. 電子媒体（MOや FDなど）による提出 
3. 紙レセプトによる提出（レセプトコンピュータ等による医事会
計システムを使用） 

 4. 紙レセプトによる提出（手書き） 
 5. 代行請求 

 
 
２ 貴施設における明細書（診療の内容が分かる明細書）発行の認識と対応の有無につい

てお伺いします。 

①平成 22 年度の診療報酬改定では、正当な理由がない限り、全ての患者に明細書（診療明細書）を無料で発行
することが義務付けられましたが、このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

②平成 22年**月現在、貴施設での明細書発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している（   この後、質問 ３・４・５・７ へ） 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 

（   この後、質問 ３・４・５・６・７へ） 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
 
  質問３からは、 

・質問２の②で選択肢「1.全ての患者に明細書を発行している」と回答した施設は、質問３・４・

５・７に回答してください。 

・質問２の②で選択肢「2.患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行し

ている」と回答した施設は、質問３・４・５・６・７に回答してください。 
・質問２の②で選択肢「3.明細書を発行していない」と回答した施設は、質問６・７に回答して

ください。 

 
 
 

（注）「レセプトコンピュータ等による医事会計システム」とは、いわゆるレセコンです。 

病院票 修正前 
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３ 明細書を発行している施設における費用徴収等の実態についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件あたりの金額はいくらですか。
※○は１つだけ 

 1. 徴収している→１件当たりの徴収金額：（      ）円 
  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）
の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

2）患者からの申し出があれば無料
で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 無料で明細書発行を行ったことはない 

3）全ての患者に対して無料で明細
書発行を始めた時期  

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 全ての患者に無料で明細書を発行していない 

③貴施設での平成 22 年**月 1 か月間の明細書発行件数について、外来／入院別にお書きください。 

 外  来 入  院 

1）無料で発行した件数               件               件 

2）有料で発行した件数               件               件 

3）合計               件               件 

④貴施設では、どのようなタイミング（頻度）で外来患者に対して明細書を発行していますか。※○はいくつでも

1. 精算の都度発行 2. 次回来院時に発行 
3. 月に 1回まとめて発行 4. その他（具体的に ）

⑤貴施設では、どのようなタイミング（頻度）で入院患者に対して明細書を発行していますか。※○はいくつでも

1.  精算の都度発行 2. 月に 1回まとめて発行（1.以外）  
3.  患者･家族の要望に応じて発行 4. その他（具体的に  ）

⑥貴施設で発行する明細書に記載されている内容は何ですか。 ※○はいくつでも 

1. 診療月日 2. 入院期間 
3. 診療報酬点数の個別項目名（処置･検査名含む） 4. 診療報酬点数の個別点数や価格 
5. 診療報酬点数の算定回数 6. 使用医薬品の名称・投与回数・日数 
7. その他（具体的に ） 

⑦貴施設で発行している明細書の様式はどのようなものですか。 ※○は１つだけ 

1. 厚生労働省から示された標準様式で発行している 
2. 自施設で独自に作成した様式で発行している 
3. レセプトと同じ様式で発行している 
4. その他（具体的に ）
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⑥明細書発行の原則義務化に対応するために、貴施設が行ったことは何ですか。 ※○はいくつでも 

1. 明細書発行や患者からの照会に対応するための事務職員を増員した 
    →増員した人数：（     ）人 
2. 患者からの照会に対応するために担当者に対して教育研修を行った 
3. 明細書発行に対応しているレセプトコンピュータを新規に導入した 
4. 明細書発行に対応するためにレセプトコンピュータを改修した 
5. 明細書発行に対応しているソフトを新規に購入した 
6. 明細書を印刷するためのプリンターを新規に購入または買い換えた 
7. 明細書発行に対応している自動入金機を新規に導入した 
8. 明細書発行に対応するため自動入金機を改修した 
9. その他（具体的に ） 

10. 特に対応はしていない 

⑦明細書発行に対応するために、今までに加えて要した費用があれば、その金額を具体的にご記入ください。 
費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」とお書きください。 

1）設備投資をした費用 約（            ）万円 

2）人材体制面強化にかかった費用 約（            ）万円 

⑧平成 22年**月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具体
的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

 
 
５ 明細書を無料で発行（一部の患者または全ての患者に発行）している施設における患
者への影響と効果についてお伺いします。 

①明細書の発行により、窓口などで患者 1人にかかる対応時間はどうなりましたか。※○は１つだけ 

 1. 以前より長くなった 2. 以前より短くなった 3. 以前と変わらない 
 4. 以前発行していなかったので比較できない 5. よく分からない 

②貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いまし
たか。※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 

③貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると医師・歯科医師が
判断して、明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
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④明細書の無料発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 

大
い
に
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い 

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）治療内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）治療内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の医療費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

⑤上記④以外に、明細書の無料発行が原則義務化されたことによる効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 
 

６ 全ての患者に明細書を無料で発行していない理由等についてお伺いします。 

①「明細書の無料発行原則義務化」に対応していない理由は何ですか。※○はいくつでも 

1. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 
2. 自動入金機を活用しており、明細書発行を行うには、自動入金機の改修が必要なため 
3. レセプトコンピュータがリース中等の理由により、オンライン請求または電子媒体による請
求が猶予されているため 

4. その他（具体的に                                ）

②貴施設では「正当な理由があるため明細書の発行をしていない」旨や「明細書発行に関する状況」について、
どのように患者等にお知らせしていますか。 ※○はいくつでも 

1. 来院時にチラシやリーフレット等を配布している 
2. 会計窓口で職員が患者等に説明している 
3. 待合室等、院内にポスター等を掲示してある 
4. 待合室等、院内にチラシやリーフレット等を置いてある 
5. 診療時に医師・歯科医師から説明するようにしている 
6. その他（具体的に ） 
7. 患者等にお知らせしていない 

③貴施設では、今後明細書を無料で発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）

→全ての患者に無料で明細書を発行している施設は８ページの質問７へおすすみください
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⑧外来患者数 

※平成22年11月1か月間 
1）初診患者数     人 2）再診延べ患者数      人 

⑨全職員数 
（常勤換算＊） 

※平成 22年 11月 
※小数点以下第１位まで 

医師・ 
歯科医師 

看護師等 薬剤師 事務職員 
その他の
職員 

計 

． ． ． ． ． ．

＊非常勤職員の「常勤換算」は以下の方法で計算してください。 

■1週間に数回勤務の場合：（非常勤職員の1週間の勤務時間）÷（貴施設が定めている常勤職員の1週間の勤務時間） 

■1か月に数回勤務の場合：（非常勤職員の1か月の勤務時間）÷（貴施設が定めている常勤職員の1週間の勤務時間×4）

⑩レセプトコンピュータ等によ
る医事会計システムの導入状
況 ※○は１つだけ 

 1. 導入している 2. 導入に向けて具体的に計画中 
 3. 導入するか検討中 4. 導入する計画はない 

⑪レセプト請求方法 
※最も多いものに○ 

 1. オンライン請求  
 2. 電子媒体（MOや FDなど）による提出 
3. 紙レセプトによる提出（レセプトコンピュータ等による医事会
計システムを使用） 

 4. 紙レセプトによる提出（手書き） 
 5. 代行請求 

 
 
２ 貴施設における明細書（診療の内容が分かる明細書）発行の認識と対応の有無につい

てお伺いします。 

①平成 22 年度の診療報酬改定では、正当な理由がない限り、全ての患者に明細書（診療明細書）を無料で発行
することが義務付けられましたが、このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

②平成 22年 11月現在、貴施設での明細書発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
 
３ 明細書を発行している施設における明細書発行状況等についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件当たりの金額はいくらですか。
また、その金額の算出根拠について具体的にお書きください。※○は１つだけ 

 1. 徴収している １件当たりの徴収金額：（      ）円 
  上記徴収金額の算出根拠：（具体的に                ） 

  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）
の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

（注）「レセプトコンピュータ等による医事会計システム」とは、いわゆるレセコンです。 

病院票 修正後 
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⑦明細書発行に対応するために、今までに加えて要した費用があれば、その金額を具体的にご記入ください。 
 費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」とお書きください。

1）設備投資をした費用 約（            ）万円 

2）人材体制面強化にかかった費用 約（            ）万円 

⑧平成 22年 11月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具
体的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

⑨明細書の発行により、窓口などで患者 1人にかかる対応時間はどうなりましたか。※○は１つだけ 

 1. 以前より長くなった 2. 以前より短くなった 3. 以前と変わらない 
 4. 以前は発行していなかったので比較できない 5. よく分からない 

 
  質問５からは、 

・全ての患者に明細書を無料
．．

で発行している施設の方は、質問５・７に回答してください。 

・一部の患者に明細書を無料
．．

で発行している施設の方は、質問５・６・７に回答してください。 

・患者に発行している全ての明細書が有料
．．

である施設の方は、質問６・７に回答してください。 

 

５ 明細書を無料で発行（一部の患者または全ての患者に発行）している施設における患
者への影響と効果についてお伺いします。 
①貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いまし
たか。※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 

②貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると医師・歯科医師が
判断して、明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 

③明細書の無料発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 

大
い
に
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）治療内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）治療内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の医療費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 
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④上記③以外に、明細書の無料発行が原則義務化されたことによる効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 
 

６ 全ての患者に明細書の無料発行をしていない理由等についてお伺いします。 

①「明細書の無料発行原則義務化」に対応していない理由は何ですか。※○はいくつでも 

1. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 
2. 自動入金機を活用しており、明細書発行を行うには自動入金機の改修が必要なため 
3. レセプトコンピュータがリース中等の理由により、オンライン請求または電子媒体による請
求が猶予されているため 

4. その他（具体的に                                ）

②貴施設では「正当な理由があるため明細書の発行をしていない」旨や「明細書発行に関する状況」について、
どのように患者等にお知らせしていますか。 ※○はいくつでも 

1. 来院時にチラシやリーフレット等を配布している 
2. 会計窓口で職員が患者等に説明している 
3. 待合室等、院内にポスター等を掲示してある 
4. 待合室等、院内にチラシやリーフレット等を置いてある 
5. 診療時に医師・歯科医師から説明するようにしている 
6. その他（具体的に ） 
7. 患者等にお知らせしていない 

③貴施設では、今後明細書を無料で発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）

④今後明細書を発行する場合、貴施設の体制からどの程度のタイミング（頻度）で発行することが可能と考えま
すか。※○は１つだけ 

1.  精算の都度発行 2. 次回来院時に発行 
3. 月に 1回まとめて発行 4. その他（具体的に  ）

 

→全ての患者に無料で明細書を発行している施設は８ページの質問７へおすすみください
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⑦レセプト請求方法 
※最も多いものに○ 

1. オンライン請求  
2. 電子媒体（MOや FDなど）による提出 
3. 紙レセプトによる提出（レセプトコンピュータ等による医事会計シ
ステムを使用） 

4. 紙レセプトによる提出（手書き） 
5. 代行請求 

 
２ 貴施設における明細書（診療の内容が分かる明細書）発行の認識と対応の有無につい

てお伺いします。 

①「明細書発行体制等加算」の届出状況 ※○は１つだけ 

 1. 届出している →1）施設基準届出時期：平成 22 年（    ）月 
          →2）算定回数：（     ）回 ※平成 22 年**月１か間 
 2. 届出していない 

②平成 22 年度の診療報酬改定では、正当な理由がない限り、全ての患者に明細書（診療明細書）を無料で発行
することが義務付けられましたが、このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

③平成 22年**月現在、貴施設での明細書発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している（   この後、質問 ３・４・５・７ へ） 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 

（   この後、質問 ３・４・５・６・７へ） 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
 
  質問３からは、 

・質問２の③で選択肢「1.全ての患者に明細書を発行している」と回答した施設は、質問３・４・

５・７に回答してください。 

・質問２の③で選択肢「2.患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行し

ている」と回答した施設は、質問３・４・５・６・７に回答してください。 
・質問２の③で選択肢「3.明細書を発行していない」と回答した施設は、質問６・７に回答して

ください。 
 
３ 明細書を発行している施設における費用徴収等の実態についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件あたりの金額はいくらですか。
※○は１つだけ 

 1. 徴収している→１件当たりの徴収金額：（      ）円 
  2. 徴収していない 
②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）
の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

一般診療所票 修正前 
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５ 明細書を無料で発行（一部の患者または全ての患者に発行）している施設における患
者への影響と効果についてお伺いします。 

①明細書の発行により、窓口などで患者 1人にかかる対応時間はどうなりましたか。※○は１つだけ 

 1. 以前より長くなった 2. 以前より短くなった 3. 以前と変わらない 
 4. 以前発行していなかったので比較できない 5. よく分からない 

②貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いまし
たか。※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 

③貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると医師が判断して、
明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
④明細書の無料発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 大

い
に
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）治療内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）治療内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の医療費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

⑤上記④以外に、明細書の無料発行が原則義務化されたことによる効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 
 
 
 

→全ての患者に無料で明細書を発行している施設は８ページの質問７へおすすみください
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６ 全ての患者に明細書を無料で発行していない理由等についてお伺いします。 
①「明細書の無料発行原則義務化」に対応していない理由は何ですか。※○はいくつでも 

1. 全ての常勤医師が 65歳以上で審査支払機関にその旨の届出をして、オンライン請求または電
子媒体による請求が免除されているため 

2. レセプトコンピュータがリース中等の理由により、オンライン請求または電子媒体による請
求が猶予されているため 

3. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 

4. 自動入金機を活用しており、明細書発行を行うには、自動入金機の改修が必要なため 

5. レセプトコンピュータを使用していないため 

6. その他（具体的に                         ） 

②貴施設では「正当な理由があるため明細書の発行をしていない」旨や「明細書発行に関する状況」について、
どのように患者等にお知らせしていますか。 ※○はいくつでも 

1. 来院時にチラシやリーフレット等を配布している 
2. 会計窓口で職員が患者等に説明している 
3. 待合室等、院内にポスター等を掲示してある 
4. 待合室等、院内にチラシやリーフレット等を置いてある 
5. 診療時に医師から説明するようにしている 
6. その他（具体的に ）
7. 患者等にお知らせしていない 

③貴施設では、今後明細書を無料で発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）

④今後明細書を発行する場合、貴施設の体制からどの程度のタイミング（頻度）で発行が可能と考えますか。 
 ※○は１つだけ 

1.  精算の都度発行 2. 次回来院時に発行 
3. 月に 1回まとめて発行 4. その他（具体的に  ）
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⑦レセプト請求方法 
※最も多いものに○ 

1. オンライン請求  
2. 電子媒体（MOや FDなど）による提出 
3. 紙レセプトによる提出（レセプトコンピュータ等による医事会計シ
ステムを使用） 

4. 紙レセプトによる提出（手書き） 
5. 代行請求 

 
２ 貴施設における明細書（診療の内容が分かる明細書）発行の認識と対応の有無につい

てお伺いします。 
①「明細書発行体制等加算」の届出をしていますか。 ※○は１つだけ 

 1. 届出している →1）施設基準届出時期：平成 22 年（    ）月 
          →2）算定回数：（     ）回 ※平成 22 年 11 月１か間 
 2. 届出していない 

②平成 22 年度の診療報酬改定では、正当な理由がない限り、全ての患者に明細書（診療明細書）を無料で発行
することが義務付けられましたが、このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

③平成 22年 11月現在、貴施設での明細書発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
３ 明細書を発行している施設における明細書発行状況等についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件当たりの金額はいくらですか。
また、その金額の算出根拠について具体的にお書きください。※○は１つだけ 

 1. 徴収している １件当たりの徴収金額：（      ）円 
  上記徴収金額の算出根拠：（具体的に                ） 

  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）
の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

2）患者からの申し出があれば無料
で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 無料で明細書発行を行ったことはない 

3）全ての患者に対して無料で明細
書発行を始めた時期  

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 全ての患者に無料で明細書を発行していない 

一般診療所票 修正後 
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⑤明細書についての患者からの意見は、どのような内容ですか。 ※○はいくつでも 

1. 治療内容等の個人情報が患者本人以外の人に知られること 
2. 本人に伏せていた治療内容が本人に知られること 
3. 会計での待ち時間が長くなったこと 
4. 明細書に記載されている情報量が多すぎること 
5. 明細書に記載されている情報量が少なすぎること 
6. 明細書の記載内容が領収証のどの内容を表しているのかが分かりにくいこと 
7. 記載されている内容が専門的で理解するのが難しいこと 
8. 領収証と明細書のどちらか一つに統合してほしいこと 
9. その他（具体的に ）

10. 特に意見はない 

⑤－1 上記⑤で最も多いものの番号 1つをお答えください。  

⑥明細書発行の原則義務化に対応するために、貴施設が行ったことは何ですか。※○はいくつでも 

1. 明細書発行や患者からの照会に対応するための事務職員を増員した 
   →増員した人数：（     ）人 

2. 患者からの照会に対応するために担当者に対して教育研修を行った 
3. 明細書発行に対応しているレセプトコンピュータを新規に導入した 
4. 明細書発行に対応するためにレセプトコンピュータを改修した 
5. 明細書発行に対応しているソフトを新規に購入した 
6. 明細書を印刷するためのプリンターを新規に購入または買い換えた 
7. 明細書発行に対応している自動入金機を新規に導入した 
8. 明細書発行に対応するため自動入金機を改修した 
9. その他（具体的に ） 

10. 特に対応はしていない 

⑦明細書発行に対応するために、今までに加えて要した費用があれば、その金額を具体的にご記入ください。 
費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」とお書きください。

1）設備投資をした費用 約（            ）万円 

2）人材体制面強化にかかった費用 約（            ）万円 

⑧平成 22年 11月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具
体的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

⑨明細書の発行により、窓口などで患者 1人にかかる対応時間はどうなりましたか。※○は１つだけ 

 1. 以前より長くなった 2. 以前より短くなった 3. 以前と変わらない 
 4. 以前は発行していなかったので比較できない 5. よく分からない 

 
  質問５からは、 

・全ての患者に明細書を無料
．．

で発行している施設の方は、質問５・７に回答してください。 

・一部の患者に明細書を無料
．．

で発行している施設の方は、質問５・６・７に回答してください。 

・患者に発行している全ての明細書が有料
．．

である施設の方は、質問６・７に回答してください。 
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５ 明細書を無料で発行（一部の患者または全ての患者に発行）している施設における患
者への影響と効果についてお伺いします。 
①貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いまし
たか。※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 

②貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると医師が判断して、
明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
③明細書の無料発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 大

い
に
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）治療内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）治療内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の医療費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

④上記③以外に、明細書の無料発行が原則義務化されたことによる効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 
 
 
 

６ 全ての患者に明細書の無料発行をしていない理由等についてお伺いします。 
①「明細書の無料発行原則義務化」に対応していない理由は何ですか。※○はいくつでも 

1. 全ての常勤医師が 65歳以上で審査支払機関にその旨の届出をして、オンライン請求または電
子媒体による請求が免除されているため 

2. レセプトコンピュータがリース中等の理由により、オンライン請求または電子媒体による請
求が猶予されているため 

3. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 

4. 自動入金機を活用しており、明細書発行を行うには自動入金機の改修が必要なため 

5. レセプトコンピュータを使用していないため 

6. その他（具体的に                         ） 

→全ての患者に無料で明細書を発行している施設は 7 ページの質問７へおすすみください



歯科診療所票 

 30

２ 貴施設における明細書（診療の内容が分かる明細書）発行の認識と対応の有無につい
てお伺いします。 

①「明細書発行体制等加算」の届出状況 ※○は１つだけ 

 1. 届出している →1）施設基準届出時期：平成 22 年（    ）月 
          →2）算定回数：（     ）回 ※平成 22 年**月１か間 
 2. 届出していない 

②平成 22 年度の診療報酬改定では、正当な理由がない限り、全ての患者に明細書（診療明細書）を無料で発行
することが義務付けられました（歯科診療所は平成 23 年 5 月から原則として明細書の無料発行が義務化され
ます）が、このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

③平成 22年**月現在、貴施設での明細書発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している（   この後、質問 ３・４・５・７ へ） 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 

（   この後、質問 ３・４・５・６・７へ） 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
 
  質問３からは、 

・質問２の③で選択肢「1.全ての患者に明細書を発行している」と回答した施設は、質問３・４・

５・７に回答してください。 

・質問２の③で選択肢「2.患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行し

ている」と回答した施設は、質問３・４・５・６・７に回答してください。 
・質問２の③で選択肢「3.明細書を発行していない」と回答した施設は、質問６・７に回答して

ください。 

 
３ 明細書を発行している施設における費用徴収等の実態についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件あたりの金額はいくらですか。
※○は１つだけ 

 1. 徴収している→１件当たりの徴収金額：（      ）円 
  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）

の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

2）患者からの申し出があれば無料
で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 無料で明細書発行を行ったことはない 

歯科診療所票 修正前 
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⑤明細書についての患者からの意見は、どのような内容ですか。 ※○はいくつでも 

1. 治療内容等の個人情報が患者本人以外の人に知られること 
2. 本人に伏せていた治療内容が本人に知られること 
3. 会計での待ち時間が長くなったこと 
4. 明細書に記載されている情報量が多すぎること 
5. 明細書に記載されている情報量が少なすぎること 
6. 明細書の記載内容が領収証のどの内容を表しているのかが分かりにくいこと 
7. 記載されている内容が専門的で理解するのが難しいこと 
8. 領収証と明細書のどちらか一つに統合してほしいこと 
9. その他（具体的に ）

10. 特に意見はない 

⑤－1 上記⑤で最も多いものの番号 1つをお答えください。  

⑥明細書発行の原則義務化に対応するために、貴施設が行ったことは何ですか。※○はいくつでも 

1. 明細書発行や患者からの照会に対応するための事務職員を増員した 
   →増員した人数：（    ）人 
2. 患者からの照会に対応するために担当者に対して教育研修を行った 
3. 明細書発行に対応しているレセプトコンピュータを新規に導入した 
4. 明細書発行に対応するためにレセプトコンピュータを改修した 
5. 明細書発行に対応しているソフトを新規に購入した 
6. 明細書を印刷するためのプリンターを新規に購入または買い換えた 
7. 明細書発行に対応している自動入金機を新規に導入した 
8. 明細書発行に対応するため自動入金機を改修した 
9. その他（具体的に ） 

10. 特に対応はしていない 

⑦明細書発行に対応するために、今までに加えて要した費用があれば、その金額を具体的にご記入ください。 
費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」とお書きください。

1）設備投資をした費用 約（            ）万円 

2）人材体制面強化にかかった費用 約（            ）万円 

⑧平成 22年**月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具体
的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

 
 
５ 明細書を無料で発行（一部の患者または全ての患者に発行）している施設における患
者への影響と効果についてお伺いします。 

①明細書の発行により、窓口などで患者 1人にかかる対応時間はどうなりましたか。※○は１つだけ 

 1. 以前より長くなった 2. 以前より短くなった 3. 以前と変わらない 
 4. 以前発行していなかったので比較できない 5. よく分からない 
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②貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いまし
たか。※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 

③貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると歯科医師が判断し
て、明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
④明細書の無料発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 大

い
に
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）治療内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）治療内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の医療費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

⑤上記④以外に、明細書の無料発行が原則義務化されたことによる効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

６ 全ての患者に明細書を無料で発行していない理由等についてお伺いします。 

①「明細書の無料発行原則義務化」に対応していない理由は何ですか。※○はいくつでも 

1. 全ての常勤歯科医師が 65歳以上で審査支払機関にその旨の届出をして、オンライン請求また
は電子媒体による請求が免除されているため 

2. レセプトコンピュータがリース中等の理由により、オンライン請求または電子媒体による請
求が猶予されているため 

3. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 
4. 自動入金機を活用しており、明細書発行を行うには、自動入金機の改修が必要なため 
5. レセプトコンピュータを使用していないため 
6. 歯科診療所では、原則義務化の時期がきていないため 
7. その他（具体的に                         ） 

 

→全ての患者に無料で明細書を発行している施設は７ページの質問７へおすすみください
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②貴施設では「正当な理由があるため明細書の発行をしていない」旨や「明細書発行に関する状況」、｢歯科診療
所の場合、平成 23年 5月からの無料発行の原則義務化であること｣について、どのように患者等にお知らせし
ていますか。 ※○はいくつでも 

1. 来院時にチラシやリーフレット等を配布している 
2. 会計窓口で職員が患者等に説明している 
3. 待合室等、院内にポスター等を掲示してある 
4. 待合室等、院内にチラシやリーフレット等を置いてある 
5. 診療時に歯科医師から説明するようにしている 
6. その他（具体的に ）
7. 患者等にお知らせしていない 

③貴施設では、今後明細書を無料で発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）

④今後明細書を発行する場合、貴施設の体制からどの程度のタイミング（頻度）で発行が可能と考えますか。 
 ※○は１つだけ 

1.  精算の都度発行 2. 次回来院時に発行 
3.  月に 1回まとめて発行 4. その他（具体的に  ）

 

７ 明細書の無料発行原則義務化にあたっての問題点･課題等について、ご意見･ご要望等
がありましたらご記入ください。 
 

アンケートにご協力いただきまして、ありがとうございました。 
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２ 貴施設における明細書（診療の内容が分かる明細書）発行の認識と対応の有無につい
てお伺いします。 
①「明細書発行体制等加算」の届出をしていますか。 ※○は１つだけ 

 1. 届出している →1）施設基準届出時期：平成 22 年（    ）月 
          →2）算定回数：（     ）回 ※平成 22 年 11 月１か間 
 2. 届出していない 

②平成 22 年度の診療報酬改定では、正当な理由がない限り、全ての患者に明細書（診療明細書）を無料で発行
することが義務付けられました（歯科診療所は平成 23 年 5 月から原則として明細書の無料発行が義務化され
ます）が、このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

③平成 22年 11月現在、貴施設での明細書発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
 
３ 明細書を発行している施設における明細書発行状況等についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件当たりの金額はいくらですか。
※○は１つだけ 

 1. 徴収している １件当たりの徴収金額：（      ）円 
  上記徴収金額の算出根拠：（具体的に                ） 

  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）

の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

2）患者からの申し出があれば無料
で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 無料で明細書発行を行ったことはない 

3）全ての患者に対して無料で明細
書発行を始めた時期 

※○は１つだけ  

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 全ての患者に無料で明細書を発行していない 

 
 
 
 

歯科診療所票 修正後 
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⑤明細書についての患者からの意見は、どのような内容ですか。 ※○はいくつでも 

1. 治療内容等の個人情報が患者本人以外の人に知られること 
2. 本人に伏せていた治療内容が本人に知られること 
3. 会計での待ち時間が長くなったこと 
4. 明細書に記載されている情報量が多すぎること 
5. 明細書に記載されている情報量が少なすぎること 
6. 明細書の記載内容が領収証のどの内容を表しているのかが分かりにくいこと 
7. 記載されている内容が専門的で理解するのが難しいこと 
8. 領収証と明細書のどちらか一つに統合してほしいこと 
9. その他（具体的に ）

10. 特に意見はない 

⑤－1 上記⑤で最も多いものの番号 1つをお答えください。  

⑥明細書発行の原則義務化に対応するために、貴施設が行ったことは何ですか。※○はいくつでも 

1. 明細書発行や患者からの照会に対応するための事務職員を増員した 
   →増員した人数：（    ）人 
2. 患者からの照会に対応するために担当者に対して教育研修を行った 
3. 明細書発行に対応しているレセプトコンピュータを新規に導入した 
4. 明細書発行に対応するためにレセプトコンピュータを改修した 
5. 明細書発行に対応しているソフトを新規に購入した 
6. 明細書を印刷するためのプリンターを新規に購入または買い換えた 
7. 明細書発行に対応している自動入金機を新規に導入した 
8. 明細書発行に対応するため自動入金機を改修した 
9. その他（具体的に ） 

10. 特に対応はしていない 

⑦明細書発行に対応するために、今までに加えて要した費用があれば、その金額を具体的にご記入ください。 
費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」とお書きください。

1）設備投資をした費用 約（            ）万円 

2）人材体制面強化にかかった費用 約（            ）万円 

⑧平成 22年 11月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具
体的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

⑨明細書の発行により、窓口などで患者 1人にかかる対応時間はどうなりましたか。※○は１つだけ 

 1. 以前より長くなった 2. 以前より短くなった 3. 以前と変わらない 
 4. 以前は発行していなかったので比較できない 5. よく分からない 

 
  質問５からは、 

・全ての患者に明細書を無料
．．

で発行している施設の方は、質問５・７に回答してください。 

・一部の患者に明細書を無料
．．

で発行している施設の方は、質問５・６・７に回答してください。 

・患者に発行している全ての明細書が有料
．．

である施設の方は、質問６・７に回答してください。 
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５ 明細書を無料で発行（一部の患者または全ての患者に発行）している施設における患
者への影響と効果についてお伺いします。 
①貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いまし
たか。※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 

②貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると歯科医師が判断し
て、明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
③明細書の無料発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 大

い
に
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）治療内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）治療内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の医療費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

④上記③以外に、明細書の無料発行が原則義務化されたことによる効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 
 
 

６ 全ての患者に明細書の無料発行をしていない理由等についてお伺いします。 

①「明細書の無料発行原則義務化」に対応していない理由は何ですか。※○はいくつでも 

1. 全ての常勤歯科医師が 65歳以上で審査支払機関にその旨の届出をして、オンライン請求また
は電子媒体による請求が免除されているため 

2. レセプトコンピュータがリース中等の理由により、オンライン請求または電子媒体による請
求が猶予されているため 

3. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 
4. 自動入金機を活用しており、明細書発行を行うには自動入金機の改修が必要なため 
5. レセプトコンピュータを使用していないため 
6. 歯科診療所では、原則義務化の時期がきていないため 
7. その他（具体的に                         ） 

→全ての患者に無料で明細書を発行している施設は７ページの質問７へおすすみください
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②【明細書を発行していない施設（質問２③で「3.明細書を発行していない」と回答した施設）の方のみお答え
ください。それ以外の施設の方は質問③へお進みください。】 
貴施設では、平成 23 年 5 月からの明細書の無料発行の原則義務化について、どのように患者等にお知らせし
ていますか。 ※○はいくつでも 

1. 来院時に明細書の無料発行に関するチラシやリーフレット等を配布している 
2. 会計窓口で職員が患者等に明細書無料発行に関する説明をしている 
3. 待合室等、院内に明細書無料発行に関するポスター等を掲示してある 
4. 待合室等、院内に明細書無料発行に関するチラシやリーフレット等を置いてある 
5. 診療時に歯科医師から明細書無料発行の説明をするようにしている 
6. その他（具体的に ）
7. 患者等にお知らせしていない 

③貴施設では、今後明細書を無料で発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）

④今後明細書を発行する場合、貴施設の体制からどの程度のタイミング（頻度）で発行することが可能と考えま
すか。 ※○は１つだけ 

1.  精算の都度発行 2. 次回来院時に発行 
3.  月に 1回まとめて発行 4. その他（具体的に  ）

 

７ 明細書の無料発行原則義務化にあたっての問題点･課題等について、ご意見･ご要望等
がありましたらご記入ください。 
 

アンケートにご協力いただきまして、ありがとうございました。 
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２ 貴施設における明細書（調剤の内容が分かる明細書）発行の認識と対応の有無につい
てお伺いします。 
①平成 22 年度の診療報酬改定では、正当な理由がない限り、全ての患者に明細書（調剤明細書）を無料で発行
することが義務付けられましたが、このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

②平成 22年**月現在、貴施設での明細書発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している（   この後、質問 ３・４・５・７ へ） 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 

（   この後、質問 ３・４・５・６・７へ） 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
  質問３からは、 

・質問２の②で選択肢「1.全ての患者に明細書を発行している」と回答した施設は、質問３・４・

５・７に回答してください。 

・質問２の②で選択肢「2.患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行し

ている」と回答した施設は、質問３・４・５・６・７に回答してください。 
・質問２の②で選択肢「3.明細書を発行していない」と回答した施設は、質問６・７に回答して

ください。 

 
３ 明細書を発行している施設における費用徴収等の実態についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件あたりの金額はいくらですか。
※○は１つだけ 

 1. 徴収している→１件当たりの徴収金額：（      ）円 
  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）

の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

2）患者からの申し出があれば無料
で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 無料で明細書発行を行ったことはない 

3）全ての患者に対して無料で明細
書発行を始めた時期 

※○は１つだけ  

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 全ての患者に無料で明細書を発行していない 

 

薬局票 修正前 
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⑦明細書発行に対応するために、今までに加えて要した費用があれば、その金額を具体的にご記入ください。 
費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」とお書きください。 

1）設備投資をした費用 約（            ）万円 

2）人材体制面強化にかかった費用 約（            ）万円 

⑧平成 22年**月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具体
的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

 
５ 明細書を無料で発行（一部の患者または全ての患者に発行）している施設における患
者への影響と効果についてお伺いします。 

①明細書の発行により、窓口などで患者 1人にかかる対応時間はどうなりましたか。※○は１つだけ 

 1. 以前より長くなった 2. 以前より短くなった 3. 以前と変わらない 
 4. 以前発行していなかったので比較できない 5. よく分からない 
②貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いまし

たか。※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
③貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると薬剤師が判断して、

明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
④明細書の無料発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 

大
い
に
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）調剤内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）調剤内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の医療費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

⑤上記④以外に、明細書の無料発行が原則義務化されたことによる効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 →全ての患者に無料で明細書を発行している施設は６ページの質問７へおすすみください
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６ 全ての患者に明細書を無料で発行していない理由等についてお伺いします。 
①「明細書の無料発行原則義務化」に対応していない理由は何ですか。 ※○はいくつでも 

1. 全ての常勤の薬剤師が 65 歳以上で審査支払機関にその旨の届出をして、オンライン請求ま
たは電子媒体による請求が免除されているため 

2. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 
3. レセプトコンピュータを使用していないため 
4. レセプトコンピュータがリース中等の理由により、オンライン請求または電子媒体による請
求が猶予されているため 

5. その他（具体的に                         ） 

②貴施設では「正当な理由があるため明細書の発行をしていない」旨や「明細書発行に関する状況」について、

どのように患者等にお知らせしていますか。 ※○はいくつでも 

1. 来局時にチラシやリーフレット等を配布している 
2. 会計窓口で職員が患者等に説明している 
3. 薬局内にポスター等を掲示してある 
4. 薬局内にチラシやリーフレット等を置いてある 
5. 薬の交付時などに薬剤師から説明するようにしている 
6. その他（具体的に ）
7. 患者等にお知らせしていない 

③貴施設では、今後明細書を無料で発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）
④今後明細書を発行する場合、貴施設の体制からどの程度のタイミング（頻度）で発行が可能と考えますか。 
 ※○は１つだけ 

1.  精算の都度発行 2. 次回来局時に発行  
3.  月に 1回まとめて発行 4. その他（具体的に       ）

 
７ 明細書の無料発行原則義務化にあたっての問題点･課題等について、ご意見･ご要望等

がありましたらご記入ください。 
 

アンケートにご協力いただきまして、ありがとうございました。 
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２ 貴施設における明細書（調剤の内容が分かる明細書）発行の認識と対応の有無につい
てお伺いします。 
①平成 22 年度の診療報酬改定では、正当な理由がない限り、全ての患者に明細書（調剤明細書）を無料で発行
することが義務付けられましたが、このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

②平成 22年 11月現在、貴施設での明細書発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
３ 明細書を発行している施設における明細書発行状況等についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件当たりの金額はいくらですか。
また、その金額の算出根拠について具体的にお書きください。※○は１つだけ 

 1. 徴収している １件当たりの徴収金額：（      ）円 
  上記徴収金額の算出根拠：（具体的に                ） 

  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）

の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

2）患者からの申し出があれば無料
で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 無料で明細書発行を行ったことはない 

3）全ての患者に対して無料で明細
書発行を始めた時期 

※○は１つだけ  

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 全ての患者に無料で明細書を発行していない 

③貴施設での平成 22 年 11 月 1 か月間の明細書発行件数についてお書きください。 

1）無料で発行した件数           件 

2）有料で発行した件数           件 

3）合計           件 

④貴施設では、どのようなタイミング（頻度）で明細書を発行していますか。 ※○はいくつでも 

1. 精算の都度発行 2. 次回来局時に発行 
3. 月に 1回まとめて発行 4. その他（具体的に ）

 

薬局票 修正後 
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⑧平成 22年 11月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具
体的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

⑨明細書の発行により、窓口などで患者 1人にかかる対応時間はどうなりましたか。※○は１つだけ 

 1. 以前より長くなった 2. 以前より短くなった 3. 以前と変わらない 
 4. 以前は発行していなかったので比較できない 5. よく分からない 

 
  質問５からは、 

・全ての患者に明細書を無料
．．

で発行している施設の方は、質問５・７に回答してください。 

・一部の患者に明細書を無料
．．

で発行している施設の方は、質問５・６・７に回答してください。 

・患者に発行している全ての明細書が有料
．．

である施設の方は、質問６・７に回答してください。 

 
５ 明細書を無料で発行（一部の患者または全ての患者に発行）している施設における患
者への影響と効果についてお伺いします。 
①貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いまし
たか。※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
②貴施設において、明細書を無料で発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると薬剤師が判断して、

明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
③明細書の無料発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 

大
い
に
あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
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え
な
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あ
ま
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あ
て
は
ま
ら
な
い

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
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1）調剤内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）調剤内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の医療費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

④上記③以外に、明細書の無料発行が原則義務化されたことによる効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 →全ての患者に無料で明細書を発行している施設は６ページの質問７へおすすみください
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６ 全ての患者に明細書の無料発行をしていない理由等についてお伺いします。 
①「明細書の無料発行原則義務化」に対応していない理由は何ですか。 ※○はいくつでも 

1. 全ての常勤の薬剤師が 65 歳以上で審査支払機関にその旨の届出をして、オンライン請求ま
たは電子媒体による請求が免除されているため 

2. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 
3. レセプトコンピュータを使用していないため 
4. レセプトコンピュータがリース中等の理由により、オンライン請求または電子媒体による請
求が猶予されているため 

5. その他（具体的に                         ） 

②貴施設では「正当な理由があるため明細書の発行をしていない」旨や「明細書発行に関する状況」について、

どのように患者等にお知らせしていますか。 ※○はいくつでも 

1. 来局時にチラシやリーフレット等を配布している 
2. 会計窓口で職員が患者等に説明している 
3. 薬局内にポスター等を掲示してある 
4. 薬局内にチラシやリーフレット等を置いてある 
5. 薬の交付時などに薬剤師から説明するようにしている 
6. その他（具体的に ）
7. 患者等にお知らせしていない 

③貴施設では、今後明細書を無料で発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）
④今後明細書を発行する場合、貴施設の体制からどの程度のタイミング（頻度）で発行することが可能と考えま
すか。 ※○は１つだけ 

1.  精算の都度発行 2. 次回来局時に発行  
3.  月に 1回まとめて発行 4. その他（具体的に       ）

 
７ 明細書の無料発行原則義務化にあたっての問題点･課題等について、ご意見･ご要望等

がありましたらご記入ください。 
 

アンケートにご協力いただきまして、ありがとうございました。 
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⑥医療保険のレセプト請

求方法 ※○は１つだけ 
1. 紙レセプトによる提出（レセプトコンピュータ等による医事会計シ
ステムを使用） 

2. 紙レセプトによる提出（手書き） 
3. 代行請求 

 
２ 貴事業所における明細書（訪問看護療養費の内容が分かる）発行の認識と対応の有無

についてお伺いします。 

①平成 22年度の診療報酬改定では、訪問看護ステーションにおいて、患者が求める場合は、「明細書」の発行に

努めることとされました。このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

②平成 22年**月現在、貴事業所での明細書の発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している（   この後、質問 ３・４・５・７ へ） 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 

（   この後、質問 ３・４・５・６・７へ） 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
  質問３からは、 

・質問２の②で選択肢「1.全ての患者に明細書を発行している」と回答した施設は、質問３・４・

５・７に回答してください。 

・質問２の②で選択肢「2.患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行し

ている」と回答した施設は、質問３・４・５・６・７に回答してください。 
・質問２の②で選択肢「3.明細書を発行していない」と回答した施設は、質問６・７に回答して

ください。 

 
３ 明細書を発行している事業所における費用徴収等の実態についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件あたりの金額はいくらですか。 

※○は１つだけ 

 1. 徴収している→１件当たりの徴収金額：（      ）円 
  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）

の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

2）患者からの申し出があれば無料
で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7.  無料で明細書発行を行ったことはない 

訪問看護ステーション票 修正前 
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⑧平成 22年**月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具体
的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

 
５ 明細書を発行（一部の患者または全ての患者に発行）している事業所における患者へ
の影響と効果についてお伺いします。 
①貴事業所において、明細書を発行するようになってから、明細書発行を希望しない患者はどの程度いましたか。

※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 

②上記①で最も多い理由の番号を 1つお答えください。  

③貴事業所において、明細書を発行するようになってから、療養の継続に支障が生じると看護師が判断して、明

細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
④明細書の発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 

大
い
に
あ
て
は
ま
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は
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1）訪問看護の内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）訪問看護の内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の療養費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

⑤上記④以外に、明細書の発行による効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

６ 明細書を発行していない理由等についてお伺いします。 
①明細書を発行していない理由は何ですか。※あてはまるものすべてに○ 

1. 訪問看護ステーションでは、明細書の無料発行が義務化されていないため 
2. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 
3. レセプトコンピュータを使用していないため 
4. 領収証で訪問看護の内容が十分わかるため 
5. その他（具体的に                         ） 

→全ての患者に無料で明細書を発行している施設は６ページの質問７へおすすみください



訪問看護ステーション票 

 46

②貴事業所では｢明細書を発行していない｣旨や「明細書発行に関する状況」について、どのように患者等にお知

らせしていますか。 ※あてはまるものすべてに○ 

1. 訪問時にチラシやリーフレット等を配布している 
2. 訪問時に看護師から説明するようにしている 
3. その他（具体的に ）
4. 患者等にお知らせしていない 

③貴事業所では、今後明細書を発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）

④貴事業所では、どのようなタイミングで明細書を発行していますか。 ※○はいくつでも 

1. 次回訪問時に発行 2. 月に 1回まとめて発行 
3. その他（具体的に ）

 

７ 明細書の発行にあたっての問題点･課題等について、ご意見･ご要望等がありましたら
ご記入ください。 
 

アンケートにご協力いただきまして、ありがとうございました。 
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⑥医療保険のレセプト請

求方法 ※○は１つだけ 
1. 紙レセプトによる提出（レセプトコンピュータ等による医事会計シ
ステムを使用） 

2. 紙レセプトによる提出（手書き） 
3. 代行請求 

 
２ 貴事業所における明細書（訪問看護療養費の内容が分かる明細書）発行の認識と対応

の有無についてお伺いします。 
①平成 22年度の診療報酬改定では、訪問看護ステーションにおいて、患者が求める場合は、「明細書」の発行に
努めることとされました。このことをご存知ですか。※○は１つだけ 

 1. よく知っている 2. だいたい知っている 
  3. ほとんど知らない 4. まったく知らない 

②平成 22年 11月現在、貴事業所での明細書の発行はどのような状況でしょうか。※○は１つだけ 

 1. 全ての患者に明細書を発行している 
  2. 患者から求められた場合等、一部の患者についてのみ明細書を発行している 
  3. 明細書を発行していない（   この後、質問 ６・７ へ） 

 
３ 明細書を発行している事業所における明細書発行状況等についてお伺いします。 

①明細書発行について、費用を徴収していますか。費用を徴収している場合、1件当たりの金額はいくらですか。

また、その金額の算出根拠について具体的にお書きください。 ※○は１つだけ 
 1. 徴収している １件当たりの徴収金額：（      ）円 
  上記徴収金額の算出根拠：（具体的に                ） 

  2. 徴収していない 

②下記の 1）～3）について、それぞれの時期はいつですか。発行の対応を時間を追って把握したいため、1）～3）
の順番でお答えください。 

1）有料で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 有料で明細書発行を行ったことはない 

2）患者からの申し出があれば無料
で明細書発行を始めた時期 

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7.  無料で明細書発行を行ったことはない 

3）全ての患者に対して無料で明細
書発行を始めた時期  

※○は１つだけ 

 1. 平成 18年 3月以前 2. 平成 18年度中 
 3. 平成 19年度中 4. 平成 20年度中 
 5. 平成 21年 4月～12月 
 6. 平成 22年 1月以降→平成 22年（   ）月頃 
 7. 全ての患者に無料で明細書を発行していない 

③貴事業所での平成 22 年 11 月 1 か月間の明細書発行件数についてお書きください。 

1）無料で発行した件数               件 

2）有料で発行した件数               件 

3）合計               件 

訪問看護ステーション票 修正後 
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④明細書の内容について患者からの問い合わせ項目はどのようなものですか。 ※○はいくつでも 

1. 請求期間 2. 提供日 
3. 訪問看護療養費の個別項目名 4. 訪問看護療養費の個別単価 
5. 訪問看護療養費の個別数量 6. 保険外負担分の項目・単価・数量 
7. 保険負担額 8. 保険外負担額 
9. その他（具体的に   ）

10. 特に問い合わせはない 

④－1 上記④で最も多いものの番号 1つをお答えください。  

⑤明細書についての患者からの意見は、どのような内容ですか。 ※○はいくつでも 

1. 訪問看護の内容等の個人情報が患者本人以外の人に知られること 
2. 明細書に記載されている情報量が多すぎること 
3. 明細書に記載されている情報量が少なすぎること 
4. 明細書の記載内容が領収証のどの内容を表しているのかが分かりにくいこと 
5. 記載されている内容が専門的で理解するのが難しいこと 
6. 領収証と明細書のどちらか一つに統合してほしいこと 
7. その他（具体的に ）
8. 特に意見はない 

⑤－1 上記⑤で最も多いものの番号 1つをお答えください。  

⑥明細書発行に対応するために、貴事業所が行ったことは何ですか。 ※○はいくつでも 

1. 明細書発行や患者からの照会に対応するための事務職員を増員した 
   →増員した人数：（     ）人 
2. 患者からの照会に対応するために担当者に対して教育研修を行った 
3. 明細書発行に対応しているレセプトコンピュータを新規に導入した 
4. 明細書発行に対応するためにレセプトコンピュータを改修した 
5. 明細書発行に対応しているソフトを新規に購入した 
6. 明細書を印刷するためのプリンターを新規に購入または買い換えた 
7. その他（具体的に ） 
8. 特に対応はしていない 

⑦明細書発行に対応するために、今までに加えて要した費用があれば、その金額を具体的にご記入ください。 
費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」とお書きください。

1）設備投資をした費用 約（            ）万円 

2）人材体制面強化にかかった費用 約（            ）万円 

⑧平成 22年 11月 1か月間の明細書発行に係る設備で継続的にかかる費用（人件費やインク代・紙代など）を具
体的にご記入ください。費用が発生していない場合は「0」、費用が発生しているものの金額が不明の場合は「－」
とお書きください。 

 約（            ）万円 

 
  質問５からは、 

・全ての患者に明細書を発行している事業所の方は、質問５・７に回答してください。 

・一部の患者に明細書を発行している事業所の方は、質問５・６・７に回答してください。 

・患者に明細書を全く発行していない事業所の方は、質問６・７に回答してください。 
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５ 明細書を発行（一部の患者または全ての患者に発行）している事業所における患者へ
の影響と効果についてお伺いします。 
①貴事業所において、明細書を発行するようになってから、明細書発行を希望する患者はどの程度いましたか。

※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
②平成 22年４月以降、貴事業所において、患者等が明細書の発行を希望したにもかかわらず、療養の継続に支障
が生じると看護師が判断して、明細書を発行しなかった患者はどの程度いましたか。 ※○は１つだけ 

 1. 10%未満 2. 10%以上 30%未満 3. 30%以上 50%未満 
 4. 50%以上 70%未満 5. 70%以上 90%未満 6. 90%以上 
③明細書の発行により、以下の 1）～4）の効果はいかがでしたか。 

 ※「大いにあてはまる」を「5」、「全くあてはまらない」を「1」として 5段階で評価
し、あてはまる番号にそれぞれ 1つだけ○をつけてください。 
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1）訪問看護の内容に対する患者の理解が深まり、治療に対して積極的になった 5 4 3 2 1 

2）訪問看護の内容が透明化されたことにより、患者から信頼されるようになった 5 4 3 2 1 

3）患者の療養費に関する理解が深まった 5 4 3 2 1 

4）明細書が有益であると患者から評価された 5 4 3 2 1 

④上記③以外に、明細書の発行による効果について、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

６ 全ての患者に明細書の発行をしていない理由等についてお伺いします。 
①全ての患者には明細書を発行していない理由は何ですか。※あてはまるものすべてに○ 

1. 訪問看護ステーションでは、明細書の無料発行が義務化されていないため 
2. 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用しているため 
3. レセプトコンピュータを使用していないため 
4. 領収証で訪問看護の内容が十分分かるため 
5. その他（具体的に                         ） 

②貴事業所では｢明細書を発行していない｣旨や「明細書発行に関する状況」について、どのように患者等にお知

らせしていますか。 ※あてはまるものすべてに○ 

1. 訪問時にチラシやリーフレット等を配布している 
2. 訪問時に看護師から説明するようにしている 
3. その他（具体的に ）
4. 患者等にお知らせしていない 

→全ての患者に明細書を発行している事業所は６ページの質問７へおすすみください
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③貴事業所では、今後明細書を発行する体制を整える予定ですか。 ※○は１つだけ 

1. 具体的な計画がある→明細書無料発行予定時期：平成（    ）年（   ）月頃 
2. 具体的な時期は未定だが、検討中である 
3. 予定はない 
4. その他（具体的に ）

④貴事業所では、どのようなタイミングであれば明細書を発行することができますか。 ※○はいくつでも 

1. 次回訪問時に発行 2. 月に 1回まとめて発行 
3. その他（具体的に ）
4. 分からない 

 

７ 明細書の発行にあたっての問題点･課題等について、ご意見･ご要望等がありましたら
ご記入ください。 
 

アンケートにご協力いただきまして、ありがとうございました。 
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平成 22年 11月 
各位 

厚生労働省保険局医療課委託事業 
平成 22年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(平成 22年度調査) 
「院内トリアージの評価に関する調査」へのご協力のお願い 

 
本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠に恐れ入ります。  
 厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サービス
が提供されるよう、2 年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療サービス
ごとに決められた価格）の改定を行っています。 
直近の平成 22 年 4 月改定においては、救急外来において重症の患者の方を優先的に治療するための

トリアージを評価するための、「院内トリアージ加算」という診療報酬が創設されました。 
トリアージとは、より緊急性の高い患者の方から優先して治療を行うために、救急外来において患者

の方の重傷度と緊急度を判定し、その判定結果によって優先順位を決定することです。判定結果によっ
て、診療を受ける順序が繰り上がったり、逆に繰り下がったりすることがあります。 
 この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「院内トリアージの評価に関する
調査」を行うこととしました。 
 本調査は、患者のご意見から、トリアージの仕組みの認知度や趣旨の説明に対する理解度、時間外診
療の受診意向に関する状況等を把握することを目的として、検証結果を救急医療のさらなる充実・強化
に役立てるために実施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとしております。 
 
 対象の方  
○ 調査対象の医療機関に時間外の救急外来を受診・利用された６歳未満の患者の保護者 

 記入方法  
○ 各設問の回答方法をご確認の上、回答をご記入下さい。 
○ 分からないもの、回答のできないものについては、空欄のままでも結構です。 
可能な範囲でご協力下さい。 

 回答期限・返送方法  
○ 回答が終わりましたら、医療機関から配布された返信用封筒（切手不要）に調査票を入れ、 

平成 22 年●月●日までに、調査事務局へご返送下さい。 
 
 なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた みずほ情報総研株式会社 が実施いたします。ご回答
いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた個人が特定されることは一切あ
りません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送されますので、医師等に開示される
ことはございません。 
本調査の結果は、診療報酬のあり方を検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険医療

協議会において、患者（及びその保護者）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われるための大
変貴重な資料として活用されることとなります。 
 厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮ですが、本調査
の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 
【調査実施主体・問い合わせ先】 
厚生労働省保険局医療課委託事業 
「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
みずほ情報総研株式会社内 
コールセンター：○○○○ 
Fax：０３－５２８１－５４４３     E-mail：○○○○
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平成 22年 11月 
各位 

厚生労働省保険局医療課委託事業 
平成 22年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(平成 22年度調査) 

「外来管理加算の要件見直し及び地域医療貢献加算創設の影響調査 
(患者調査)」へのご協力のお願い 

 
本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠に恐れ入ります。  
 厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サービス
が提供されるよう、2年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療サービス
ごとに決められた価格）の改定を行っています。 
直近の平成 22 年 4 月改定においては、診療実態をより反映するよう「外来管理加算」の算定要件の

見直しが行われ、休日・夜間等の標榜時間外においても患者からの問合せ等に対応できる体制の整備を
評価するため、「地域医療貢献加算」という診療報酬が創設されました。 
 この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「外来管理加算の要件見直し及び
地域医療貢献加算創設の影響調査」を行うこととしました。 
 本調査は、患者のご意見から、日常の診療実態や満足度、休日・夜間等の標榜時間外における時間外
診療の利用状況と認知度に関する状況等を把握することを目的として、検証結果を医療サービスのさら
なる充実・強化に役立てるために実施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとして
おります。 
 
 対象の方  
○ 調査対象病院を受診・利用された患者（外来管理加算の算定患者 4名、未算定患者 4名） 

 記入方法  
○ 各設問の回答方法をご確認の上、回答をご記入下さい。 
○ 分からないもの、回答のできないものは、空欄のままでも結構です。可能な範囲でご協力下さい。 

 回答期限・返送方法  
○ 回答が終わりましたら、医療機関から配布された返信用封筒（切手不要）に調査票を入れ、 
平成 22 年●月●日までに、調査事務局へご返送下さい。 

 
 なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた みずほ情報総研株式会社 が実施いたします。ご回答
いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた個人が特定されることは一切あ
りません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送されますので、医師等に開示される
ことはございません。 
本調査の結果は、診療報酬のあり方を検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険医療

協議会において、患者（及びその家族）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われるための大変
貴重な資料として活用されることとなります。 
 厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮ですが、本調査
の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 
【調査実施主体・問い合わせ先】 
厚生労働省保険局医療課委託事業 
「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
みずほ情報総研株式会社内 
コールセンター：○○○○ 
Fax：０３－５２８１－５４４３     E-mail：○○○ 

病院 
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平成 22年 11月 
各位 

厚生労働省保険局医療課委託事業 
平成 22年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(平成 22年度調査) 

「外来管理加算の要件見直し及び地域医療貢献加算創設の影響調査 
(患者調査)」へのご協力のお願い 

 
本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠に恐れ入ります。  
 厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サービス
が提供されるよう、2年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療サービス
ごとに決められた価格）の改定を行っています。 
直近の平成 22 年 4 月改定においては、診療実態をより反映するよう「外来管理加算」の算定要件の

見直しが行われ、休日・夜間等の標榜時間外においても患者からの問合せ等に対応できる体制の整備を
評価するため、「地域医療貢献加算」という診療報酬が創設されました。 
 この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「外来管理加算の要件見直し及び
地域医療貢献加算創設の影響調査」を行うこととしました。 
 本調査は、患者のご意見から、日常の診療実態や満足度、休日・夜間等の標榜時間外における時間外
診療の利用状況と認知度に関する状況等を把握することを目的として、検証結果を医療サービスのさら
なる充実・強化に役立てるために実施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとして
おります。 
 
 対象の方  
○ 調査対象診療所を受診・利用された患者（外来管理加算の算定患者 2名、未算定患者 2名） 

 記入方法  
○ 各設問の回答方法をご確認の上、回答をご記入下さい。 
○ 分からないもの、回答のできないものは、空欄のままでも結構です。可能な範囲でご協力下さい。 

 回答期限・返送方法  
○ 回答が終わりましたら、医療機関から配布された返信用封筒（切手不要）に調査票を入れ、 
平成 22 年●月●日までに、調査事務局へご返送下さい。 

 
 なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた みずほ情報総研株式会社 が実施いたします。ご回答
いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた個人が特定されることは一切あ
りません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送されますので、医師等に開示される
ことはございません。 
本調査の結果は、診療報酬のあり方を検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険医療

協議会において、患者（及びその家族）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われるための大変
貴重な資料として活用されることとなります。 
 厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮ですが、本調査
の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 
【調査実施主体・問い合わせ先】 
厚生労働省保険局医療課委託事業 
「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
みずほ情報総研株式会社内 
コールセンター：○○○○ 
Fax：０３－５２８１－５４４３     E-mail：○○○

一般診療所 
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平成 22年 11月 
各位 

厚生労働省保険局医療課委託事業 
平成 22年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(平成 22年度調査) 

「外来管理加算の要件見直し及び地域医療貢献加算創設の影響調査 
(患者調査)」へのご協力のお願い 

 
本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠に恐れ入ります。  
 厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サービス
が提供されるよう、2年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療サービス
ごとに決められた価格）の改定を行っています。 
直近の平成 22 年 4 月改定においては、診療実態をより反映するよう「外来管理加算」の算定要件の

見直しが行われ、休日・夜間等の標榜時間外においても患者からの問合せ等に対応できる体制の整備を
評価するため、「地域医療貢献加算」という診療報酬が創設されました。 
 この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「外来管理加算の要件見直し及び
地域医療貢献加算創設の影響調査」を行うこととしました。 
 本調査は、患者のご意見から、日常の診療実態や満足度、休日・夜間等の標榜時間外における時間外
診療の利用状況と認知度に関する状況等を把握することを目的として、検証結果を医療サービスのさら
なる充実・強化に役立てるために実施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとして
おります。 
 
 対象の方  
○ 調査対象診療所を受診・利用された患者（外来管理加算の算定患者 2名、未算定患者 2名） 

 記入方法  
○ 各設問の回答方法をご確認の上、回答をご記入下さい。 
○ 分からないもの、回答のできないものは、空欄のままでも結構です。可能な範囲でご協力下さい。 

 回答期限・返送方法  
○ 回答が終わりましたら、医療機関から配布された返信用封筒（切手不要）に調査票を入れ、 
平成 22 年●月●日までに、調査事務局へご返送下さい。 

 
 なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた みずほ情報総研株式会社 が実施いたします。ご回答
いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた個人が特定されることは一切あ
りません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送されますので、医師等に開示される
ことはございません。 
本調査の結果は、診療報酬のあり方を検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険医療

協議会において、患者（及びその家族）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われるための大変
貴重な資料として活用されることとなります。 
 厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮ですが、本調査
の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 
【調査実施主体・問い合わせ先】 
厚生労働省保険局医療課委託事業 
「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
みずほ情報総研株式会社内 
コールセンター：○○○○ 
Fax：０３－５２８１－５４４３     E-mail：○○○

一般診療所 
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平成 22 年 12 月 
各位 
 

厚生労働省保険局医療課委託事業 

平成 22 年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成 22 年度調査） 

「明細書発行原則義務化に関する意識調査（患者調査）」への 

ご協力のお願い 
 

本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠にありがとうございます。 

厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サー

ビスが提供されるよう、2 年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療

サービスごとに決められた価格）の改定を行っています。 

直近の平成 22 年 4 月改定においては、「患者の待ち時間の増加や医療機関の負担増にも配慮しつ

つ、医療の透明化や患者への情報提供の観点から、明細書の発行を積極的に推進していくこととす

る。」と決められ、保険医療機関等が明細書発行機能のないレセプトコンピュータを使用している

などの正当な理由がない限り、「領収証」の発行とは別に、個別の診療の内容がわかる「明細書」（※

裏面に見本があります）を患者に無料で発行することが義務づけられました。（「歯科診療所」につ

いては猶予期間があり、来年（平成 23 年）5月から明細書の無料発行が原則義務化されます。） 

この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「明細書発行原則義務化に関

する意識調査」を行うこととしました。 

本調査は、保険医療機関等で明細書の無料発行が原則義務化されたことについて、その現状と効

果や今後の課題等を把握することを目的として、検証結果を医療サービスのさらなる充実・強化に

役立てるために実施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとしております。 
 

対象の方 

・ この調査は、病院・一般診療所・歯科診療所に受診した患者や、保険薬局に処方せんを 
お持ちになった患者、訪問看護を利用した患者が対象となっております。 

 

回答期限・返送方法 

・ お手数ではございますが、調査票にご記入の上、一緒にお配りしております「返信用封筒 
（切手不要）」を使用して、 

平成 22 年＊＊月＊＊日（＊）までに、 

直接、お近くの郵便ポストにご投函ください。 
 

なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

が実施いたします。ご回答いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた

個人が特定されることは一切ありません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送

されますので、医師等に開示されることはございません。 

本調査の結果は、診療報酬のあり方を検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険

医療協議会において、患者（及びその家族）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われるた

めの大変貴重な資料として活用されることとなります。 

厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮でございま

すが、本調査の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

         （裏面に続きます）
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領収証：「医療費の内訳がわかるもの」として発行されるものです。一般に、「初・再診料」や「検

査」、「投薬」、「注射」などに区分され、各項目の点数、医療費などが記載されています。 
明細書：「個別の診療の内容がわかるもの」として発行されるもので、「領収証」とは異なります。

医療機関によって診療の内容のわかる明細書の名前は異なります。例えば、「処置○○点」
「検査○○点」とあっても、その具体的な処置や検査の名前、点数、回数などが記載され
ていないものは、この調査での「明細書」ではございませんので、ご確認をお願いします。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査実施主体・問い合わせ先】 

厚生労働省保険局医療課委託事業「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社内 

E-mail：kaitei@murc.jp 

TEL：＊＊＊ 

FAX：03-6711-1291 

 

 

 

 

受診科 入・外 本・家

保険外
負　担 （内訳） （内訳）

評価療養・選定療養 その他

点

注　　射 麻　　酔リハビリテーション 精神科専門療法 処　　置

点点 点

保　険

請 求 期 間　（入院の場合）

放射線治療

点

点点 点 点 点

点

病理診断

点

平成　年　月　日

食事療養

円

診断群分類（ＤＰＣ）

点

初・再診料 入院料等 医学管理等 在宅医療 検　　査 画像診断

負担割合 区　分

投　　薬

保　険
（食事・生活）

保険外負担保　険

点 点

点

費　用　区　分

氏　　　　名

様

患者番号

領収書Ｎｏ． 発　行　日

領収額
合  計

円

領　　　収　　　証

手　　術

平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

生活療養

円

円

負担額 円 円 円

合  計 円 円

東京都○○区○○　○－○－○
　　○○○病院　　　○ ○　 ○ ○

領収印

入院 保険

患者番号 氏名 様

受診科

部 回　数

医学管理 430 1

注射 426 1

95 1
40 1

処置 500 1
3500 1
819 1

＊非開胸的心マッサージ　60分 290 1

検査 150 1
100 1
450 1

リハビリ 245 12

入院料 1750 7

255 1
9700 3
8775 2

＊点滴注射

診療明細書

＊薬剤管理指導料（救命救急入院料等算定患者）

受診日

項　　目　　名 点　数

YYYY/MM/DD○○　○○

　 ニトロール注１００ｍｇ　０．１％１００ｍＬ 1瓶
　 生理食塩液５００ｍＬ  1瓶
＊点滴注射料

＊ＨＣＶ核酸定量

＊救命のための気管内挿管
＊カウンターショック（その他）
＊人工呼吸（５時間超）　360分

＊微生物学的検査判断料
＊検体検査管理加算（２）

　 一般病棟入院期間加算（１４日以内）
＊５０対１補助体制加算
＊救命救急入院料１（３日以内）

＊心大血管疾患リハビリテーション料（１）
　 早期リハビリテーション加算

＊一般病棟入院１０対１入院基本料

＊救命救急入院料１（４日以上７日以内）

＊無菌製剤処理料２

入院 保険

患者番号 氏名 受診日 YYYY/MM/DD
受診科

区分 回数
診断群分類

（ＤＰＣ） 1

医薬品 ＊フロモックス錠１００ｍｇ
　 ビフィダー　
＊点滴注射
　 ラクテックＧ注５００ｍＬ
　 ブスコパン注射液
　 フルマリン静注用１ｇ
　 生食１００ｍＬ　　　　　
＊点滴注射
　 フルマリン静注用１ｇ
　 生食１００ｍＬ　　　　

検査 　　　　　
＊ＣＲＰ定量
＊血液採取（静脈）

＊末梢血液一般検査   

＊DPC

診療明細書

項目名

　　５日間包括算定

○○　○○ 様

点数

13844

※DPCとは・・・

• DPCとは、入院患者様の病名や症状、手術などの診

療行為の有無に応じて、定額で１日当たりの医療費を
計算するものです。
• 明細書には、「診断群分類（DPC）」などと記載されま

すが、その内訳として、使用された医薬品、行われた検
査の名称が記載される場合があります。

明細書の 
見本 

ＤＰＣの明細
書の見本 

領収証の 
見本 
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平成 22 年 12 月 
各位 
 

厚生労働省保険局医療課委託事業 

平成 22 年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成 22 年度調査） 

「明細書発行原則義務化に関する意識調査（患者調査）」への 

ご協力のお願い 
 

本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠にありがとうございます。 

厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サー

ビスが提供されるよう、2 年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療

サービスごとに決められた価格）の改定を行っています。 

直近の平成 22 年 4 月改定においては、「患者の待ち時間の増加や医療機関の負担増にも配慮しつ

つ、医療の透明化や患者への情報提供の観点から、明細書の発行を積極的に推進していくこととす

る。」と決められ、保険医療機関等が明細書発行機能のないレセプトコンピュータを使用している

などの正当な理由がない限り、「領収証」の発行とは別に、個別の診療の内容がわかる「明細書」（※

裏面に見本があります）を患者に無料で発行することが義務づけられました。（「歯科診療所」につ

いては猶予期間があり、来年（平成 23 年）5月から明細書の無料発行が原則義務化されます。） 

この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「明細書発行原則義務化に関

する意識調査」を行うこととしました。 

本調査は、保険医療機関等で明細書の無料発行が原則義務化されたことについて、その現状と効

果や今後の課題等を把握することを目的として、検証結果を医療サービスのさらなる充実・強化に

役立てるために実施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとしております。 
 

対象の方 

・ この調査は、病院・一般診療所・歯科診療所に受診した患者や、保険薬局に処方せんを 
お持ちになった患者、訪問看護を利用した患者が対象となっております。 

 

回答期限・返送方法 

・ お手数ではございますが、調査票にご記入の上、一緒にお配りしております「返信用封筒 
（切手不要）」を使用して、 

平成 22 年＊＊月＊＊日（＊）までに、 

直接、お近くの郵便ポストにご投函ください。 
 

なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

が実施いたします。ご回答いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた

個人が特定されることは一切ありません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送

されますので、医師等に開示されることはございません。 

本調査の結果は、診療報酬のあり方を検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険

医療協議会において、患者（及びその家族）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われるた

めの大変貴重な資料として活用されることとなります。 

厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮でございま

すが、本調査の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
         （裏面に続きます）
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領収証：「医療費の内訳がわかるもの」として発行されるものです。一般に、「初・再診料」や「検

査」、「投薬」、「注射」などに区分され、各項目の点数、医療費などが記載されています。 
明細書：「個別の診療の内容がわかるもの」として発行されるもので、「領収証」とは異なります。

医療機関によって診療の内容のわかる明細書の名前は異なります。例えば、「処置○○点」
「検査○○点」とあっても、その具体的な処置や検査の名前、点数、回数などが記載され
ていないものは、この調査での「明細書」ではございませんので、ご確認をお願いします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査実施主体・問い合わせ先】 

厚生労働省保険局医療課委託事業「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社内 

E-mail：kaitei@murc.jp 

TEL：＊＊＊ 

FAX：03-6711-1291 

 

 

領収証の 
見本 

明細書の 
見本  
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平成 22 年 12 月 
各位 
 

厚生労働省保険局医療課委託事業 

平成 22 年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成 22 年度調査） 

「明細書発行原則義務化に関する意識調査（患者調査）」への 

ご協力のお願い 
 

本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠にありがとうございます。 

厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サー

ビスが提供されるよう、2 年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療

サービスごとに決められた価格）の改定を行っています。 

直近の平成 22 年 4 月改定においては、「患者の待ち時間の増加や医療機関の負担増にも配慮しつ

つ、医療の透明化や患者への情報提供の観点から、明細書の発行を積極的に推進していくこととす

る。」と決められ、保険医療機関等が明細書発行機能のないレセプトコンピュータを使用している

などの正当な理由がない限り、「領収証」の発行とは別に、個別の診療の内容がわかる「明細書」（※

裏面に見本があります）を患者に無料で発行することが義務づけられました。（「歯科診療所」につ

いては猶予期間があり、来年（平成 23 年）5月から明細書の無料発行が原則義務化されます。） 

この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「明細書発行原則義務化に関

する意識調査」を行うこととしました。 

本調査は、保険医療機関等で明細書の無料発行が原則義務化されたことについて、その現状と効

果や今後の課題等を把握することを目的として、検証結果を医療サービスのさらなる充実・強化に

役立てるために実施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとしております。 
 

対象の方 

・ この調査は、病院・一般診療所・歯科診療所に受診した患者や、保険薬局に処方せんを 
お持ちになった患者、訪問看護を利用した患者が対象となっております。 

 

回答期限・返送方法 

・ お手数ではございますが、調査票にご記入の上、一緒にお配りしております「返信用封筒 
（切手不要）」を使用して、 

平成 22 年＊＊月＊＊日（＊）までに、 

直接、お近くの郵便ポストにご投函ください。 
 

なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

が実施いたします。ご回答いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた

個人が特定されることは一切ありません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送

されますので、医師等に開示されることはございません。 

本調査の結果は、診療報酬のあり方を検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険

医療協議会において、患者（及びその家族）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われるた

めの大変貴重な資料として活用されることとなります。 

厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮でございま

すが、本調査の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

         （裏面に続きます）
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領収証：「医療費の内訳がわかるもの」として発行されるものです。一般に、「初・再診料」や「医

学管理」、「画像診断」などに区分され、各項目の点数、医療費などが記載されています。 
明細書：「個別の診療の内容がわかるもの」として発行されるもので、「領収証」とは異なります。

歯科診療所によって診療の内容のわかる明細書の名前は異なります。例えば、「医学管理○
○点」「歯冠修復・欠損補綴○○点」とあっても、その具体的な医学管理や歯冠修復・欠損
補綴の名前、点数、回数などが記載されていないものは、この調査での「明細書」ではご
ざいませんので、ご確認をお願いします。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査実施主体・問い合わせ先】 

厚生労働省保険局医療課委託事業「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社内 

E-mail：kaitei@murc.jp 

TEL：＊＊＊ 

FAX：03-6711-1291 

 

 

受診科 入・外 本・家

様
平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

領収書Ｎｏ． 発　行　日 費　用　区　分 負担割合 区　分

平成　年　月　日

領　　　収　　　証

患者番号 氏　　　　名 請 求 期 間　（入院の場合）

保　険

初・再診料 入院料等 医学管理等

点 点 点

注　　射 リハビリテーション 処　　置

点 点 点 点

在宅医療 検　　査 画像診断 投　　薬

点 点

歯冠修復及び欠損補綴

点 点 点 点

手　　術 麻　　酔 放射線治療

点

保険外
負　担

評価療養・選定療養 その他

（内訳） （内訳）

合  計 円 円 円

保　険 保　険
（食事・生活） 保険外負担

領収額
合  計 円

負担額 円 円 円

食事療養

円

生活療養

円

歯科矯正

点

病理診断

点

東京都○○区○○　○－○－○
　　○○○病院　　　○ ○　 ○ ○

領収印

歯科 保険

患者番号 氏名 様

部 回　数

基本料 218 1

医学管理 110 1

60 1

検査 200 1

画像診断 歯科パノラマ断層撮影（デジタル） 307 1

電子画像管理加算 50 1

歯冠修復 充形 120 1

・欠損補綴 充填（単） 100 1

充填用材料Ⅰ（単） 11 1

項　　目　　名 点　数

診療明細書

○○　○○ 受診日 YYYY/MM/DD

歯周基本検査２０歯～

歯科初診料                               

歯科疾患管理料

機械的歯面清掃加算

領収証の 
見本 

明細書の 
見本 
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平成 22 年 12 月 
各位 
 

厚生労働省保険局医療課委託事業 

平成 22 年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成 22 年度調査） 

「明細書発行原則義務化に関する意識調査（患者調査）」への 

ご協力のお願い 
 

本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠にありがとうございます。 

厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サー

ビスが提供されるよう、2 年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療

サービスごとに決められた価格）の改定を行っています。 

直近の平成 22 年 4 月改定においては、「患者の待ち時間の増加や医療機関の負担増にも配慮しつ

つ、医療の透明化や患者への情報提供の観点から、明細書の発行を積極的に推進していくこととす

る。」と決められ、保険医療機関等が明細書発行機能のないレセプトコンピュータを使用している

などの正当な理由がない限り、「領収証」の発行とは別に、個別の診療の内容がわかる「明細書」（※

裏面に見本があります）を患者に無料で発行することが義務づけられました。（「歯科診療所」につ

いては猶予期間があり、来年（平成 23 年）5月から明細書の無料発行が原則義務化されます。） 

この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「明細書発行原則義務化に関

する意識調査」を行うこととしました。 

本調査は、保険医療機関等で明細書の無料発行が原則義務化されたことについて、その現状と効

果や今後の課題等を把握することを目的として、検証結果を医療サービスのさらなる充実・強化に

役立てるために実施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとしております。 
 

対象の方 

・ この調査は、病院・一般診療所・歯科診療所に受診した患者や、保険薬局に処方せんを 
お持ちになった患者、訪問看護を利用した患者が対象となっております。 

 

回答期限・返送方法 

・ お手数ではございますが、調査票にご記入の上、一緒にお配りしております「返信用封筒 
（切手不要）」を使用して、 

平成 22 年＊＊月＊＊日（＊）までに、 
直接、お近くの郵便ポストにご投函ください。 
 

なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

が実施いたします。ご回答いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた

個人が特定されることは一切ありません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送

されますので、医師等に開示されることはございません。 

本調査の結果は、診療報酬のあり方を検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保険

医療協議会において、患者（及びその家族）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われるた

めの大変貴重な資料として活用されることとなります。 

厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮でございま

すが、本調査の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

         （裏面に続きます）



（保険薬局） 

62 

 
領収証：「医療費（保険薬局の会計での支払い）の内訳がわかるもの」として発行されるものです。

一般に、「調剤技術料」や「薬学管理料」、「薬剤料」などに区分され、各項目の点数、医療
費などが記載されています。 

明細書：「個別の調剤の内容がわかるもの」として発行されるもので、「領収証」とは異なります。
保険薬局によって調剤の内容のわかる明細書の名前は異なります。例えば、「調剤技術料○
○点」「薬剤料○○点」とあっても、その具体的な調剤技術料や薬剤（医薬品）の名前、点
数などが記載されていないものは、この調査での「明細書」ではございませんので、ご確
認をお願いします。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査実施主体・問い合わせ先】 

厚生労働省保険局医療課委託事業「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社内 

E-mail：kaitei@murc.jp 

TEL：＊＊＊ 

FAX：03-6711-1291 

 

 

領収証の 
見本 

明細書の 
見本 
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平成 22 年 12 月 
各位 
 

厚生労働省保険局医療課委託事業 

平成 22 年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成 22 年度調査） 

「明細書発行原則義務化に関する意識調査（患者調査）」へのご協力のお願い 
 

本日は、お疲れのところ、大変貴重なお時間をいただき、誠にありがとうございます。 

厚生労働省では、診療の実態を勘案しつつ、安定的な医療提供体制を支え、より適切な医療サー

ビスが提供されるよう、2 年毎に診療報酬（病院や診療所などの保険医療機関等で提供される医療

サービスごとに決められた価格）の改定を行っています。 

直近の平成 22 年 4 月改定においては、「患者の待ち時間の増加や医療機関の負担増にも配慮しつ

つ、医療の透明化や患者への情報提供の観点から、明細書の発行を積極的に推進していくこととす

る。」と決められ、保険医療機関等が明細書発行機能のないレセプトコンピュータを使用している

などの正当な理由がない限り、「領収証」の発行とは別に、個別の診療（療養費）の内容がわかる

「明細書」（※裏面に見本があります）を患者に無料で発行することが義務づけられました（「歯科

診療所」については平成 23 年 5 月から）。ただし、訪問看護ステーションについては、療養費ごと

に金額の内訳のわかる「領収証」を無料で発行することは義務づけられていますが、「明細書」の

発行は義務ではありません。 

この改定の影響・効果を検証するため、この度、厚生労働省では、「明細書発行原則義務化に関

する意識調査」を行うこととしました。 

本調査は、訪問看護ステーションにおいては「明細書」の発行は義務づけられておりませんが、

患者の求めに応じて発行することとなっておりますので、明細書の発行状況や効果、今後の課題等

を把握することを目的として、検証結果を医療サービスのさらなる充実・強化に役立てるために実

施するものであり、次の要領によりご協力をお願いすることとしております。 
 
対象の方 
・ この調査は、病院・一般診療所・歯科診療所に受診した患者や、保険薬局に処方せんを 
お持ちになった患者、訪問看護を利用した患者が対象となっております。 

 
回答期限・返送方法 
・ お手数ではございますが、調査票にご記入の上、一緒にお配りしております「返信用封筒 
（切手不要）」を使用して、 

平成 22 年＊＊月＊＊日（＊）までに、 
直接、お近くの郵便ポストにご投函ください。 
 
なお、本調査は、厚生労働省から委託を受けた三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

が実施いたします。ご回答いただいた内容はすべて統計的に処理しますので、ご回答をいただいた

個人が特定されることは一切ありません。また、ご回答いただいた調査票は調査事務局に直接返送

されますので、医師等に開示されることはございません。 

本調査の結果は、診療報酬のありかたを検討している厚生労働大臣の諮問機関である中央社会保

険医療協議会において、患者（及びその家族）のご意見を踏まえた実りある今後の議論が行われる

ための大変貴重な資料として活用されることとなります。 

厚生労働省としても診療報酬の充実に努めてまいりますので、ご多用の折、大変恐縮でございま

すが、本調査の趣旨をご理解の上、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
         （裏面に続きます）



（訪問看護ステーション） 
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明細書：「療養費の詳細な内容がわかるもの」として発行されるもので、「領収証」とは異なります。

訪問看護ステーションによって、明細書の名前や様式は異なります。下図の明細書はあく
までも見本ですが、個別項目（療養費の内訳や加算など）ごとにその単価や利用日数（時
間）、金額などが詳しく書かれているものを「明細書」といいます。 

領収証：訪問看護（医療保険）の利用料（療養費）の支払いに対して発行されるものです。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査実施主体・問い合わせ先】 

厚生労働省保険局医療課委託事業「診療報酬改定の結果検証に係る特別調査」事務局 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社内 

E-mail：kaitei@murc.jp 

TEL：＊＊＊ 

FAX：03-6711-1291 

 

 

 

領収証の 
見本 

明細書の 
見本 



医療保険における革新的な医療技術の取扱い
に関する考え方について（その４）

これまでの議論を踏まえ、医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議
に即した先進医療制度の運用や、手続き等の見直しについて、以下のような具体
案を検討してはどうか。

１．医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議を経たものに係る先進医療制
度の運用の見直し

医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議において医療上の必要
性が高いとされた医薬品については、開発要請を受けた企業により治験が着
手され、又は薬事承認に係る公知申請がされることとなる。これに係り、結
果として開発企業が長期間見つからない場合等、開発企業による治験の実施
が確実でない段階においては、当該医薬品を用いた技術について以下のよう
な先進医療制度の運用の見直しを行い、当該制度を活用することとしてはど
うか。

（１）医療上の必要性が高いとされた未承認薬等を使用する技術について、海外で
の実績から一定の安全性、有効性を確認した上で、当該段階において先進医療の
対象技術とすることとする。

（２）当該対象技術の成熟度や安全性等に応じて、当該技術を先進医療として実施
することができる施設の要件に基づく実施機関群を定めることとする。
例えば、一定の要件を満たす特定機能病院等とすること等によって、安全性や
質を確保することとする。
【実施可能な機関群が満たすべき必要条件の例】
例１）特定機能病院･･･医療法に基づき、高度の医療を提供する能力を有する
こと、高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有すること等の要件を
満たし厚生労働大臣の承認を得た病院（83カ所）

例２）都道府県がん診療連携拠点病院･･･都道府県が推薦した医療機関につい
て第三者によって構成される検討会を踏まえて厚生労働大臣が指定した病
院。当該都道府県におけるがん診療の質の向上及びがん診療の連携協力体
制の構築に関し中心的な役割を担うものとして、原則として各都道府県に
１カ所整備される。（51カ所）

（３）当該機関群に該当する保険医療機関が、対象技術を先進医療として実施しよ
うとする場合には、厚生労働大臣に申請を行い、実施計画書の審査を経て、個別
に認めることとする。
適応外薬に係るものは、当該審査をがん治療について高度な知見を有し、技術
の有効性の評価や参加医療機関に対する実施段階における監査等を行うことがで
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きる外部組織において行い、その結果に基づき実施機関を認める。
【外部組織の例】
例）日本臨床腫瘍研究グループ（ＪＣＯＧ）

国立がん研究センターがん研究開発費指定研究班を中心とする共同研究
グループで、国立がん研究センターがん対策情報センター多施設臨床試験
・診療支援部が研究を直接支援する研究班の集合体。所属機関の監査等を
実施している。

（４）当該枠組みで実施した先進医療における実績により薬事承認審査の一定程度
の効率化を図るため、ＰＭＤＡの相談制度を活用するなど当該先進医療の質を確
保することとする。

２．先進医療制度の手続き等の見直しについて

現行の先進医療制度について、効率化等を図る観点から以下のような運用
や手続きを見直してはどうか。

（１）技術の有効性、安全性等の審査及び当該技術の効率性、社会的妥当性、将来
の保険導入の必要性等の審査について、より重点化、効率化を図るため、現行の
先進医療専門家会議及び高度医療評価会議を整理し、改組する。

（２）現在、先進医療の対象技術の申請においては、国内において数例の実績があ
ることが求められているが、これを満たさない場合においても、申請された個別
の技術と申請機関に鑑みて、一定の安全性、有効性等が担保される場合や、技術
の将来的な有効性や安全性が一定程度期待できる場合には、当該技術の特性に応
じて、一定の特定機能病院や高度な臨床研究機能を有する機関等の一定の機関に
ついて、これに係る先進医療の実施を認める。
【実施可能な機関の例】
例１）特定機能病院･･･医療法に基づき、高度の医療を提供する能力を有する
こと、高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を有すること等の要件を
満たし厚生労働大臣の承認を得た病院（83カ所）

例２）高度な臨床研究支援体制、適切な安全管理体制、信頼性を保証できる
監査体制等を有し、特定分野における臨床研究の中核的な役割を担う病院
（数カ所程度）

（３）特に、現行の第２項先進医療については、診療報酬改定に合わせて当該技術
の評価を行っているところであるが、実施計画書において実施期間を明記する
などとし、診療報酬改定における評価に加えて、当該期間の終了時において的
確な評価を行うこととする。
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「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」

１ 対象品目
○ 次の要件の全てを満たす新薬

イ 当該既収載品に係る後発品が薬価収載されていないもの （薬価収載の日
から１５年を経過した後の最初の薬価改定を経ていないものに限る）

ロ 当該既収載品の市場実勢価格の薬価に対する乖離率が、全ての既収載該既 載品 市場実勢価格 薬価 対す 乖離率 、 既 載
品の平均乖離率を超えないもの

○ なお、以下のものを除く。
イ 「配合剤（補正加算の対象とならないものに限る。）」※に相当する既収載品で

あって、薬価収載の日から１５年を経過した既収載品の有効成分又は後発品
が薬価収載されている既収載品の有効成分を含有するもの

ロ 市場拡大再算定その他の再算定の対象品目

２ 算式（加算額）

※ いわゆる「０．８掛け」の配合剤

２ 算式（加算額）

市場実勢価格に基づ
いて算定される額

×（全ての既収載品の平均乖離率－2／100）× 80/100

2

いて算定される額

5.10％
ただし、薬価改定前の薬価を超えない。
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今回の制度導入による適応外薬等の開発促進スキーム

○ 「医療上の必要性の高い未承認薬 適応外薬検討会議 （有識者会議）の

中医協

○ 「医療上の必要性の高い未承認薬･適応外薬検討会議」（有識者会議）の
評価結果に基づき、適応外薬等の開発・上市が適切に進んでいるか確認

○ 対応が不適切な場合には、加算の不適用と全既収載品の薬価から２年
間の加算分を引下げ

厚生労働省薬価制度

全収載品の加重平均

開発状況
の報告

要望
学会・患者団体等

有識者会議

全収載品の加重平均
乖離率以内の医薬品 意見

有識者会議による、適応外薬等
の医療上の必要性検討

厚生労働省より

各企業 開発要請

「新薬創出・適応外薬
解消等促進加算」の適用

開発状況の報告 適応外薬等
の開発要請 各企業は開発工程表を作成

（要請品目の開発・上市までの四半期
ごとの計画）

各企業へ開発要請

解消等促進 算」 適用

各企業

ごとの計画）

各企業は厚生労働省に
開発工程表を報告

革新的新薬の
開発加速

「未承認薬等開発
支援センター」

有識者会議は企業の開発工程表を確
認・適宜修正指示

以降、企業は定期的に開発等の進捗状
況を報告

1

開発加速

適応外薬等の
開発加速

況を報告。
報告を受け、有識者会議は評価。必要
に応じ見直し指示。

4



学会・患者団体等からの要望

未承認薬等開発支援センターによる対応スキームの概要

有 識 者 会 議 等

学会 患者団体等からの要望

：センターの役割

対応が必要とされたもの

ライセンス元開発企業が存在
（未承認薬・適応）

開発企業が存在せず
（未承認薬）

契約

要

厚生労働省・医薬品医療機器総合機構

公
募

必要性の検討開
発

契約

一般社団法人
未承認薬等開発支援センター

募
・Ｒ
Ｆ
Ｐ
の
提
示

開発等に関する諸事
項の協議と設定

の
正
式
要
請

開発等に関する諸事
項の協議と設定

国内企業 Ａ
国内企業 Ｂ拠出

調査・斡旋
（公募がない場合）

開発・申請等に係る支援
・ライセンス契約

資金・その他支援

パ
ー
ト
ナ
ー

製薬協
加盟企業

ラ 契約
・資金提供
・治験、承認申請、薬価等に係る支援

ー
シ
ッ
プ

政策的支援【治験推進、承認審査の迅速化など】

出所：中央社会保険医療協議会薬価専門部会資料
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適
応

○ 基本的に企業への開発要請から１年以内に治験又は半年以内に公知申請（適応外薬のみ）

例 企業を 募 合等結 期 治験が着 されな 合

医
療

先進医療制度の運用の見直し（案）

応
外
薬

○ 例外として、開発企業を公募している場合等結果として長期間治験が着手されない場合、
１－１ 海外の実績等から安全性等が確認されたものを用いる技術をあらかじめ先進医療の

対象技術として特定し、

１－２ 当該技術を先進医療として実施可能な機関群をあらかじめ特定した上で

療
上
の
必
要
性

適
応
外
薬 １ ２ 当該技術を先進医療として実施可能な機関群をあらかじめ特定した上で、

１－３ 実施を希望する医療機関の申請により実施計画書を審査して、実施可能とし、
※適応外薬を使用するものについては当該審査を外部機関において実施できることとする

１－４ 当該先進医療の実績により一定程度の薬事承認の効率化を図る

性
の
高
い
未
承

薬
等
検
討
会
議

国
内
未
承

１ ４ 当該先進医療の実績により 定程度の薬事承認の効率化を図る
（国際的なＧＣＰ基準を満たす場合など、臨床試験の質を確保できた場合）

→先進医療制度の申請・審査手続きの効率化、世界標準の医薬品へのアクセス向上

承
認
薬
・

議

○ 未承認、適応外の医薬品や機器を用いた技術、その他先進的な技術は、それぞれ薬事承認や承
認
薬

○ 未承認、適応外の医薬品や機器を用いた技術、その他先進的な技術は、それぞれ薬事承認や
技術評価分科会での評価を経て保険適用されている。

○ こうした技術のうち一定のものについては、将来的な保険導入の必要性の可否を評価するため
先進医療として申請に基づく審査を経て保険外併用療養費制度の対象となっている。

２－１ 現在、第２項先進医療は先進医療専門家会議を経て技術及び施設要件を決定、第３項先
進医療は当該会議及び高度医療評価会議を経て技術及び個別の施設を決定しているが、
当該二つの会議を改組し、より効率的、重点的な審査を行う。

進 請 が が 高
新

（海
外
で
も
使

い
な
い

２－２ 現在、先進医療の申請には、国内で一定の実施実績が必要とされているが、一定の高度
な臨床研究機能を有する医療機関等において実施する場合には、申請された技術の成熟
度等に応じて、申請に必要な実施実績を先進医療の対象とする。

２－３ 特に現行の第２項先進医療については 診療報酬改定に合わせて当該技術の評価を行っ

新
薬

使
用
さ
れ
て

い
も
の
）

そ的 ２ ３ 特に現行の第２項先進医療については、診療報酬改定に合わせて当該技術の評価を行っ
ているところであるが、実施計画書において実施期間を明記するなど、当該評価に加えて、
当該期間の終了時において的確な評価を行うこととする。

→先進医療制度の申請・審査手続きの効率化

そ
の
他
先
進

的
な
技
術
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１年以内
治験

開発要請

未承認薬等検討会議において医療上の必要性が高いとされたものに係る先進医療の活用のイメージ

医
療
上

未
承
認
薬

治験
（保険外併用療養費）

薬事承認 保険適用
３８件※１ （８件）

１３件※２

特段の合理的な理由※３があれば上
の
必
要
性
の

薬
医
療
上
の
必

開
発
企

の
公
募

治験
（保険外併用療養費）先進医療

（保険外併用療養費）

５
５
件※

１

（

薬事承認 保険適用
海外での実績等から
一定の安全性等が
示されているもの

件
（１件）

特段の合理的な理由※３があれば
１年を超える場合が考えられる

※ 実施が必要な試験や 知申請 妥当性 検の
高
い
未
承
認

必
要
性
が
高

企
業

募

開発要請
※３：多数の品目の開発要請を同時に受けていること等

・ データの信頼性が確保できる適切な
実施計画書の作成とその実施

・ 品質が確保された医薬品の調達
・ 安全性に関する基礎的データの入手
・ 副作用等の報告及びその情報を活用

デ タの取りまとめと公表 等

（保険外併用療養費）

４件※２

（０件）

９
件
）

示され る

※２：公募１７件のうち、１３件について企業の開発の意思
の申し出があり、４件について公募中（１１月９日時点）。

※１：実施が必要な試験や公知申請の妥当性について検
討中のものを含む。

認
薬
・適
応
外

高
い

公知申請
半年以内

薬事承認 保険適用

適
応

開発要請 ・ データの取りまとめと公表 等

１
０
８
件 ２１件（３件）

薬
検
討
会
議

応
外
薬 １年以内

治験
（保険外併用療養費）

件※

１
（
２
０
件
） ３２件※１ （８件）

５
３

薬事承認 保険適用
議

治験
（保険外併用療養費）

特段の合理的な理由※３があれば
１年を超える場合が考えられる

先進医療

件 （ 件）３
件※

１

（
１
１
件

薬事承認 保険適用海外での実績等から
一定の安全性等が 先進医療

（保険外併用療養費）

数字は、検討会議に要望として集まったもののうち医療上の必要性が高いとされたものとして第１弾として５月に開発要
請等したもの。（ ）内は抗がん剤。年内を目途に第２弾として７４件（うち、抗がん剤は２２件）を開発要請等予定。

０件
）

定の安全性等が
示されているもの

7



現行の第３項先進医療の手続 医療上の必要性の高い未承認薬等検討会議において医療上の
必要性が高いとされたものに係る先進医療の手続（案）

医療上の必要性の高い未承認薬・
適応外薬等検討会議適応外薬等検討会議

○医療上の必要性が高い

整理後の先進医療に関する会議（案）

１－１に
よる効率化

に

○海外の実績等から技術の
安全性等を確認

○実施可能な機関群を設定

整理後の先進医療に関する会議（案） １－２に
よる効率化

医療機関の申請 設定された機関群に該当する医療機関の申請

高度医療評価会議

○実施技術の適否
○実施機関の適否

整理後の先進医療に関する
会議（案）

○実施計画書の適否

外部機関

○実施計画書
の適否

又
は

○実施機関の適否
○実施計画書の適否

○実施計画書の適否 の適否

先進医療として実施可能
※安全性、有効性等の観点

１－３に
よる効率化

２－１に
よる効率化

先進医療専門家会議

○実施技術の適否
※将来の保険導入の必要性等の観点※将来の保険導入の必要性等の観点

先進医療として実施可能
※まずは、抗がん剤から当該運用を適用
※外部機関は、当該分野について高度な知見等を有する機関とする。
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医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議において医療上の
必要性が高いとされたものに係る先進医療の運用について（案）

（１－１、１－２、１－３関係）

現行の運用
申請

新薬（海外でも使用されていないもの）を
用いる技術

国内未承認薬を用いる技術

適応外薬を用いる技術

先進医療

先進医療

先進医療

個別技術
の適否

個別機関
の適否

実施計画
書の適否

個別技術
の適否

個別機関
の適否

実施計画
書の適否

個別技術 個別機関 実施計画適応外薬を用いる技術

＋
（例１）

医療上の必要性が高く かつ 海外の実績等により一定の安全性等

先進医療
の適否 の適否 書の適否

医療上の必要性が高く、かつ、海外の実績等により 定の安全性等
が確認できる国内未承認薬を用いる技術

先進医療実施計画
書の適否

申請

対象技術
の特定

実施可能機関群の設定

例）一定の特定
機能病院等

（例２）
医療上の必要性が高く、かつ、海外の実績等により一定の安全性等

あらかじめ特定

先進医療
実施計画
書の適否

申請

対象技術
の特定

実施可能機関群の設定

医療上の必要性が高く、かつ、海外の実績等により 定の安全性等
が確認できる適応外薬を用いる技術

例）一定の特定
機能病院等

書の適否

例）一定の都道府県
がん診療拠点病院等

あらかじめ特定
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実施症例数が少数である場合の先進医療の申請の柔軟化について（案）
（２－２関係）

現行の運用

新薬を用いる技術

国内未承認薬を用いる技術

適応外薬を用いる技術

数例の実績

数例の実績

数例の実績

先進医療

先進医療

先進医療

＋
（例１）
一定の特定機能病院等で実施する場合

申請

先進医療

新薬を用いる技術

国内未承認薬を用いる技術

適応外薬を用 る技術

数例の実績

数例の実績

先進医療

申請

（例２）
高度な臨床研究機能を有する

先進医療
適応外薬を用いる技術の
うち一定のもの（※）

数例の実績に
必要な症例

※対象となる技術・機関は
個別に申請・審査・承認

申請

高度な臨床研究機能を有する
病院で実施する場合

新薬を用いる技術の
うち一定のもの（※）

国内未承認薬を用いる技術

先進医療

先進 療数例の実績に

数例の実績に
必要な症例

申請

先進医療

国内未承認薬を用いる技術
のうち一定のもの（※）

適応外薬を用いる技術の
うち一定のもの（※）

数例の実績に
必要な症例

先進医療数例の実績に
必要な症例

※対象となる技術・機関は個別に申請・審査・承認
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１．特定機能病院
高度の医療を提供するとともに、高度の医療に関する開発・評価及び研修を行

う医療機関。医療機関からの申請にもとづき、社会保障審議会の意見を聴いて厚
生労働大臣が個別に承認する。（医療法第４条の２）

【主な承認要件】
・ 高度の医療を提供する能力、高度の医療技術の開発及び評価を行う能力、
高度の医療に関する研修を行わせる能力を有すること。

・ ４００床以上の病床を有すること。
・ 人員配置

医師･･･通常の病院の２倍程度の配置が最低基準
薬剤師･･･入院患者数÷３０が最低基準（一般は入院患者数÷７０）
看護師等･･･入院患者数÷２が最低基準（一般は入院患者数÷３）
管理栄養士･･･１名以上

・ 集中治療室、無菌病室、医薬情報管理室を有すること。 等

【設置数】
大学病院の本院、（独）国立がん研究センター、（独）国立循環器病研究セン
ター、地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪府立成人病センター
合計８３病院（平成２２年４月１日現在）

２．がん診療連携拠点病院
専門的ながん医療の提供等を行う医療機関の整備を図るとともに、都道府県に

おけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか、がん患者に対する相談支援及
び情報提供を行うため、都道府県知事が推薦する医療機関について第三者により
構成される検討会の意見を踏まえ厚生労働大臣が指定するもの。

（１）地域がん診療連携拠点病院
【主な承認要件】
・我が国に多いがん及びその他専門とするがんについて、手術、放射線療法及
び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び緩和ケアを提供する体制を
有するとともに各学会の診療ガイドラインに準ずる標準的治療等、患者の状態
に応じた適切な治療を提供すること
・病病連携、病診連携の協力体制を有すること
・専門的な知識及び技能を有する医師が配置されていること
・年間入院がん患者数は１２００人以上であることが望ましい
・専門的ながん治療を提供するための治療機器、治療室等が設置されているこ
と
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・情報の収集提供体制を有すること 等
【設置数】
原則として二次医療圏に一つ整備。合計３２４病院（平成２２年４月１日現在）

（２）都道府県がん診療連携拠点病院
【主な承認要件】
地域がん診療連携拠点病院の要件に加え、
・都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師・薬
剤師・看護師等を対象とした研修を実施すること。
・地域がん診療連携拠点病院等に対し、情報提供、症例相談及び診療支援を行
うこと。
・都道府県がん診療連携協議会を設置すること。 等

【設置数】
原則として都道府県に一カ所。 合計５１病院（平成２２年４月１日現在）

（３）（独）国立がん研究センター
我が国のがん対策の中核的機関として、他のがん診療連携拠点病院への診

療に関する支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師そ
の他の医療従事者の育成や情報発信等の役割を担うとともに、我が国全体の
がん医療の向上を牽引していくこととし、中央病院及び東病院について、第
三者による検討会の意見を踏まえ、厚生労働大臣ががん診療連携拠点病院と
して指定している。

３．高度な臨床研究機能を有する中核的病院
治験、臨床研究に精通する医師が、臨床研究に注力できる体制であり、臨床

研究コーディネーター等の設置、試験薬・機器を適切に管理出来る体制、安全
管理体制、信頼性を保証できる監査体制、適切な審査が可能で透明性の確保さ
れた倫理審査委員会の設置などの体制を整備している病院。
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特 定 機 能 病 院 の 承 認 状 況
（平成２２年４月１日現在）

区分 医 療 機 関 名 所 在 地 審 議 日 承認効力日

１ 国 立 が ん セ ン タ ー 中 央 病 院 東 京 都 中 央 区 築 地 ５ 丁 目 １ 番 １ 号 H 5 . 8 . 2 H 5 . 9 . 1

２ 国 立 循 環 器 病 セ ン タ ー 大阪府吹田市藤白台５丁目７番１号 H 5 . 8 . 2 H 5 . 9 . 1

３ 順天堂大学医学部附属順天堂医院 東 京 都 文 京 区 本 郷 ３ 丁 目 １ 番 ３ 号 H 5 . 1 0 . 2 6 H 5 . 1 2 . 1

４ 日 本 医 科 大 学 付 属 病 院 東京都文京区千駄木１丁目１番５号 H 5 . 1 0 . 2 6 H 5 . 1 2 . 1

５ 日本大学医学部附属板橋病院 東京都板橋区大谷口上町３０番１号 H 5 . 1 0 . 2 6 H 5 . 1 2 . 1

６ 東邦大学医療センター大森病院 東京都大田区大森西６丁目１１番１号 H 5 . 1 1 . 2 6 H 5 . 1 2 . 1

７ 関 西 医 科 大 学 附 属 枚 方 病 院 大 阪 府 枚 方 市 新 町 ２ 丁 目 ３ 番 １ 号 H1 7 . 1 2 . 1 3 H 1 8 . 1 . 1

８ 久 留 米 大 学 病 院 福 岡 県 久 留 米 市 旭 町 ６ ７ 番 地 H 5 . 1 1 . 2 6 H 5 . 1 2 . 1

９ 北 里 大 学 病 院 神奈川県相模原市北里１丁目１５番１号 H 5 . 1 1 . 2 6 H 5 . 1 2 . 1

１０ 聖 マ リ ア ン ナ 医 科 大 学 病 院 神奈川県川崎市宮前区菅生２丁目１６番１号 H 5 . 1 1 . 2 6 H 5 . 1 2 . 1

１１ 東 海 大 学 医 学 部 付 属 病 院 神奈川県伊勢原市下糟屋１４３番地 H 5 . 1 1 . 2 6 H 5 . 1 2 . 1

１２ 近 畿 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大阪府大阪狭山市大野東３７７番地の２ H 5 . 1 2 . 8 H 6 . 1 . 1

１３ 自 治 医 科 大 学 附 属 病 院 栃木県下野市薬師寺３３１１番地１ H 5 . 1 2 . 8 H 6 . 1 . 1

１４ 長崎大学医学部・歯学部附属病院 長 崎 県 長 崎 市 坂 本 １ 丁 目 ７ 番 １ 号 H 5 . 1 2 . 8 H 6 . 1 . 1

１５ 山 口 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山口県宇部市南小串１丁目１番１号 H 5 . 1 2 . 8 H 6 . 1 . 1

１６ 高 知 大 学 医 学 部 附 属 病 院 高知県南国市岡豊町小蓮１８５番地１ H 5 . 1 2 . 8 H 6 . 1 . 1

１７ 秋 田 大 学 医 学 部 附 属 病 院 秋 田 県 秋 田 市 広 面 字 蓮 沼 ４ ４ 番 ２ H 5 . 1 2 . 8 H 6 . 1 . 1

１８ 東京慈恵会医科大学附属病院 東京都港区西新橋３丁目１９番１８号 H 6 . 1 . 2 0 H 6 . 2 . 1

１９ 大 阪 医 科 大 学 附 属 病 院 大 阪 府 高 槻 市 大 学 町 ２ 番 ７ 号 H 6 . 1 . 2 0 H 6 . 2 . 1
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２０ 慶 應 義 塾 大 学 病 院 東 京 都 新 宿 区 信 濃 町 ３ ５ 番 地 H 6 . 1 . 2 0 H 6 . 2 . 1

２１ 福 岡 大 学 病 院 福岡県福岡市城南区七隈７丁目４５番１号 H 6 . 1 . 2 0 H 6 . 2 . 1

２２ 愛 知 医 科 大 学 病 院 愛 知 県 愛 知 郡 長 久 手 町 大 字 岩 作 字 雁 又 2 1 番 地 H 6 . 1 . 2 0 H 6 . 2 . 1

２３ 岩 手 医 科 大 学 附 属 病 院 岩 手 県 盛 岡 市 内 丸 １ ９ 番 １ 号 H 6 . 1 . 2 0 H 6 . 2 . 1

２４ 獨 協 医 科 大 学 病 院 栃木県下都賀郡壬生町大字北小林８８０番地 H 6 . 2 . 1 7 H 6 . 3 . 1

２５ 埼 玉 医 科 大 学 病 院 埼玉県入間郡毛呂山町毛呂本郷３８番地 H 6 . 2 . 1 7 H 6 . 3 . 1

２６ 昭 和 大 学 病 院 東京都品川区旗の台１丁目５番８号 H 6 . 2 . 1 7 H 6 . 3 . 1

２７ 兵 庫 医 科 大 学 病 院 兵 庫 県 西 宮 市 武 庫 川 町 １ 番 １ 号 H 6 . 2 . 1 7 H 6 . 3 . 1

２８ 金 沢 医 科 大 学 病 院 石川県河北郡内灘町字大学１丁目１番地 H 6 . 3 . 1 7 H 6 . 4 . 1

２９ 杏 林 大 学 医 学 部 付 属 病 院 東京都三鷹市新川６丁目２０番２号 H 6 . 3 . 1 7 H 6 . 4 . 1

３０ 川 崎 医 科 大 学 附 属 病 院 岡 山 県 倉 敷 市 松 島 ５ ７ ７ 番 地 H 6 . 3 . 1 7 H 6 . 4 . 1

３１ 帝 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院 東京都板橋区加賀２丁目１１番地１号 H 6 . 3 . 1 7 H 6 . 4 . 1

３２ 産 業 医 科 大 学 病 院 福岡県北九州市八幡西区医生ケ丘１番１号 H 6 . 3 . 1 7 H 6 . 4 . 1

３３ 藤 田 保 健 衛 生 大 学 病 院 愛知県豊明市沓掛町田楽ケ窪１番地の９８ H 6 . 4 . 1 2 H 6 . 5 . 1

３４ 東京医科歯科大学医学部附属病院 東京都文京区湯島１丁目５番４５号 H 6 . 6 . 1 5 H 6 . 7 . 1

３５ 千 葉 大 学 医 学 部 附 属 病 院 千葉県千葉市中央区亥鼻１丁目８番１号 H 6 . 6 . 1 5 H 6 . 7 . 1

３６ 信 州 大 学 医 学 部 附 属 病 院 長 野 県 松 本 市 旭 ３ 丁 目 １ 番 １ 号 H 6 . 6 . 1 5 H 6 . 7 . 1

３７ 富 山 大 学 附 属 病 院 富 山 県 富 山 市 杉 谷 ２ ６ ３ ０ 番 地 H 6 . 6 . 1 5 H 6 . 7 . 1

３８ 神 戸 大 学 医 学 部 附 属 病 院 兵庫県神戸市中央区楠町７丁目５番２号 H 6 . 6 . 1 5 H 6 . 7 . 1

３９ 香 川 大 学 医 学 部 附 属 病 院 香川県木田郡三木町大字池戸１７５０－１ H 6 . 6 . 1 5 H 6 . 7 . 1

４０ 徳 島 大 学 病 院 徳島県徳島市蔵本町２丁目５０－１ H 6 . 7 . 2 0 H 6 . 8 . 1

４１ 弘 前 大 学 医 学 部 附 属 病 院 青 森 県 弘 前 市 本 町 ５ ３ 番 地 H 6 . 7 . 2 0 H 6 . 8 . 1
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４２ 東 北 大 学 病 院 宮城県仙台市青葉区星陵町１番１号 H 6 . 7 . 2 0 H 6 . 8 . 1

４３ 国立大学法人岐阜大学医学部附属病院 岐 阜 県 岐 阜 市 柳 戸 １ 番 １ H 1 6 . 5 . 1 7 H 1 6 . 5 . 2 0

４４ 広 島 大 学 病 院 広島県広島市南区霞１丁目２番３号 H 6 . 7 . 2 0 H 6 . 8 . 1

４５ 琉 球 大 学 医 学 部 附 属 病 院 沖縄県中頭郡西原町字上原２０７番地 H 6 . 7 . 2 0 H 6 . 8 . 1

４６ 北 海 道 大 学 病 院 北海道札幌市北区北１４条西５丁目 H 6 . 9 . 5 H 6 . 1 0 . 1

４７ 旭 川 医 科 大 学 病 院 北海道旭川市緑が丘東2条1丁目1番1号 H 6 . 9 . 5 H 6 . 1 0 . 1

４８ 鳥 取 大 学 医 学 部 附 属 病 院 鳥 取 県 米 子 市 西 町 ３ ６ 番 地 の １ H 6 . 9 . 5 H 6 . 1 0 . 1

４９ 愛 媛 大 学 医 学 部 附 属 病 院 愛 媛 県 東 温 市 志 津 川 H 6 . 9 . 5 H 6 . 1 0 . 1

５０ 宮 崎 大 学 医 学 部 附 属 病 院 宮崎県宮崎郡清武町大字木原５２００番地 H 6 . 9 . 5 H 6 . 1 0 . 1

５１ 鹿 児 島 大 学 病 院 鹿児島県鹿児島市桜ケ丘８丁目３５番１号 H 6 . 9 . 5 H 6 . 1 0 . 1

５２ 山 形 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山形県山形市飯田西２丁目２番２号 H 6 . 1 0 . 2 1 H 6 . 1 1 . 1

５３ 三 重 大 学 医 学 部 附 属 病 院 三重県津市江戸橋２丁目１７４番地 H 6 . 1 0 . 2 1 H 6 . 1 1 . 1

５４ 大 阪 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大 阪 府 吹 田 市 山 田 丘 ２ 番 １ ５ 号 H 6 . 1 0 . 2 1 H 6 . 1 1 . 1

５５ 岡 山 大 学 病 院 岡山県岡山市鹿田町２丁目５番１号 H 6 . 1 0 . 2 1 H 6 . 1 1 . 1

５６ 大 分 大 学 医 学 部 附 属 病 院 大分県由布市挾間町医大ヶ丘一丁目１番地 H 6 . 1 0 . 2 1 H 6 . 1 1 . 1

５７ 福 井 大 学 医 学 部 附 属 病 院 福井県吉田郡永平寺町松岡下合月第２３号３番 H 6 . 1 1 . 2 1 H 6 . 1 2 . 1

５８ 新 潟 大 学 医 歯 学 総 合 病 院 新潟県新潟市旭町通１番町７５４番地 H 6 . 1 1 . 2 1 H 6 . 1 2 . 1

５９ 国立大学法人金沢大学附属病院 石 川 県 金 沢 市 宝 町 １ ３ 番 １ 号 H 6 . 1 1 . 2 1 H 6 . 1 2 . 1

６０ 熊 本 大 学 医 学 部 附 属 病 院 熊 本 県 熊 本 市 本 荘 １ 丁 目 １ 番 １ 号 H 6 . 1 1 . 2 1 H 6 . 1 2 . 1

６１ 名 古 屋 大 学 医 学 部 附 属 病 院 愛知県名古屋市昭和区鶴舞町６５番地 H 7 . 1 . 2 6 H 7 . 2 . 1

６２ 滋賀医科大学医学部附属病院 滋 賀 県 大 津 市 瀬 田 月 輪 町 H 7 . 1 . 2 6 H 7 . 2 . 1

６３ 京 都 大 学 医 学 部 附 属 病 院 京都府京都市左京区聖護院川原町５４ H 7 . 1 . 2 6 H 7 . 2 . 1

15



６４ 島 根 大 学 医 学 部 附 属 病 院 島 根 県 出 雲 市 塩 治 町 ８ ９ の １ H 7 . 1 . 2 6 H 7 . 2 . 1

６５ 山 梨 大 学 医 学 部 附 属 病 院 山 梨 県 中 央 市 下 河 東 １ １ １ ０ 番 地 H 7 . 2 . 2 0 H 7 . 3 . 1

６６ 浜松医科大学医学部附属病院 静岡県浜松市東区半田山１丁目２０番１号 H 7 . 2 . 2 0 H 7 . 3 . 1

６７ 群 馬 大 学 医 学 部 附 属 病 院 群馬県前橋市昭和町３丁目３９番１５号 H 7 . 2 . 2 0 H 7 . 3 . 1

６８ 佐 賀 大 学 医 学 部 附 属 病 院 佐 賀 県 佐 賀 市 鍋 島 ５ 丁 目 １ 番 １ 号 H 7 . 2 . 2 0 H 7 . 3 . 1

６９ 公立大学法人福島県立医科大学附属病院 福 島 県 福 島 市 光 が 丘 １ 番 地 H1 8 . 3 . 2 7 H 1 8 . 4 . 1

７０ 和歌山県立医科大学附属病院 和歌山県和歌山市紀三井寺８１１番地１ H1 8 . 3 . 2 7 H 1 8 . 4 . 1

７１ 筑 波 大 学 附 属 病 院 茨城県つくば市天久保２丁目１番地１ H 7 . 3 . 1 5 H 7 . 4 . 1

７２ 東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院 東 京 都 文 京 区 本 郷 ７ 丁 目 ３ 番 １ 号 H 7 . 3 . 1 5 H 7 . 4 . 1

７３ 九 州 大 学 病 院 福岡県福岡市東区馬出３丁目１番１号 H 7 . 3 . 1 5 H 7 . 4 . 1

７４ 名 古 屋 市 立 大 学 病 院 愛知県名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄１番地 H1 8 . 3 . 2 7 H 1 8 . 4 . 1

７５ 公立大学法人奈良県立医科大学附属病院 奈 良 県 橿 原 市 四 条 町 ８ ４ ０ 番 地 H1 9 . 1 . 2 2 H 1 9 . ４ . 1

７６ 札 幌 医 科 大 学 附 属 病 院 北海道札幌市中央区南１条西16丁目291番地 H 1 9 . 1 . 2 2 H 1 9 . 4 . 1

７７ 公立大学法人横浜市立大学附属病院 神奈川県横浜市金沢区福浦３丁目９番地 H1 7 . 3 . 3 0 H 1 7 . 4 . 1

７８ 京 都 府 立 医 科 大 学 附 属 病 院 京 都 府 京 都 市 上 京 区 河 原 町 通 広 小 路 上 る 梶 井 町 4 6 5 H 2 0 . 3 . 2 7 H 2 0 . 4 . 1

７９ 防 衛 医 科 大 学 校 病 院 埼 玉 県 所 沢 市 並 木 ３ 丁 目 ２ 番 地 H 9 . 1 . 2 2 H 9 . 2 . 1

８０ 大阪市立大学医学部附属病院 大阪府大阪市阿倍野区旭町１丁目５番７号 H1 8 . 3 . 2 7 H 1 8 . 4 . 1

８１ 地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府大阪市東成区中道１丁目３番３号 H1 8 . 3 . 2 7 H 1 8 . 4 . 1

大 阪 府 立 成 人 病 セ ン タ ー

８２ 東 京 女 子 医 科 大 学 病 院 東 京 都 新 宿 区 河 田 町 ８ 番 １ 号 H1 9 . 8 . 9 H 1 9 . 9 . 1

８３ 東 京 医 科 大 学 病 院 東京都新宿区西新宿６丁目７番１号 H2 1 . 1 . 1 9 H 2 1 . 2 . 1
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黄色は特定機能病院

【都道府県がん診療連携拠点病院】

都道府県名 医療機関名 所　在　地 指定年月日

1 北海道 独立行政法人国立病院機構　北海道がんセンター 北海道札幌市白石区菊水４条２丁目３番６４号 平成21年4月1日

2 青森県 青森県立中央病院 青森県青森市東造道２丁目１－１ 平成22年4月1日

3 岩手県 岩手医科大学附属病院 岩手県盛岡市内丸１９－１ 平成22年4月1日

4 宮城県 宮城県立がんセンター 宮城県名取市愛島塩手字野田山４７－１ 平成22年4月1日

5 宮城県 東北大学病院 宮城県仙台市青葉区星陵町１番１号 平成22年4月1日

6 秋田県 国立大学法人　秋田大学医学部附属病院 秋田県秋田市広面字蓮沼４４番２ 平成22年4月1日

7 山形県 山形県立中央病院 山形県山形市大字青柳１８００番地 平成22年4月1日

8 福島県 公立大学法人　福島県立医科大学附属病院 福島県福島市光が丘１番地 平成22年4月1日

9 茨城県
茨城県立中央病院
・茨城県地域がんセンター

茨城県笠間市鯉渕６５２８ 平成22年4月1日

10 栃木県 栃木県立がんセンタ－ 栃木県宇都宮市陽南４－９－１３ 平成22年4月1日

11 群馬県 国立大学法人　群馬大学医学部附属病院 群馬県前橋市昭和町３丁目３９番１５号 平成22年4月1日

12 埼玉県 埼玉県立がんセンター 埼玉県北足立郡伊奈町小室８１８ 平成22年4月1日

13 千葉県 千葉県がんセンター 千葉県千葉市中央区仁戸名町６６６－２ 平成22年4月1日

14 東京都 東京都立駒込病院 東京都文京区本駒込３－１８－２２ 平成22年4月1日

15 東京都 財団法人癌研究会　有明病院 東京都江東区有明３－１０－６ 平成22年4月1日

16 神奈川県 神奈川県立がんセンター 神奈川県横浜市旭区中尾１－１－２ 平成22年4月1日

17 新潟県 新潟県立がんセンター新潟病院 新潟県新潟市中央区川岸町２丁目１５番地３ 平成22年4月1日

18 富山県 富山県立中央病院 富山県富山市西長江２－２－７８ 平成22年4月1日

19 石川県 国立大学法人　金沢大学附属病院 石川県金沢市宝町１３番１号 平成22年4月1日

20 福井県 福井県立病院 福井県福井市四ツ井２丁目８番１号 平成22年4月1日

21 山梨県 山梨県立中央病院 山梨県甲府市富士見１丁目１番１号 平成22年4月1日

22 長野県 国立大学法人　信州大学医学部附属病院 長野県松本市旭３丁目１番１号 平成22年4月1日

23 岐阜県 国立大学法人　岐阜大学医学部附属病院 岐阜県岐阜市柳戸１番１ 平成22年4月1日

24 静岡県 静岡県立静岡がんセンター 静岡県駿東郡長泉町下長窪１００７ 平成22年4月1日

25 愛知県 愛知県がんセンター中央病院 愛知県名古屋市千種区鹿子殿１－１ 平成22年4月1日

26 三重県 国立大学法人　三重大学医学部附属病院 三重県津市江戸橋２丁目１７４番地 平成22年4月1日

27 滋賀県 滋賀県立成人病センター 滋賀県守山市守山五丁目４番３０号 平成21年4月1日

28 京都府 京都府立医科大学附属病院 京都府京都市上京区河原町通広小路上ル梶井町４ 平成22年4月1日

29 京都府 国立大学法人　京都大学医学部附属病院 京都府京都市左京区聖護院川原町５４ 平成21年4月1日

30 大阪府
地方独立行政法人大阪府立病院機構
大阪府立成人病センター

大阪府大阪市東成区中道１－３－３ 平成22年4月1日

31 兵庫県 兵庫県立がんセンター 兵庫県明石市北王子町１３番７０号 平成22年4月1日

32 奈良県 奈良県立医科大学附属病院 奈良県橿原市四条町８４０番地 平成22年4月1日

33 和歌山県 和歌山県立医科大学附属病院 和歌山県和歌山市紀三井寺８１１－１ 平成22年4月1日

34 鳥取県 国立大学法人　鳥取大学医学部附属病院 鳥取県米子市西町３６番地の１ 平成22年4月1日

35 島根県 国立大学法人　島根大学医学部附属病院 島根県出雲市塩治町８９－１ 平成22年4月1日

36 岡山県 国立大学法人　岡山大学病院 岡山県岡山市鹿田町２丁目５番１号 平成22年4月1日

37 広島県 国立大学法人　広島大学病院 広島県広島市南区霞１丁目２番３号 平成22年4月1日

38 山口県 国立大学法人　山口大学医学部附属病院 山口県宇部市南小串一丁目１番１号 平成22年4月1日

39 徳島県 国立大学法人　徳島大学病院 徳島県徳島市蔵本町２丁目５０番地の１ 平成22年4月1日

40 香川県 国立大学法人　香川大学医学部附属病院 香川県木田郡三木町池戸１７５０－１ 平成21年4月1日

がん診療連携拠点病院指定一覧表（平成22年4月1日現在）

指定年月日は、指定の効力が発

生した年月日を記載
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都道府県名 医療機関名 所　在　地 指定年月日

41 愛媛県 独立行政法人国立病院機構　四国がんセンター 愛媛県松山市南梅本町甲１６０番 平成22年4月1日

42 高知県 国立大学法人　高知大学医学部附属病院 高知県南国市岡豊町小蓮１８５番地１ 平成22年4月1日

43 福岡県 独立行政法人国立病院機構　九州がんセンター 福岡県福岡市南区野多目３丁目１番１号 平成22年4月1日

44 福岡県 国立大学法人　九州大学病院 福岡県福岡市東区馬出３－１－１ 平成22年4月1日

45 佐賀県 国立大学法人　佐賀大学医学部附属病院 佐賀県佐賀市鍋島五丁目1番１号 平成22年4月1日

46 長崎県 国立大学法人　長崎大学病院 長崎県長崎市坂本１丁目７番１号 平成22年4月1日

47 熊本県 国立大学法人　熊本大学医学部附属病院 熊本県熊本市本荘１丁目１番１号 平成22年4月1日

48 大分県 国立大学法人　大分大学医学部附属病院 大分県由布市挾間町医大ヶ丘１丁目１番地 平成22年4月1日

49 宮崎県 国立大学法人　宮崎大学医学部附属病院 宮崎県宮崎郡清武町木原５２００ 平成22年4月1日

50 鹿児島県 国立大学法人　鹿児島大学病院 鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘８丁目３５－１ 平成22年4月1日

51 沖縄県 国立大学法人　琉球大学医学部附属病院 沖縄県中頭郡西原町字上原２０７番地 平成22年4月1日

計 ５１病院
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新医薬品の処方日数制限の取扱いについて（案） 

 

１． 新医薬品の処方日数制限の取扱いについては、今後別紙のとおり

とすることにつき了承されたところであるが、これに伴い、既存の新医

薬品についても同様の取扱いとする必要がある。 

 

２． 既存の新医薬品の取扱い 

平成２２年１２月現在、１４日の処方日数制限が適用されている新医

薬品のうち、以下のものについては、今般の新医薬品が薬価基準に

収載される１２月１０日（予定）から、処方日数制限を解除してはどう

か。 

・エックスフォージ配合錠 （降圧剤、平成２２年４月収載） 

・レザルタス配合錠 LD、レザルタス配合錠HD （降圧剤、平成２２年４

月収載） 

・ユニシア配合錠 LD、ユニシア配合錠 HD （降圧剤、平成２２年６月

収載） 

・ミカムロ配合錠ＡＰ （降圧剤、平成２２年９月収載） 
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別紙 

新医薬品の処方日数制限の取扱いについて（案） 

平成２２年１０月２７日 

中 医 協 了 承 

 

○ 新医薬品については、薬価基準収載の翌月の初日から１年間は、 

原則、１回１４日分を限度として投与することとされているところである。 

しかしながら、当該処方日数制限を行うことが不合理と考えられる下記

のような場合は例外的な取扱いとする。 

 

①  同様の効能・効果、用法・用量の既収載品の組合せと考えられる新

医療用配合剤など、有効成分にかかる効能・効果、用法・用量につ

いて、実質的に、既収載品によって１年以上の臨床使用経験がある

と認められる新医薬品については、新医薬品に係る処方日数制限を

設けないこととする。 

 

② 疾患の特性や、含有量が１４日分を超える製剤のみが存在している

といった製剤上の特性から、１回の投薬期間が１４日を超えることに合

理性があり、かつ、投与初期から１４日を超える投薬における安全性

が確認されている新医薬品については、薬価基準収載の翌月から１

年間は、処方日数制限を、製剤の用法・用量から得られる最少日数に

応じた日数とする。 

 

○ 例外的な取扱いとする新医薬品は、個別に中医協の確認を得ること

とする。 

 

2
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バルサルタン ディオバン錠
（2000年） バルサルタン 高血圧症 1日40～80mg

（1日1回）

アムロジピンベシ
ル酸塩

ノルバスク錠
（1993年）

アムロジピンベシ
ル酸塩 高血圧症 1日2.5～5mg

（1日1回）

オルメサルタン
メドキソミル

オルメテック錠
（2004年）

オルメサルタン
メドキソミル 高血圧症 1日10～20mg

（1日1回）

アゼルニジピン カルブロック錠
（2003年） アゼルニジピン 高血圧症 1日8～16mg

（1日1回）

カンデサルタン
シレキセチル

ブロプレス錠
（1999年）

カンデサルタン
シレキセチル 高血圧症 1日4～8mg

（1日1回）

アムロジピンベシ
ル酸塩

ノルバスク錠
（1993年）

アムロジピンベシ
ル酸塩 高血圧症 1日2.5～10mg

（1日1回）

テルミサルタン ミカルディス錠
（2002年（注）） テルミサルタン 高血圧症 1日40mg

（1日1回）

アムロジピンベシ
ル酸塩

ノルバスク錠
（1993年）

アムロジピンベシ
ル酸塩 高血圧症 1日2.5～5mg

（1日1回）

現在１４日処方日数制限がある新医療用配合剤のうち、１２月の新薬の薬価収載時から制限を外すもの

番号 投与
経路

配合剤の販売名
（処方日数制限）

配合成分
（一般名） 主な効能・効果 主な用法・用量 単剤の販売名

（承認時期）
有効成分
（一般名）

単剤の主な
効能・効果

単剤の主な
用法・用量

2 内用
レザルタス配合錠LD
レザルタス配合錠HD
（～2011年4月末）

高血圧症

ＨＤ
オルメサルタン　メド

キソミル
：20mg

アゼルニジピン
：16mg

ＬＤ
オルメサルタン　メド

キソミル
：10mg

アゼルニジピン
：8mg

（１日１回）

1 内用
エックスフォージ配
合錠
（～2011年4月末）

高血圧症

バルサルタン：80mg
アムロジピンベシル

酸塩：5mg
（1日1回）

3 内用
ユニシア配合錠LD
ユニシア配合錠HD
（～2011年6月末）

高血圧症

ＨＤ
カンデサルタン　シレ
キセチル：8mg

アムロジピンベシル酸
塩：5mg

ＬＤ
カンデサルタン　シレ
キセチル：8mg

アムロジピンベシル酸
塩：2.5mg
（１日１回）

4 内用 ミカムロ配合錠AP（～2011年9月末） 高血圧症

テルミサルタン：
40mg

アムロジピンベシル
酸塩：5mg
（1日1回）

KYIVY
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【手書き】 【高齢者】 【リース期間切れ等】

診
療
所

年間請求件数が1200件以
下の薬局のレセプトコン

ピュータのリース期間又は

明細書の無料発行義務化のスケジュール

平成２２年４月より、レセプト電子請求が義務付けられた保険医療機関及び保険薬局について、明細書の原則無料発行が義務付けられたところ

・平成２０年４月～　　　　  ４００床以上で
　　　　　　　　　　　　　　　　　レセプト電子請求を行っているもの（注１）

・平成２１年４月（注２）～  ４００床未満で
　　　　　　　　　　　　　　　　　レセプト電子請求を行っているもの（注１）

・平成２２年７月～　　　　　レセプトコンピュータを使用しているもの

レセプト電子請求の義務付け対象

・平成２２年７月～　　　　　レセプトコンピュータを使用しているもの

・平成２３年４月～　　　　　レセプトコンピュータを使用しているもの

病
院

レセプトコンピュータを
使用していない場合

紙で請求可
（電子媒体又はオンライ
ンによる請求に移行する
よう努めるものとする）

レセプトコンピュータのリー
ス期間又は減価償却期間

の終了まで
（最大平成26年度末）

紙で請求可

レセプト電子請求の義務付け　例外規定

歯
科

常勤の医師・歯科
医師・薬剤師がすべ
て65歳以上の診療
所・薬局（レセプト電
子請求が可能な場合

を除く）

医
科

ピュ タのリ ス期間又は
減価償却期間の終了まで

（最大平成22年度末）

紙で請求可

原則 正当な理由（※）に該当する場合

訪問看護 電子請求の義務付け予定なし

・平成２１年４月（注２）～　レセプトコンピュータを使用しているもの

全患者への明細書
無料発行義務付け

 希望する患者にのみ明細書発行義務付け
（費用徴収可）
※正当な理由
　①明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュ
　　　ータを使用している保険医療機関又は保険薬局で
　　　あること。
　②自動入金機を使用しており、自動入金機で明細書発
　　 行を行おうとした場合には、自動入金機の改修が必
　　 要な保険医療機関又は保険薬局であること。
　
　　 　正当な理由に該当する旨及び希望する患者には
　　明細書を発行する旨（明細書発行の手続き、費用徴

収の有無 費用徴収を行う場合の金額を含む ）を

　　　　　　　　　　　　　　明細書の発行義務付けなし

　ただし、患者から求めがあったときは、個別の診療報酬点数の算定項目の分
かる明細書の発行に努めること。
　また、明細書発行に関する状況（明細書発行の有無、明細書発行の手続き、
費用徴収の有無、費用徴収を行う場合の金額を含む）を院内又は薬局内に掲
示すること。

（注１）レセプトコンピュータにレセプト文字データ変換ソフトの適用が可能である場合を含む
（注２）平成21年４月時にオンライン請求を行えなかった病院・薬局は平成21年12月診療分から。
※この他、レセプト電子請求については、個別事情（回線障害、業者の対応遅れ、改築工事中、
概ね１年以内に廃院予定、その他特に困難な事由）による猶予規定あり。

薬
局

紙で請求可

訪問看護：電子請求の義務付け予定なし。
　　　　　   明細書については、患者から求めがあった時は発行に努めること。

　　収の有無、費用徴収を行う場合の金額を含む。）を
　　院内掲示等で明示すること。1
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保 発 0 3 0 5 第 ２ 号

平成22年３月５日

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 長

殿
都 道 府 県 知 事

厚 生 労 働 省 保 険 局 長

医療費の内容の分かる領収証及び個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書の交付について

標記については、保険医療機関及び保険医療養担当規則及び保険薬局及び保険薬剤師療養担当
規則の一部を改正する省令（平成22年厚生労働省令第25号）並びに高齢者の医療の確保に関する
法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準の一部を改正する件（平成22年厚

生労働省告示第68号）により、平成22年４月１日より、電子情報処理組織の使用による請求又は
光ディスク等を用いた請求により療養の給付費等の請求を行うことが義務付けられた保険医療機
関及び保険薬局は、領収証を交付するに当たっては、正当な理由がない限り、当該費用の計算の

基礎となった項目ごとに記載した明細書を無償で交付しなければならないこととされたところで
ある。
これに併せ、医療費の内容の分かる領収証及び個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書の交

付については下記のとおり取り扱うこととするので、御了知の上、管内保険医療機関、保険薬局

及び指定訪問看護事業者に対し、周知徹底を図られたい。なお、「医療費の内容の分かる領収証及
び個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書の交付について」（平成18年３月６日保発第0306005
号）については、平成22年３月31日限り廃止する。

記

１ 保険医療機関及び保険薬局に交付が義務付けられる領収証は、医科診療報酬及び歯科診療報
酬にあっては点数表の各部単位で、調剤報酬にあっては点数表の各節単位で金額の内訳の分か

るものとし、医科診療報酬については別紙様式１を、歯科診療報酬については別紙様式２を、
調剤報酬については別紙様式３を標準とすること。

２ 指定訪問看護事業者については、健康保険法（大正11年法律第70号）第88条第９項及び健康

保険法施行規則（大正15年内務省令第36号）第72条の規定により、患者から指定訪問看護に要
した費用の支払を受ける際、個別の費用ごとに区分して記載した領収証を交付しなければなら
ないこととされているが、指定訪問看護事業者にあっても、保険医療機関及び保険薬局と同様

に、正当な理由がない限り無償で交付しなければならないものであるとともに、交付が義務付
けられている領収証は、指定訪問看護の費用額算定表における訪問看護基本療養費、訪問看護
管理療養費、訪問看護情報提供療養費及び訪問看護ターミナルケア療養費の別に金額の内訳の
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分かるものとし、別紙様式４を標準とするものであること。

３ 電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求により療養の給付費等の
請求を行うこと（以下「レセプト電子請求」という。）が義務付けられた保険医療機関及び保険

薬局については、明細書を即時に発行できる基盤が整っていると考えられることから、領収証
を交付するに当たっては、正当な理由がない限り、明細書を無償で交付しなければならない旨
義務付けることとしたものであること。その際、病名告知や患者のプライバシーにも配慮する
ため、明細書を発行する旨を院内掲示等により明示するとともに、会計窓口に「明細書には薬

剤の名称や行った検査の名称が記載されます。ご家族の方が代理で会計を行う場合のその代理
の方への交付も含めて、明細書の交付を希望しない場合は事前に申し出て下さい。」と掲示する
こと等を通じて、その意向を的確に確認できるようにすること。院内掲示は別紙様式７を参考

とすること。

４ ３の「正当な理由」に該当する保険医療機関及び保険薬局については、患者から明細書の発

行を求められた場合には明細書を交付しなければならないものであり、「正当な理由」に該当す
る旨及び希望する患者には明細書を発行する旨（明細書発行の手続き、費用徴収の有無、費用
徴収を行う場合の金額を含む。）を院内掲示等で明示するとともに、別紙届出様式により、地方
厚生（支）局長に届出を行うこと。院内掲示等の例は別紙様式８を参考とすること。なお、「正

当な理由」に該当する保険医療機関及び保険薬局とは、以下に該当する保険医療機関又は保険
薬局であること。また、平成22年４月１日現在においてレセプト電子請求が義務付けられてい
る保険医療機関及び保険薬局が当該届出を行う場合には、平成22年４月14日までに行うこと。

(１) 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用している保険医療機関
又は保険薬局であること。

(２) 自動入金機を使用しており、自動入金機で明細書発行を行おうとした場合には、自動入
金機の改修が必要な保険医療機関又は保険薬局であること。

５ 明細書については、療養の給付に係る一部負担金等の費用の算定の基礎となった項目ごとに
明細が記載されているものとし、具体的には、個別の診療報酬点数又は調剤報酬点数の算定項

目（投薬等に係る薬剤又は保険医療材料の名称を含む。以下同じ。）が分かるものであること。
なお、明細書の様式は別紙様式５を標準とするものであるが、このほか、診療報酬明細書又は
調剤報酬明細書の様式を活用し、明細書としての発行年月日等の必要な情報を付した上で発行
した場合にも、明細書が発行されたものとして取り扱うものとすること。

さらに、明細書の発行が義務付けられた保険医療機関及び保険薬局において、無償で発行す
る領収証に個別の診療報酬点数の算定項目が分かる明細が記載されている場合には、明細書が
発行されたものとして取り扱うこととし、当該保険医療機関において患者から明細書発行の求

めがあった場合にも、別に明細書を発行する必要はないこと。

６ レセプト電子請求が義務付けられていない保険医療機関及び保険薬局については、医療の透
明化や患者への情報提供を積極的に推進していく必要がある一方で、明細書を即時に発行する

基盤が整っていないと考えられることから、当該保険医療機関及び保険薬局の明細書発行に関
する状況（明細書発行の有無、明細書発行の手続き、費用徴収の有無、費用徴収を行う場合の
金額を含む。）を院内又は薬局内に掲示すること。院内掲示等の例は別紙様式９を参考とするこ

と。

７ 患者から診断群分類点数に関し明細書の発行を求められた場合は、入院中に使用された医薬
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品、行われた検査について、その名称を付記することを原則とし、その明細書の様式は別紙様

式６を参考とするものであること。

８ 指定訪問看護事業者においても、患者から求められたときは、明細書の発行に努めること。

９ 明細書の発行の際の費用について、仮に費用を徴収する場合にあっても、実費相当とするな
ど、社会的に妥当適切な範囲とすることが適当であり、実質的に明細書の入手の妨げとなるよ
うな高額の料金を設定してはならないものであること。

4



（別紙様式１） （医科診療報酬の例）

受診科 入・外 本・家

点

注　　射 麻　　酔リハビリテーション 精神科専門療法 処　　置

点点 点

保　険

請 求 期 間　（入院の場合）

放射線治療

点

点点 点 点 点

点

平成　年　月　日

初・再診料 入院料等 医学管理等 在宅医療 検　　査 画像診断

負担割合 区　分

投　　薬

点 点

点

費　用　区　分

氏　　　　名

様

患者番号

領収書Ｎｏ． 発　行　日

領　　　収　　　証

手　　術

平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

（内訳）

評価療養・選定療養 その他

保険外
負　担 （内訳）

点点 点 点 点

病理診断

点

食事療養

円

診断群分類（ＤＰＣ）

点

保　険
（食事・生活） 保険外負担保　険

点 点

領収額
合  計 円

生活療養

円

円

負担額 円 円 円

合  計 円 円

東京都○○区○○ ○－○－○ 領収印
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（別紙様式２） （歯科診療報酬の例）

受診科 入・外 本・家

平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

領収書Ｎｏ． 発　行　日 費　用　区　分 負担割合 区　分

領　　　収　　　証

患者番号 氏　　　　名 請 求 期 間　（入院の場合）

平成　年　月　日

様

保　険

初・再診料 入院料等 医学管理等

点 点 点

注　　射 リハビリテーション 処　　置

在宅医療 検　　査 画像診断 投　　薬

点 点 点 点

点 点

歯冠修復及び欠損補綴

点 点 点 点

手　　術 麻　　酔 放射線治療

点点 点点 点 点 点 点

保険外
負　担

評価療養・選定療養 その他

（内訳） （内訳）

保　険 保　険
（食事・生活） 保険外負担

合  計 円 円 円

負担額 円 円 円

領収額
合  計 円

歯科矯正

点

病理診断

点

食事療養

円

生活療養

円

東京都○○区○○ ○－○－○ 領収印
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（別紙様式３） （調剤報酬の例）

本・家

薬剤料

点 点 点

患者番号 氏　　　　名

領　　　収　　　証

様

費　用　区　分 負担割合

平成　年　月　日

領収証Ｎｏ． 発　行　日

保　険
調剤技術料 薬学管理料 特定保険医療材料料

点

領収額
合  計 円

合  計 円 円保険外
負　担

評価療養・選定療養 その他

（内訳） （内訳） 負担額 円 円

保　険 保険外負担

東京都○○区○○ ○－○－○ 領収印
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（別紙様式４） （訪問看護療養費の例）

本・家 区　分

1 2 3 4 5 6 7
単価 数量 金額 8 9 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28
29 30 31

様
平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

領　収　証

領収書Ｎｏ． 患者番号 氏　　　　名 請　求　期　間

負担割合 提　供　日
平成　年　月　日
発　行　日

備　考

保険適用
負　担

保険負担分項目
（内訳）

単価 数量 金額 税 消費税等

保険外
負　担

保険外負担分項目
保険外負担

（内訳）

明細合計額 円 円

領収額
合  計 円

課税対象額

保　険

円

東京都○○区○○ ○－○－○
○○ 訪問看護ステーション 領収印
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（別紙様式５）

入院／入院外 保険

患者番号 氏名

受診科

部 回　数点　数

診療明細書

受診日

項　　目　　名

9



入院 保険

患者番号 氏名 様

受診科

部 回　数

医学管理 430 1

注射 426 1

95 1
40 1

処置 500 1
3500 1
819 1

＊非開胸的心マッサージ　60分 290 1

検査 150 1
100 1
450 1

リハビリ 245 12

入院料 1750 7

255 1
9700 3
8775 2

点　数

YYYY/MM/DD○○　○○

　 ニトロール注１００ｍｇ　０．１％１００ｍＬ 1瓶
　 生理食塩液５００ｍＬ  1瓶
＊点滴注射料

＊点滴注射

診療明細書（記載例）

＊薬剤管理指導料（救命救急入院料等算定患者）

受診日

項　　目　　名

＊ＨＣＶ核酸定量

＊救命のための気管内挿管
＊カウンターショック（その他）
＊人工呼吸（５時間超）　360分

＊一般病棟入院１０対１入院基本料

＊微生物学的検査判断料
＊検体検査管理加算（２）

　 一般病棟入院期間加算（１４日以内）
＊５０対１補助体制加算
＊救命救急入院料１（３日以内）

＊心大血管疾患リハビリテーション料（１）
　 早期リハビリテーション加算

＊救命救急入院料１（４日以上７日以内）

＊無菌製剤処理料２
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入院外 保険

患者番号 氏名 様

受診科

部 回　数

基本料 70 1

在宅 820 1
1320 1

処方 68 1

検査 ＊生化学的検査（１）判断料                    144 1
＊血液学的検査判断料 125 1
＊Ｂ－Ｖ                                      13 1
＊検体検査管理加算（１）                      40 1
＊血中微生物                                  40 1
＊生化学的検査（１）（１０項目以上） 123 1
   ＡＬＰ
   ＬＡＰ
   γ－ＧＴＰ
   ＣＰＫ    
   ＣｈＥ      
   Ａｍｙ
   ＴＰ
   Ａｌｂ
   ＢＩＬ／総
   ＢＩＬ／直

画像診断 ＊胸部 単純撮影（デジタル撮影） 182 1
　 画像記録用フィルム（半切）　1枚

＊処方せん料（その他）

＊血糖自己測定器加算（月１００回以上）（１型糖
　 尿病の患者に限る）

＊在宅自己注射指導管理料

診療明細書（記載例）

＊外来診療料                                  

受診日

項　　目　　名 点　数

YYYY/MM/DD○○　○○
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歯科 保険

患者番号 氏名 様

部 回　数

基本料 218 1

医学管理 110 1

60 1

薬剤情報提供料 10 1

検査 200 1

画像診断 歯科パノラマ断層撮影（デジタル） 307 1

電子画像管理加算 50 1

投薬 処方料 42 1

調剤料（内） 9 1

○○錠　××ｍｇ　１日３回分×３日分 55 1

手術 抜歯（臼歯） 260 1

歯冠修復 充形 120 1

・欠損補綴 充填（単） 100 1

充填用材料Ⅰ（単） 11 1

診療明細書（記載例）

○○　○○ 受診日 YYYY/MM/DD

項　　目　　名 点　数

歯周基本検査２０歯～

歯科初診料                               

歯科疾患管理料

機械的歯面清掃加算
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調剤 保険

患者番号 氏名 様

区分 備考

調剤技術料 40

　基準調剤加算１ 10

　後発医薬品調剤体制加算１ 6

81

63

21

　後発医薬品調剤加算 2

薬学管理料 30

　特定薬剤管理指導加算 4

薬剤情報提供料 15

薬剤料 Ａ錠　１日２錠×２８日分 60 後発医薬品

Ｂ錠　１日１錠×１４日分 60

Ｃ錠　１回１錠×５回分 35

調剤基本料

調剤料

　内服薬（２８日分）

　屯服薬

　内服薬（１４日分）

調剤明細書（記載例）

○○　○○ 調剤日 YYYY/MM/DD

項　　目　　名 点　数

薬剤服用歴管理指導料
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(別紙様式６)

入院 保険
患者番号 氏名 受診日
受診科

区分 回数

診療明細書

項目名 点数

14



(別紙様式６)

入院 保険
患者番号 氏名 受診日 YYYY/MM/DD
受診科

区分 回数
診断群分類

（ＤＰＣ） 1

医薬品 ＊フロモックス錠１００ｍｇ
　 ビフィダー　
＊点滴注射
　 ラクテックＧ注５００ｍＬ
　 ブスコパン注射液
　 フルマリン静注用１ｇ
　 生食１００ｍＬ　　　　　
＊点滴注射
　 フルマリン静注用１ｇ
　 生食１００ｍＬ　　　　

検査 　　　　　
＊ＣＲＰ定量
＊血液採取（静脈）
＊血液学的検査判断料
＊免疫学的検査判断料

＊末梢血液一般検査   

＊DPC

診療明細書(記載例)

項目名

　　５日間包括算定

○○　○○ 様

点数

13844

使用された医薬品、行われた

検査の名称を記載する
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（別紙様式７）

院内掲示例

平成○年○月

▲ ▲ 病 院

「個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書」の発行について

当院では、医療の透明化や患者への情報提供を積極的に推進していく観点から、

平成○年○月○日より、領収証の発行の際に、個別の診療報酬の算定項目の分かる

明細書を無料で発行することと致しました。

明細書には、使用した薬剤の名称や行われた検査の名称が記載されるものですの

で、その点、御理解いただき、ご家族の方が代理で会計を行う場合のその代理の方

への発行も含めて、明細書の発行を希望されない方は、会計窓口にてその旨お申し

出下さい。
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（別紙様式８）

院内掲示例（正当な理由に該当する場合）

平成○年○月

▲ ▲ 病 院

「個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書」の発行について

当院では、医療の透明化や患者への情報提供を積極的に推進していく観点から、

希望される方には、個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書を発行しております。

明細書には、使用した薬剤の名称や行われた検査の名称が記載されるものですの

で、その点、御理解頂いた上で、発行を希望される方は○番窓口までお申し出下さ

い。発行手数料は１枚○円になります。

なお、全ての患者さんへの明細書の発行については、自動入金機の改修が必要な

ため、現時点では行っておりませんので、その旨ご了承ください。
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（別紙様式９－１）

院内掲示例（電子請求を行っていないが明細書を発行している場合）

平成○年○月

▲ ▲ 病 院

「個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書」の発行について

当院では、医療の透明化や患者への情報提供を積極的に推進していく観点から、

希望される方には、個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書を発行しております。

明細書には、使用した薬剤の名称や行われた検査の名称が記載されるものですの

で、その点、御理解頂いた上で、発行を希望される方は○番窓口までお申し出下さ

い。発行手数料は１枚○円になります。
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（別紙様式９－２）

院内掲示例（明細書を発行していない場合）

平成○年○月

▲ ▲ 病 院

「個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書」の発行について

当院では、個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書を発行するシステムを備え

ていないため、明細書の発行はしておりません。

その点御理解いただき、診療にかかる費用については、初・再診料、投薬、注射

などの区分ごとに費用を記載した領収証を発行いたしますのでご確認下さい。
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（別紙届出様式）

平成　　年　　　月　　　日

保険医療機関又は保険
薬局の所在地及び名称

　　　　　　　　　　　殿 開 設 者 名 　　　　　　　　　　印

１．以下の「正当な理由」に該当（いずれかの番号に○）

1 明細書発行機能が付与されていないレセプトコンピュータを使用している

2

２．明細書発行についての状況

1 希望する患者への明細書発行の手続き　（○を記載）

（１）　発行場所　　　　　 ①　会計窓口　②別の窓口　③その他（　　　　　　　　　　　　）

（２）　発行のタイミング　①　即時発行　②その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2 費用徴収の有無 有　・　無

3 費用徴収を行っている場合その金額 円

３．「正当な理由」に該当しなくなったため、届出を取り下げます。

注１）　本届出書は、レセプト電子請求が義務付けられているが、上記１の「正当な理由」に

　　該当するため、明細書を全患者に無料で発行していない保険医療機関及び保険薬局

　　が提出するものであること。

注２）　正当な理由の１には、明細書発行機能が付与されているが、明細書発行に対応した

　　ソフトの購入が必要なレセプトコンピュータを使用している保険医療機関又は保険薬局で

　　あって、当該ソフトを購入していない場合を含むものである。

注３）　本届出書を提出した後、領収証の交付に当たって明細書を無料で交付することとした

　　保険医療機関又は保険薬局は、取り下げの届出を行うこと。

明細書発行について「正当な理由」に該当する旨の届出書

自動入金機を使用しており、自動入金機での明細書発行を行うには、自動入金機の改
修が必要
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